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はじめに 

 昨今、働き方に関する議論が、多方面において盛んに展開されている。その背景には、労働

力人口減少問題を背景とした労働市場における環境変容があるものと考えられる。労働力人口

の減少は、消費人口の減少をも意味する。消費人口の減少は、消費の縮小（購買力の減退）と

生産の縮小（生産力の減退）を引き起こし、日本全体の経済規模を縮小させる。そして、経済

規模の縮小は、地域社会の過疎化や社会保障の財政縮小化に繋がり、日本の経済社会全般に大

きな影響をもたらすことは言うまでもない。既に過疎化が進行している地域では、経済規模の

縮小に伴い、社会生活サービスの低下と、それによるさらなる人口流出が誘発されることが予

想される。労働力人口の減少は、相互連鎖的に問題を発生させるのである。 

厚生労働省（2018）によると、2060年には、我が国における総人口は 9,000万人を割りこみ

（注 1）、そのうち、生産年齢人口（注 2）の割合は 51.4%、高齢化率（注 3）は 38.4%となると

推計されている。（注 4）（厚生労働省 2018）。現状のまま流れが継続していけば、労働力人口

は、2060年には 3,795万人まで減少し、総人口に占める割合は約 44％まで低下するため、働く

人口よりも支えられる人口の方が多くなる。（内閣府専門調査会「選択する未来」委員会 2015, 

29）。内閣府は、「将来にわたって豊かさを維持していくためには、人口急減・超高齢化の流れ

を止めることや生産性を大きく改善させることの両方が必要である（内閣府専門調査会「選択

する未来」委員会 2015, 42）」と強調している。 

特に、社会保障や国家財政に係わる財源は、保険料や税収から賄われているため、この担い

手である労働力人口ないし生産年齢人口（注 5）が減少すると、増え続ける高齢者を前に、社

会保障制度の安定的な維持や財政担保が困難になる（厚生労働省 2015, 13-17）。人口規模と経

済規模は、強い相関関係にあるが、このうち、経済活動を左右するのは、その担い手である労

働力人口（注 6）であると言っても過言ではないのである。 

この問題に対する政府主導のアプローチとして、「働き方改革」がある。働き方改革とは、労

働力人口の減少を背景として提唱され、労働力人口および労働生産性の向上を目指す政策であ

る。しかし、ここで議論されているのは、長時間労働の是正や同一賃金同一労働など、いずれ

も既存の社会的労働環境の延長線上に考案された施策となっている。既存の社会労働環境の多

くが、少子高齢化ではない時代、いわば多子若齢の時代に制定されたものであることは、もは

や言うまでもないであろう。労働力人口の減少問題を考えるにあたっては、「現状を歴史的に社

会経済的に合理的な選択の結果であるとまずはとらえる一方で、一度できあがった「制度」は、

時代の進展とともに環境変化により「制度疲労」をおこし、新たな「制度」へと変化する歴史

プロセスである（久本 2010, 5-6）」と解釈し、既存の枠組みに囚われないアプローチを考案す

ることが必要なのである。 

これを踏まえて、本研究は、労働市場の自由化という観点から、労働力人口減少問題に取り

組むものである。労働市場の自由化とは、具体的には、所定労働時間に基づいた働き方などに

挙げられる時間をベースとする賃金の支払い形態からの解放や、労働者の組織への多重籍化な

どを指し、単なる雇用流動化ではない点に留意する必要がある。労働者が、時間的・物理的拘
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束から解放されれば、より自由な働き方や、労働へのよりフレキシブルなアクセスが可能とな

り、能率的・効率的な労働によって、より多くの賃金を獲得することができるようになる。ひ

いては、経済活動が活性化し、経済規模が拡大することが期待できる。（注 7） 

このように、労働市場の自由化は、労働力人口の減少問題に貢献するものと考えられるが、

そのためには、労働成果の測定・評価方法の確立と労働成果の賃金への反映が不可欠となる。

なぜなら、既存の労働制度の下では、賃金は、労働成果ではなく労働時間（所定労働時間ない

し職場拘束時間）に対して支払われているからである。時間に対する支払いから脱却するため

には、成果を測定・評価する方法を確立し、これと賃金を連動させることが必要なのである。 

労働成果の測定・評価については、それが困難であるという議論が多く見受けられる（石田 

2003; 伊藤 2007; 久本 2010）。特に、ホワイトカラーの労働のうち、営業職ではない事務職等

は、生産成果が可視化されないため、生産成果を個人に結び付け、賃金に反映させることが難

しいという論調は、耳に新しくないであろう。これに対して、本研究は、活動原価会計手法を

用いることで、これを克服しようとするものである。ここに、本研究の新規性がある。 

まとめれば、本研究の目的は、労働力人口の減少問題を背景に、労働市場の自由化を目指す

なかで、その実現に必要となる労働成果の測定・評価方法の確立と賃金への反映を、活動原価

会計手法によって実現することにある。もちろん、本論文のうちで、この全てを達成すること

は想定していない。本稿は、この目的の下、活動原価会計手法によって賃金の算定を行う賃金

制度の概念フレームを「職性給」と称し、その設計を試みるものである。 

詳細は本文にて述べるが、職性給では、活動原価会計手法によって、活動毎に賃金を設定す

ること、ならびに、その賃金額に労働者が遂行した活動の難易度を反映させることができる。

その結果、労働者には、遂行した活動に応じて賃金が支払われることになる。これは、いわば、

労働者にとっての「労働に応じた所得分配」、雇用主にとっての「コストの適正配分」、そして

労働市場における「労働と賃金の等価交換」であると言える。職性給は、単なる労働成果の賃

金への反映における一手段に留まらず、労働者と雇用主間における労働対価の適正授受を可能

にするものなのである。以下は、本稿の構成である。 

 第 1章は、上述の職性給の構築に向けて必要となる認識転換を果たすものである。職性給は、

労働者が遂行した活動に応じて賃金が支払われる賃金制度の概念フレームである。従って、こ

れを構築するには、既存の労働制度および賃金概念における認識観からの脱却が必要となる。

そこで、まず、前述の働き方改革についてより詳しく言及し、これを切り口として所定労働時

間を前提とする賃金制度（労働時間制）の問題点を明らかにする。次に、時間に対する賃金の

支払いという概念から脱却するために必要となる認識転換を果たすにあたり、「賃金」概念の

「コスト」面に着眼し、「労働コスト」という概念の考察を展開する。最後に、労働コスト概念

の考察から導き出される「活動」という概念について概説した上で、「活動」を機軸とする賃金

算定について言及する。 

 第 2章は、職性給における賃金算定の方法論を示すものである。職性給における賃金算定は、

活動原価会計手法を用いて行われる。そこで、まずは、活動原価を賃金算定に用いる有意性に
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ついて言及し、職性給という概念について説明する。次に、賃金算定の方法論を示すにあたっ

ては、既存の活動原価の配賦様態とその問題点を明らかにし、「難易度」と「時間」という 2つ

の要素を含む新たな配賦尺度の必要性を指摘する。そして、この新たな配賦尺度を「加重配賦

係数」と称し、これを尺度として用いるにあたっての考察を展開する。最後に、加重配賦係数

は、配賦尺度としてだけではなく、経営意思決定にも有益な指標であることを明らかにする。 

 第 3章は、職性給における財務数値によって示される労働成果の賃金への反映を考察するも

のである。職性給は、労働成果の測定・評価とその賃金への反映を目指すものであるが、労働

成果という概念は、その抽象性から柔軟な解釈を可能とし、財務数値および非債務数値による

表現を許容する。そこで、ここでは、財務数値によって表現される労働成果、すなわち、活動

原価管理における有利差異の労働者への還元について議論する。まず、職性給における原価管

理の意義を明示し、既存の活動概念と職性給における活動概念について言及する。次に、賃金

算定という目的下における活動原価の機能と役割について考察し、職性給における活動原価は

マルチ・ファンクショナルであることを示す。最後に、職性給における原価低減努力を賃金に

反映する活動原価の循環システムと、それによってもたらされる効果について言及する。 

 第 4章は、職性給における非財務数値によって示される労働成果の賃金への反映を考察する

ものである。前述の通り、労働成果は財務数値だけでなく、非財務数値による表現も許容する

ものであるが、労働成果を測定・評価するという観点からは、この計数化は避けられない。そ

して、計数化には、何らかの指標が必要となる。そこで、まず、業績指標という概念、ならび

に英国の公的機関における業績指標について概観する。これを踏まえて、職性給における労働

成果の測定・評価の対象と範囲を明らかにし、職性給における業績指標を実際に検討する。 

 第 5章は、職性給と近似すると考えられる職務給と職性給を比較し、職性給の特徴を明らか

にするものである。職務給は、職務分析・評価によって賃金を決定する賃金制度であり、職務

給における賃金には、職務の難易度が反映されている。職務給と職性給は、互いに仕事の難易

度を賃金に反映させようとする点で共通しているため、これらを比較することは、職性給の特

徴をより鮮明に浮き彫りにするために有用であると考えられる。そこで、まず、職務給という

概念、ならびに英国の公的機関における職務評価について概観する。これを踏まえて、職務給

と職性給の比較・検討を行い、職性給の概念的優位性を明示する。 

 第 6章は、職性給における難易度の計数化において、必要となる一連の手続きをフレームワ

ークとして示すものである。職性給では、加重配賦係数を用いて賃金の算定を行うが、これを

実現するためには難易度の計数化は不可避である。そこで、難易度を計数化するにあたって、

必要となる手続きを示した上で、これを細分化し、その理論的構造を段階的に例説する。本稿

で、計数化の手続きを完結することはできないが、現時点での研究成果を述べるものとする。 

 以上が、本稿の構成であるが、第 1章は職性給の設計における導入部、第 2章から第 4章が

職性給の設計、そして第 5章と第 6章が職性給の理論構造であると言えるであろう。職性給に

おける研究は、まだ始めて間もなく、完成には遠いものであるが、一方で、「時間的・物理的拘

束からの解放と活動毎の賃金の設定」という、少子高齢化時代における労働環境に不可欠な観
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点を提示できるものであると確信している。 

 本研究は、筆者の過去の約 5年間の実務経験が基盤となっているものである。本稿に記載は

していないが、以後展開する職性給の根幹となる加重配賦係数の検討にあたっては、当時の担

当業務のいくつかを対象に、合計 100以上の活動を取り上げ、それぞれの活動に必要な遂行時

間や遂行量を抽出し、サンプル値として難易度も付与した上で、活動分析を行った。サンプル

値は、実際の活動遂行を通しての経験値として序列をつけたものとした。この活動分析を基に、

いくつかの活動散布図も作成した。活動分析や活動散布図の作成には、調査段階から完成に至

るまで、3か月以上を要した。これは非常に緻密で、大変な作業であったことを記憶している。

これらは、あくまで筆者個人の経験則によるものであり、一個人の見解でしかないが、一方で、

研究における重要な視座を与えたものとして認識できる。 

最後になるが、謝辞を述べておきたい。本稿の執筆にあたっては、指導教員である吉田康久

教授に、大変お世話になった。吉田康久教授には、この上なくきめ細かな指導を賜った。教授

のご指導なくしては、これまでの研究成果は生まれなかった。また、吉田康久教授からは、研

究指導だけではなく、精神面での多大なるサポートもいただいた。教授との出会いは、人生の

大きな転機となった。その存在の有り難さは、言葉では言い尽くせないが、これまでずっと指

導してくださったことに、心からの感謝と敬愛を表したい。 

また、吉田康久教授の指導教員である櫻井通春名誉教授（専修大学）にも、この場をお借り

してお礼申し上げたい。櫻井通春名誉教授には、2019年 9月に開催された日本会計研究学会第

78回全国大会にて、筆者の発表にあたり司会を務めていただいた。また、門下生の先生方と開

催されている専修大学での勉強会にもご招待してくださり、研究発表の機会も設けていただい

た。その際には、櫻井通春名誉教授や他の先生方から、大変貴重なご指導とご鞭撻をお受けす

ることができた。深く御礼を申し上げたい。 

そして、園田女子大学の篠原淳教授や中村学園大学の日野修造教授、福岡国税局の古市承治

先生、本学の教員として指導してくださった神戸学院大学経営学部の安井一浩教授、宮本幸平

教授、経済学部の渡部尚史教授、井上善博教授、その他本研究に関わってくださった先生方に

も、感謝を申し上げたい。 

 

 

 

注 1 厚生労働省（2018）は、8,808万人と予想している。 

注 2 生産年齢人口とは、15歳～64歳までの人口を指す。 

注 3 高齢とは、65歳以上を指す。 

注 4 厚生労働省HP「日本の人口の推移」参照。 

https://www.mhlw.go.jp/content/000523234.pdf    

2020年 8月 4日閲覧。 

注 5 労働力人口と生産年齢人口は、同義ではなく、それぞれ区別される。 
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注 6 労働力人口とは、「15歳以上人口のうち、非労働力人口を除いたものであり、具体的には 

「就業者」と「完全失業者」を合わせたものである（総務省統計局参照） 

https://www.stat.go.jp/data/roudou/definit.html   

2020年 8月 4日閲覧。 

注 7 本稿の主旨ではないが、付言しておくと、時間的・地理的拘束から労働者が解放されれ 

ば、より広く活発な労働市場を求めて地方から都市部に人口が移動する必要はなくなるで 

あろう。また、より自由な働き方によって労働に参加する労働者が増えれば、税収も増え 

るであろう。このように、労働市場の自由化は、労働力人口減少問題によって引き起こさ 

れる前述の影響に対し、連鎖的に貢献しうるものであると考えられる。 
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第 1章 職性給の構築に向けて 

1. 労働市場の自由化 

我が国では、今後さらなる人口の減少、ならびにその構造や様相の変容が避けられず、経済

基盤を支える労働力人口が大きく減少する可能性がある。労働力人口が減少すれば、経済低迷

や産業の廃退によるGDPの低下、社会保障制度の崩壊などが避けられない状況になる。このよ

うな悪循環を可能な限り抑制し、そこからの脱却を試みるためには、労働生産性を高めること

が不可欠となる。労働生産性は、経済政策の重要な指標であり、また世界的国力としても認識

されている。 

労働力人口が減少するなかで、労働生産性を維持・改善していくためには、労働市場の自由

化が求められる。労働市場の自由化とは、これまでの既成制度に制約されない労働力の売買取

引を容認することであり、ここでいう労働力の売買取引とは、雇用主と労働者が、双方の利害

調整を自らが行い、公正価値に基づいて、労働力の提供と調達を行う新たな取引のことをいう。 

労働市場の自由化は、換言すれば、労働者にとっての労働の自由なる選択機会と、雇用主に

おける労働力の自由なる調達機会を確保することである。これを推進していくためには、既成

の制度に基づく固定観念から離れ、既存の枠組みに囚われない新たな視点で、労働力人口減少

時代に即した新たな制度を構築していく必要がある。いわば、労働市場におけるパラダイム・

シフトを図り、労働市場を構造的に変容させるのである。 

 労働市場の構造的変容に向けた政策としては、昨今の「働き方改革」がある。「働き方改革」

とは、「労働制度の抜本改革（注 1）」とされ、働く人々が「個々の事情に応じた多様で柔軟な

働き方を自分で選択できるようにするための改革（厚生労働省 2020）」と定義されている。「働

き方改革」には、長時間労働の是正や雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保、柔軟な働き

方がしやすい環境整備、労働生産性の向上といった様々な項目が掲げられており（注 2）、これ

らに鑑みれば、「働き方改革」の実現は、労働市場の自由化と表裏の関係であることが解る。し

かしながら、労働市場の自由化に向けた方法論は、明示されていない。 

また、変容しつつあるとされる我が国の社会的労働環境には、労働市場の自由化を阻む要因

が、根強く残存していることは否めない。ここでいう社会的労働環境とは、例えば、長期雇用

（終身雇用）や年功制賃金、単一組織との雇用契約制度、所定労働時間を前提とした賃金制度

などである。（注 3）これらは、これまでの経済成長を支えてきたものとして認められるが、現

況にあっては、もはや制度疲労を起こし、機能が破綻していることは前述のとおりである。労

働市場の自由化には、これらの制度的な阻害要因を、抜本から改革することが必要なのである。 

ここで、労働市場の自由化と労働生産性との関連性について言及しておきたい。我が国にお

ける労働生産性の議論では、一般的に、計算式における分子には「産出」が、分母には「投入」

が用いられる。そして、「産出」には、生産量、販売金額、付加価値額、国内総生産（GDP）な

どが、「投入」には、労働者数（就業者数）または総労働時間（就業者数×労働時間）が代入さ

れる。よって、「労働生産性」は、「労働者一人あたり」、または「１時間あたり」の生産量、販

売金額、付加価値額、GDPなどを示すことになる。 
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 これを所与とすると、労働力人口の減少は、「投入」の代入値が逓減していくことを意味する

ことになる。但し、「産出」の代入値が一定あるいは増大する場合には、「投入」の代入値が逓

減すれば、労働生産性は逓増することになるが、これは議論の外になるため、ここでは割愛す

る。通説では、労働生産性が低下傾向を示す要因は、分子の逓減率が、分母の逓減率を上回る

ことにある。逆説として言えば、分子の逓増率が分母の逓増率を上回る場合が該当する。すな

わち、労働力人口が減少する局面における労働生産性の向上には、「産出」の逓減率を「投入」

の逓減率よりも、抑制させることが命題となるのである。 

 労働市場の自由化は、労働生産性における「産出」と「投入」の 2つのパラメーターに接近

するものである。なぜなら、労働者による自由な労働機会の確保と、雇用主における自由な労

働力の調達は、「投入」における延べ数を逓増させ、「産出」における生産成果をその投入によ

る効率性から逓増させることに寄与すると考えられるからである。既成制度による硬直した労

働市場（注 4）から、雇用主と労働者を解放すれば、結果として、労働生産性における「産出」

と「投入」のいずれもが、市場の原理によって適正化されていくことが見込まれる。これまで

の議論を踏まえれば、労働力人口の減少局面において、労働生産性を語るためには、労働市場

の自由化における議論は必然であり、また実現すべき主題であることが理解できよう。 

 

2. 労働時間制からの解放 

2-1. 時間拘束という問題 

「労働生産性」の向上には、前節で述べた労働市場の自由化が前提となる。そこには、雇用

流動化（注 5）や組織への多重籍化（注 6）といった事象や事案が包含されるが、労働市場の

自由化を推進するにあたり、大きな障壁の 1つとなっているのが、わが国における「所定労働

時間を前提とする賃金制度（注7）」の存在である。「所定労働時間を前提とする賃金制度（以

下、労働時間制という）」とは、我が国の労働時間法制の下、日や週、月あるいは年を単位と

した所定労働時間に基づいて賃金が支払われる制度のことであり、労働時間を賃金の算定基準

とした時間賃率の形態の 1つである（注 8）。 

労働時間制は、時間という客観的かつ普遍的単位で賃金が算定されることや、管理が比較的

容易であるという利点を持っているが、一方では、労働能率に関わらず、就業時間内（拘束時

間）は必ず職場に拘束されるといった労働者の時間拘束を生み出している。そしてこの時間拘

束が、労働市場の自由化を阻む直接的な要因であると考えられる。 

例えば、ある組織の所定労働時間が一日 8時間（注 9）、時間外労働（残業）は 0時間、就

業時間は午前 9時から午後 6時であると仮定した場合、労働者は、午前 9時から午後 6時ま

で、労働能率に関わらず職場で拘束されることになる。職場での時間拘束が、労働力の産業

間、地域間、組織間の移動や、複数組織への多重籍化の妨げとなることは理解に容易いであろ

う。（注 10） 

しかし、単に労働者を時間拘束から解放するだけでは、労働市場の自由化には不十分であ

る。なぜなら、現行の労働時間制では、「労働時間」が賃金算定・支払の単位となっているた
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め、所定労働時間を前提としない場合は、これに代わる賃金算定・支払の単位の設定が必要と

なるからである。 

 

2-2. 労働成果の測定問題 

労働時間制には、時間拘束だけでなく、もう 1つ大きな問題が潜在している。それは、労働

時間制の下では、賃金が実際の労働成果と賃金とが連動していないということである。端的に

言えば、労働時間制下では、所定労働時間という名の拘束時間に対して賃金が支払われている

のである。そのため、単に時間拘束を取り払ったところで、何を算定単位として賃金を支払う

べきかという問題が残る。 

例えば、労働者あたりの労働成果（顧客獲得数や販売実績）が物量的に可視化される営業部

などであれば、何らかの形でインセンティブを付加できるかもしれない。しかし、組織では、

このような部門ばかり存在しているわけではない。経理や総務、人事部などに配置されている

労働者は、労働者あたりの労働成果が物量的に可視化されにくい労働に従事している。そし

て、こういった部門に配属された労働者は、労働能率に関わらず、所定労働時間に対して賃金

が支払われているだけである。昨今では、成果主義志向に基づく様々な評価制度が存在する

が、いずれも労働時間制の下、単に時間あたりの賃金を向上させているにすぎず（注 11）、時

間を賃金算定・支払単位として用いているという点で、それは労働成果と連動しているとは言

えないのである。このことは、労働時間制だけでなく、時間賃率の形態をとる全てのものに当

てはまる。 

従って、労働時間制から脱却するためには、労働成果の測定・評価手法の確立と、それと連

動した新たな賃金算定手法の確立の 2つが必要となることが解る。これらの確立こそが、労働

市場の自由化に向けた本質的なアプローチなのである。 

 

2-3. 労働成果と賃金 

ここで労働成果と賃金について一考してみたい。賃金とは、「賃金、給料、手当、給与その他

名称のいかんを問わず、労働の対償として使用者が労働者に支払うすべてのもの（労働基準法

第 11条）」であり、労働の対価として雇用主から労働者に支払われるものであると同時に、労

働者にとっては雇用主から受け取るものである。 

賃金が労働対価であるということは、本来、賃金は労働の内容（量と質）（注 12）に応じた対

価である必要がある（笹島 1995, 24）。従って、賃金は、労働者の労働の結果として生み出され

る「労働成果」と連動していなければならない。しかしながら、労働時間を労働量とみなす認

識観が存在し、現に労働時間に対して賃金が支払われているのである。誤認してはならない点

は、労働時間は、あくまで労働成果の代理指標なのであって、「時間」は「労働成果」と同義で

はないということである。 

次のような見方もできる。「時間」は、「労働成果」に付随して発生するものであるが、「労働

成果」は「時間」に付随して発生するものではない。換言すれば、「労働成果」を生み出すには
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「時間」が必要であるが、「時間」の経過には「労働成果」を必要としないのである。すなわち、

時間経過のみを測定することは労働成果を測定することにはならず、労働成果を測定するため

には、労働成果自体を測定しなければならないのである。 

 

2-4. 必要となる認識転換 

これまでの議論から、労働成果の測定・評価手法の確立と、それと連動した新たな賃金算定

手法の確立するためには、既存の「時間」に対する賃金の支払いという概念から脱却し、「労働

成果」に対する賃金の支払いという概念へと認識転換しなければならないことが明らかとなっ

た。この認識転換において鍵を握るのは、賃金＝コスト（費用）という、いわば雇用主側の観

点である。 

賃金という概念は、これまで労働者側の観点から捉えられてきた経緯がある。賃金は労働対

価であるため、使用者側にとっての「コスト」、労働者側にとっての「生活費」、労働市場にお

ける「労働価格」という複数の性格を持ち合わせている（注 13）が、そもそも賃金を定義づけ

る労働基準法は、労働者保護の観点から制定された労働法の 1つであり、我が国に深く根付く

賃金システムである年功制賃金も、労働者の生活保障賃金体系である「電算型賃金体系」を反

映したもの（笹島 1995, 19-20）である。（注 14） 

年功制の起源は、呉海軍工廠の伍堂卓雄による「職工給与標準制定の要（1922）」（注 15）で

打ち出された生活保障給の思想にあるという（笹島 2011, 42）。生活保障給とは、「賃金は労働

者の生活を維持するためのものであり、したがって必要生活費に対応して支給すべきであると

いう考え方（久本 2010, 186）」に基づき、「社員の生活費に配慮して決める賃金（笹島 1995, 46）」

であり、年齢や家族状況を考慮した賃金形態となっている。これを制度化したものが、年功制

である。笹島（1995）は、長期にわたり、年功賃金が賃金管理の基本となってきた理由につい

て、次のように述べている。第 1に、属人的な要素を基準に人事管理を行うため、賃金管理が

容易であること、第 2に、長期雇用を前提としている年功制賃金は、年齢や勤続年数に合わせ

て賃金が上昇するので平等な制度と思われたこと、第 3に、生活保障賃金であったことから、

労働者の生活安定にそれなりの効果があったことである（笹島 1995, 23）。我が国では、これま

で、職務給の導入や推進、能力主義の台頭による職能給の制度化（職能資格制度）、成果主義の

台頭による年齢給や各種手当の縮小・廃止などが行われてきているが、久本（2010）は、現在

においても日本社会における生活給の思想は強いと指摘している（久本 2010, 186）。このよう

に、賃金という概念の成立と社会的浸透の裏側には、労働者という「人」の存在があったこと

が解る。 

賃金と「人」の概念的表裏一体性は、「時間」に対する賃金の支払いという概念と無関係では

ない。むしろ、賃金概念に潜むこの労働者側の観点こそが、「労働成果」への着眼を阻んでいる

と言えよう。なぜなら「時間」に対する賃金の支払いという概念の背景には、労働時間（経過

時間）を労働量としてみなす認識観と、それに基づいて賃金が支払われる時間賃率の存在があ

り、これにより、賃金は、時間拘束を達成した「人」（労働者）に対して支払うものであるとい
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う暗黙の前提が導かれているからである。そして、この暗黙の前提こそが賃金と「人」の表裏

一体性であり、これによって賃金と「労働成果」への視座が希薄化してしまっているのである。 

労働時間制を始めとする時間賃率は、賃金は「人」に支払うものであるという前提の上に成

り立っている。この前提があるからこそ、その算定・支払単位には「人」の従属する「時間」

が用いられているのである。すなわち、「労働時間」と賃金を結び付けているのは、「人」の存

在であり、現行の労働時間制では、「賃金」「人」「（人の）労働時間」が三位一体となっている

のである。図表 1はこれを図で示したものである。 

しかしながら、既存の「時間」に対する賃金の支払いという概念から脱却するためには、賃

金は「人」ではなく、労働者の生み出す「労働成果」に対して支払うべきものであるという認

識観が必要となる。いわば、「時間」と「人」との従属性からの脱却なのである。賃金の支払い

対象を「人」ではなく、人による「労働成果」であると認識することで、「人」の「労働時間」

に対する賃金の支払いという概念から解放され、賃金算定の単位を「時間」から「労働成果」

へ移すことが可能となるのである。図表 2は、これを前述の図表 1に照らして作成したもので

ある。 

このように、「時間」から「労働成果」に対する賃金の支払いという概念への認識転換には、

「人」からの脱却、すなわち労働者側の観点からの脱却が不可欠となることが解る。そのため

には、従来の労働者側（人）の観点ではない、新たな観点から賃金を観察しなければならない

のである。これを踏まえて、以降では、コストという側面から賃金を改めて観察する。具体的

には、賃金を労働に必要なコストとして広く捉え、労働コストとは何かを再考する。 
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図表 1 「賃金」「人」「（人の）労働時間」の三位一体関係 

 

 

出典：筆者作成。 

 

 

図表 2 労働市場の自由化に必要な「賃金」と「労働成果」の関係 

 

出典：筆者作成。 
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3. 労働コスト概念とその認識変更 

3-1. 既成の労働コスト概念 

労働コストとは何かを再考するに先立って、既成の概念について整理する必要がある。労働

政策研究・研修機構の発行するプロジェクト研究シリーズによると、労働コストは、仕事に従

事する労働者の現金給与額のみを対象とするものではなく（浅尾 2007, 63）、人件費や労働費用

と極めて近似するものとして解釈されている（浅尾 2007, .37, 63）。さらに、内閣府の提示する

経済財政報告書によると、労働コストは「労働者に直接支払う賃金に社会保険料の事業主負担

分を加えたもの」であるとされている（内閣府 2011, 264）。 

 これらはともに公的機関（注 16）が示す労働コスト概念の解釈（定義）であるが、内閣府の

示すそれは労働政策研究・研修機構のそれよりも狭い範囲となっており、労働コストという用

語の使い手によって、その解釈が異なっていることが解る。これは、野村が指摘するように、

「賃金用語の定義や解釈には、社会的含意が存在しておらず、会社関係者や労働関係者、研究

者やエコノミストなどが、賃金用語が錯綜しているという事実そのものを認識していない（野

村 2007, 225-226）」（注 17）ことに依拠していると考えられる。 

 それぞれの公的機関の示す解釈によって、労働コストの範囲が異なっているとしても、共通

する認識観がある。それは、労働コストが、人に係わる費用であると認識されているというこ

とである。実際に、人件費が「役員報酬、給与その他の賃金、退職給付引当金繰入額、退職金、

賞与引当金繰入額、賞与、法定福利費等の、人に係わる費用の総称（片山・井上 2006）」である

とされ、労働費用が「使用者が労働者を雇用することによって生じる一切の費用（企業負担分）

（厚生労働省 2016）」であることからしても、これに誤認はないであろう。 

 

3-2. 既成の労働コスト概念の問題点 

労働コストが人に係わる費用であると解釈されているとするならば、労働コストは労働の対

価として労働者に支払われている賃金や給与、ならびに報酬といった貨幣的価値によって形成

されていると捉えることができる（注 18）。なお、賃金や給与、報酬などの解釈に関する議論

は割愛し、以下では、給与および報酬を包含するものを賃金として取り扱うものとする。 

 賃金の額を算定するにあたっては、法定労働時間や法定休日、時間外及び休日労働、時間外、

休日及び深夜労働の割増賃金など、労働基準法により定められた規則・規程に従う必要がある

（注 19）。さらに、月給、日給、時間給などの支払い形態をとってみても、いずれも所定労働時

間を基に賃金が算出される制度となっている（厚生労働省労働基準局監督課 2018, 46-47）。我

が国の賃金に関する規則・規程は、労働時間制を前提としており、端的に言えば、労働者の時

間拘束に対して賃金が支払われていることが、改めて確認できる。これまで、広く受容されて

きた年功序列型賃金が「年齢や勤続年数の増加とともに増加するような賃金（笹島 1995, 18）」

であることからしても、この解釈に概ね間違いはないであろう。既成の労働コスト概念は、労

働時間制を前提としているのである。 

労働時間制は、時間という客観的かつ普遍的単位で測定されることや、その管理が比較的容
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易であるという利点を持っているが、一方では就業時間内は必ず職場にいなければならないと

いった労働者の物理的な時間拘束を生み出していることは前述のとおりである。労働時間制は、

労働対価を「労働成果」ではなく「（経過）時間」によって測定するため、労働者の時間拘束を

生み出し、労働市場の自由化を阻む要因の一つとなっている。これに対して、既成の労働コス

ト概念は、時間拘束を所与として解釈されているため、これを新たに解釈し直す必要があるこ

とが解る。以降において述べる新たな労働コスト概念の提起は、労働市場の自由化への視座に

なるものと考えられる。 

 

3-3. 既成の労働コスト概念の機軸 

本章の 3-1からも明らかなように、既成の労働コスト概念の機軸は、「人」にある。なぜな

ら、既成の労働コストは、人に対して支払う費用や人に関連して支払う費用を構成要素として

いるからである。既成の労働コスト概念は、あくまで「人」に依拠したものなのである。  

これを裏付ける議論として、石田は、「「ブルーカラー」の場合、労働生産性は一人あたりの

生産物数量で測られるが、「ホワイトカラー」は物理的な生産物がないので同様には測れない

（石田 2003, 144）」（注 20）とし、伊藤は、「生産やセールスなどと違って事務仕事では個人

ごとの成果が測りにくい（伊藤 2007, 231）」としている。他に、久本は、労働給付を成果で測

るという原理は、労働市場の論理からみれば当然であるが、「成果」を個人に完全に跡付ける

ことは容易ではないとし、さらに組織内で実際に働いても生産につながらない仕事も多いと指

摘している（久本 2010, 163-164）。これらの議論は、いずれも「人」と「生産成果」（＝産

出）との関係性について考察するものであり、生産主体を「人」と認識していることが解る。

この認識は、第 1章の 1で提示した労働生産性における議論からも窺える。 

我が国における労働生産性の議論では、一般的に、投入には、労働者数（就業者数）または

総労働時間（就業者数×労働時間）が入力されるため、結果として、「労働者一人あたり」、ま

たは「1時間あたり」の生産性が測定されることは前述のとおりである。分母となる「投入」

に入力されるのが、「人」または人の「労働時間」であることも、生産主体が「人」であると

の認識を肯定するものである。 

上述の議論は実社会を基盤としているが、学問研究に視点を移してみても、同様のことが言

える。我が国の労務管理の研究領域では、人事管理とあわさって、もっぱら人を対象・基準と

する管理方法を用いてきた。1980年代以降、労務管理は人的資源管理という名に取って代わ

り、人を単なる労働力とする視点から、無限の可能性を秘めた資源とし、労働力への投資（教

育など）に注力するという観点にシフトした。だが、ここでも管理の対象は人のままなのであ

る。「ホワイトカラー労働には物理的なアウトプットがなく、したがって、生産性の測定が困

難であるという理屈から、生産性問題の直接的な対策立案は回避され、むしろ間接的に個々人

の「やる気」を刺激するという観点から報酬体系の改革が議論の基調となっている（石田 

2003, 111）」ことも、またこれを裏付けている。 
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3-4. 新たな労働コスト概念の機軸 

人に何かしらの刺激を与え、生産性を向上させる試みは重要であるとの議論に異論はない。

しかし、実際に生産物を生産しているのは、果たして「人」であろうか。例えば、組織におい

て、何らかの遂行すべき業務があるとすれば、それを敢行するのは人である。だが、人がそこ

に存在するだけで、生産物（労働成果）は生まれるのだろうか。ただ人が存在するだけでは、

生産物（労働成果）は生まれないであろう。人が生産活動を行うからこそ、生産物（労働成果）

が生まれるのである。先ほどの生産主体を「人」とする認識観には、この「生産活動」という

観点が欠落しているのである。生産物（労働成果）の直接的な生産主体は、「人」ではなく、人

による「活動」（注 21）なのである。図表 3は、これを端的に示したものである。 

 既成の労働コスト概念では、生産主体を「人」と捉えているため、「組織は、人に、コストを

費やし、生産物（労働成果）を生産させる」という解釈を想起させている。いわば、労働コス

ト＝「人（労働力）の雇用・維持に必要となる費用」という解釈である。一方、生産物（労働

成果）の直接的な生産主体は、「人」ではなく、人による「活動」であることは前述のとおりで

ある。生産主体を「人」とする認識観が、既存の労働コストの解釈を導いているならば、生産

主体を「活動」と認識し直すことによって、労働コストを新たに解釈することが可能となると

考えられる。すなわち、労働コスト＝「活動に必要な費用」という解釈である。 

現に、実際に労働者が生産活動を行えば、人に係わる費用だけではなく、光熱水費、設備や

建物の維持・管理費、備品や消耗品費など、多くのコストが発生するはずである。生産活動に

おいて必要となるこれらの費用を労働コストに含むためには、生産主体を「人」から「活動」

へと認識転換し、労働コスト概念の機軸を「人」から、「活動」へと変更する必要がある。こう

して生まれるのが、より包括的なコスト認識を可能とする新たな労働コスト概念であり、これ

はその機軸に「活動」を据えることによって初めて提起されるのである。これをまとめたもの

が図表 4と 5である。 
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図 3 生産主体における認識観 

 

出典：筆者作成。 

 

 

図表 4 既存の労働コストの認識観 

 

 

出典：筆者作成。 
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図表 5 新たな労働コストの認識観 

 

 

出典：筆者作成。 

 

3-5. 労働コストの測定における視座  

生産主体を活動と捉え、労働コスト概念の機軸を人から活動へと変更することで、より包括

的なコスト認識が可能となることは前述のとおりである。組織においてコストを発生させてい

るのは、「人」ではなく「活動」なのである。 

活動が遂行されると、必然的に原価が発生する。例えば、100～200人規模のホワイトカラー

の労働環境を前提とした場合、そこで遂行される活動によって発生するコストには、次のよう

なものが想定できる（注 22）。建物や設備に係わる減価償却費、机や椅子、パソコン、プリンタ

ーといった備品費、加えて、文房具、名刺、書籍などに係わる消耗品費のほか、電気、ガス、

水道、電話、インターネットといったインフラに係わる光熱水費や通信費、そして活動を遂行

する「人」に係わる費用である人件費（注 23）である。労働コストが「活動に必要な費用」で

あるならば、これらのうちの活動の遂行に必要となる費用が、労働コストを構成していること

が解る。これをイメージ化したものが図表 6である。ここで示した費用要素は一例である。 

労働コストが、活動に必要な費用要素で構成されている（注 24）ということは、見方を変

えれば、活動が、労働コスト（活動に必要となる費用）を消費していると捉えることができ

る。活動が労働コストという「経営資源を消費している（Glad and Becker 1996, 20; Jean and 

Morrow 1989, 42）」という観点に立てば、労働コストは、活動原価（注 25）によって構成され

ているという認識が可能になる。すなわち、労働コストは、「活動」を機軸とすることによ

り、活動原価という新たな測定の視座を持ち得るのである。（注 26） 

ここで議論を整理しておきたい。既存の労働コストは、「人」を機軸に置き、人の労働時間に

対してコスト（賃金）を支払うという認識の下、「人に係わる費用」であると解釈されている。
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これに対して、新たな労働コストは、「活動」に機軸を置くことで、これを、活動の遂行によっ

て発生する「活動に必要な費用」であると解釈するものである。「活動」を機軸とした労働コス

ト概念では、より包括的なコスト認識が可能となることから、賃金も活動に消費される経営資

源（＝労働コスト）の一部であると認識する。賃金が活動に消費されるということは、いわば、

活動に賃金を支払っていることと同義である。すなわち、新たな労働コスト概念では、「活動」

に対して賃金を支払うという認識が導かれるのである。 

この「活動」に対する賃金の支払いという概念は、賃金の「コスト」という側面への着眼、

「人」から「活動」への生産主体の認識転換、そして「活動が経営資源を消費する」という活

動原価の観点により初めて導き出されるものである。これはまさしく、既存の「時間」に対す

る賃金の支払いという概念からの脱却であり、賃金を活動原価によって算定するという視座が、

労働成果の測定・評価手法の確立と、それと連動した新たな賃金算定手法の確立への大きな足

掛かりとなることが、ここに示されるのである。 

 

図表 6 労働コストの構成イメージ 

 

出典：筆者作成。 

 

4. 活動という概念 

4-1. 組織における活動概念 

活動原価による賃金の算定を考察するには、活動という概念の適切な解釈が不可欠となる。

そこでまず、活動概念について取り上げる。これには、Barnard（1938）の議論が参考になる。 

Barnard（1938）によると、組織とは、「人間の活動で構成される 1つの体系（Barnard 1938, 77; 

山本・田杉・飯野訳 1968, 80）」であり、「2人以上の人々の意図的に調整された活動や諸力の

体系（渡辺・角野・伊藤 2003, 18）」であると定義されている。また、組織の成立には、「共通
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目的（common purpose）」、「協働意欲（willingness to corporate）」、「コミュニケーション

（communication）」という 3つの要素が不可欠であり（渡辺・角野・伊藤  2003, 19）、まず基

盤となる「共通目的」が存在し、「コミュニケーション」を通してこれが伝達・理解され、「協

働意欲」が提供されることで、結果として諸処の活動が 1つのシステムとして機能するとされ

ている（河辺  2011, 59）。 

これにより、次の解釈を導くことができる。第 1に、組織の中には必ず「活動」が存在する

ということ、第 2に、その「活動」は、Barnardがいう「共通目的」と「協働意欲」によって生

起し遂行されるということ、である。つまり、組織は、そこに帰属する複数の人間が、「共通目

的」及び「協働意欲」に基づいて、相互に連関している活動を実際に遂行することで、初めて

成立すると言える。ここで重要な点は、組織における諸種の活動は、自由意志に基づいた個人

的行為ではなく、組織の目的達成に適合した行為のみを指すということである（河辺 2011, 53）。

組織が組織であるためには、「共通目的」と「協働意欲」を保有している必要があり、これに適

合しない活動は、組織における活動からは不必要なものとして除外されるのである。 

以上を踏まえて考えると、組織における活動とは、「組織の目的に適合した個々の人間による働

き」であると捉えることができる。 

 

4-2. 活動原価に基づく活動概念 

 組織における活動が「組織の目的に適合した個々の人間による働き」であるならば、これを

満たす限り、活動という概念は、柔軟的かつ抽象的にならざるを得ない。従って、活動概念は、

組織の目的や形態によって、多様な解釈を許容するものであると言える。しかしながら、活動

原価に基づく活動概念においては、ある種の内向的指向性を持った概念解釈が必要となる。な

ぜなら、活動原価における「活動」は、原価として財務数値を有し、測定・評価の対象、つま

り管理の対象となるからである。活動原価に基づく活動概念に対しては、活動の管理を前提と

した解釈が不可欠なのである。活動原価に基づく活動概念の解釈については様々な議論が存在

するが、手掛かりになるものとしてBrimison（1991）と Cooper and Kaplan（1991）、Turney（1992）

のそれがある。 

まず、Brimson（1991）は、活動概念を理解するにあたり、活動を「機能（function）」、「ビジ

ネスプロセス（business process）」、「活動（Activity）」、「タスク(task)」、「オペレーション（operation）」

の 5つに分類し、次のように説明している。機能は、共通目的をもつ活動の集合体であり、ビ

ジネスプロセスは、関連する活動あるいは独立した活動のネットワークである。そして、タス

クは、活動を構成する個々の作業やオペレーションの結合体であり、オペレーションは、プラ

ンニングやコントロールのための最も小さい作業単位、である（Brimson 1991, 48）。Brimson（1991）

は、組織における活動の集約化と細分化を行い、階層構造を明らかにしたと言える。 

 次に、Brimson（1991）と時を同じくした Cooper and Kaplan（1991）は、製造過程における活

動に特化した上で、製造活動を「施設維持活動（fucility-sustaining activity）」、「製品支援活動

（product-sustaining activity）」、「バッチレベル活動（batch-level activity）」、「単位レベル活動（unit-
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level activity）」の 4 つに分類し、対応する工場経費との関係から活動概念の解釈を試みている

（Cooper and Kaplan 1991, 130-135）が、これも Brimson（1991）と同様、活動の階層分類を行っ

たものであると言える。 

これに対し、Turney（1992）は、活動同士の関係性に着眼し、解釈を試みたと言える。Turney

（1992）は、活動の相互間連動における重要性を強調し、個別完結的な活動は非能率を発生さ

せる原因となるため、活動は並行連鎖型で行われるべきであり、これにより活動の重複や反復

がなく最も能率的に目的を達成できると指摘している（Turney 1992, 23）。Turney（1992）は、

活動の相互連関性を指摘したのである。 

上記の議論はいずれも、異なる観点から活動を捉えている。Brimson（1991）や Cooper and 

Kaplan（1991）は垂直的に、そして Turney（1992）は水平的に組織における活動を解釈したと

言えるであろう。しかし、いずれの議論においても、活動が管理の対象となっているという点

を除いて、活動概念の画一的な解釈が存在していないことが解る。活動概念の解釈が容易では

ない理由は、活動が「柔軟的解釈を成し得る客体（吉田 2005, 57）」であり、「動的な多義的指

向性（吉田 2005, 53）」を有していることに依拠していると解して間違いないであろう。以上を

まとめると、活動原価に基づく活動概念とは、①組織の目的に適合し、②遂行主体を人とし、

③原価という財務数値を付与され、管理（測定・評価）の対象となる客体であることが解る。

櫻井（1995）は、これを「ある機能の目的を遂行するのに必要とされる行為（櫻井 1995, 126）」

であると表現している。 

 

5. 活動原価による賃金算定に向けて 

 これまでの議論を整理すると、次のとおりである。労働力人口減少問題には、労働市場を自

由化し、雇用流動化や組織への多重籍化を解禁する必要があるが、これを直接阻害する要因と

して、現行の労働時間制による時間拘束がある。時間拘束からの解放には、（経過）時間に代わ

る新たな賃金算定・支払の単位の設定が必要となるほか、労働時間制を始めとする時間賃率は、

労働成果と賃金が連動したものではないため、労働市場の自由化には、労働成果の測定・評価

手法と、それと連動した新たな賃金算定手法の確立が必要となることが解る。端的に言えば、

「労働成果の測定・評価と賃金への反映」である。 

 この実現には、まず、賃金は「人」ではなく、「労働成果」に対して支払うものであるとの認

識が不可欠となる。そのため、賃金の「コスト」としての側面に着眼し、生産物（労働成果）

の生産主体を「人」ではなく、「（人による）活動」であると捉え直すことで、労働コスト概念

の機軸を「人」から「活動」へと変更した。「活動」を労働コスト概念の機軸とすることで、よ

り包括的なコスト認識、活動原価による算定という視座、さらには「活動」に対して賃金を支

払うという概念を導き出すことができた。 

重要な点は、労働コストの一部である賃金が、（経過）時間ではなく、活動原価という新たな

算定指標を得たこと、そして、「人」ではなく「活動」に対して支払われるという認識転換を果

たしたことである。いわば、「活動」を機軸とした労働コスト概念は、「活動原価会計の手法に
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よって賃金を算定すること」、「遂行した「活動」に対して賃金が支払われること」という観点

の起点となったのである。しかし、如何にしてこれらの観点を労働成果の測定・評価と結合す

るのかという問題が残る。そこで、以下では労働成果について取り上げる。 

労働成果は「労働の成果」であるため、その意味する範囲は広く、組織における活動概念と

同様、抽象的かつ柔軟的解釈を必然とするが、「労働を行った結果生み出されるもの」であるこ

とに違いはない。そこで、本稿では、労働成果を生産物である製品やサービスではなく、労働

者によるアウトプットであると広義に捉え、「労働者によって完遂された活動」（注 27）である

と解釈すれば、労働成果を「活動」として認識することが可能となると考えられる。むろん、

労働成果は「労働の質と量（笹島 1995, 24; 久本 2010, 162）」を含むものであることから、「労

働者によって完遂された活動」の質と量についての考察は必要であるが、これについての議論

は 4章にて行い、ここでは割愛する。 

労働成果を「完遂された活動」と定義するならば、組織の目的に適合し、人によって遂行さ

れた労働成果（活動）は、原価という財務数値を付与され、管理（測定・評価）の対象となる。

そして、経営資源を賃金と設定し、適切な配賦尺度を用いて、労働成果である活動にこれを配

賦すれば、活動毎に賃金が割り当てられ、活動毎の賃金の設定が可能となる。活動毎に賃金の

設定がなされるということは、労働成果（遂行した活動）に対して賃金が支払われるというこ

とである。すなわち、労働成果を完遂された活動と認識することで、活動原価会計の手法によ

って、「労働成果の測定・評価と賃金への反映」が可能になるのである。 

活動原価を賃金算定の指標とするという観点は、新たな賃金制度への概念フレームを与えて

くれる。それは、「時間と人」から「活動と労働成果」への新規的な連動性への移行である。本

稿では、この新たな賃金制度への概念フレームを「職性給」と称し、制度構築に向けて考察を

展開するものとする。 

 

 

 

注 釈 

注 1 首相官邸HP「働き方改革の実現」参照。 

https://www.kantei.go.jp/jp/headline/ichiokusoukatsuyaku/hatarakikata.html 

2020年 6月 28日閲覧。 

注 2 厚生労働省HP「「働き方改革」の実現に向けて」参照。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000148322.html  

2020年 6月 28日閲覧。 

具体的には、「長時間労働の是正」、「雇用形態に関わらない公正な待遇の確保」、「柔軟な

働き方がしやすい環境整備（テレワーク・副業や兼業など）」、「ダイバーシティの推進」、

「賃金引上げ・労働生産性向上」、「再就職支援、人材育成」、「ハラスメント防止対策」な

どがある。 
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注 3 清家（2013）によると、20世紀初頭の日本の企業では従業員定着率が低く、離職率が高 

かったという。いわば雇用流動的な状態である。しかし重化学工業化に伴い、高度な技術・ 

技能をもつ労働者の養成が必要となり、従業員の企業定着率を向上させるのに有効とされ

た制度が、定年まで働いたなら多額の退職金を支払う定年退職制度（長期雇用）と、長く

勤めれば勤めるほど得になる年功制賃金である（清家 2013 , 132-138）。長期雇用や年功制

賃金は、いわば労働市場の硬直化のための制度なのである。 

注 4 硬直した労働市場とは、単一組織で労働者を雇用し、労働能率に関わらず、所定労働時 

間内は労働者を職場に拘束していることにより、労働の自由な売買が不可能な状態。 

注 5 労働力が産業間、地域間、組織間を移動すること。 

注 6 労働者が複数の組織と雇用契約を持つこと。 

注 7 我が国では労働時間法制の下、所定労働時間を所与として賃金が支払われている。 

注 8 時間賃率の形態としては、所定労働時間を前提とする月給制のほか、パート・タイマー 

やアルバイト労働によく用いられる時給制、日雇い労働に用いられる日給制などがある。 

注 9 法定労働時間は一日 8時間、週 40時間である。 

注 10 労働時間に上限を設ける法定労働時間が問題なのではなく、労働時間制によって発生す 

る「時間拘束」が問題であることに留意する必要がある。 

注 11 久本（2010）は、我が国における成果主義への流れは、労働給付を成果で測るという 

測定原理への部分的回帰であったに過ぎず、現代社会において、労働給付の測定の基準は

多くの場合、労働時間によってなされており、「労働給付の単価」に労働時間を掛け合わせ

ることによって、賃金を決定しているとしている（久本 2010 , 163-164）。 

注 12 賃金が、労働の質と量に対して支払われるという点については、久本（2010）も「具体 

的な賃金額は、労働給付の質と量に対して支払われる（久本 2010 , 162）」としている。 

注 13 笹島（1995）は、賃金には「企業活動の費用」、「社員の生活費」、「労働の価格（労 

働市場での価格）」という 3つの性格があるという（笹島 1995 , 16-17）。 

注 14 むろん、年功制賃金が、経済界の需要とも相まって社会的に定着したことは前述のとお 

りである。 

注 15 「職工給与標準制定の要（1922）」で重要な点は、「従来、賃金は労働需給や能力により 

定まり、労働者の生活費は省みられていない」とされていたものが、「生活費の上昇により、 

家族扶養に必要な賃金が実現できていないことから、賃金は年齢と共に増加する方式とし

た方がよい」と認識転換されたことである。 

注 16 労働政策研究・研修機構は独立行政法人であるが、本引用箇所は厚生労働省の委託プロ 

ジェクトの研究結果であるため、公的機関として位置付けている。 

注 17 本稿では、賃金という用語の解釈が錯綜していると記載しているが、野村（2007）は賃 

金用語全般において、統一的解釈が存在していないことを指摘している。 

注18 「一般に現金給与が総労働費用に占める割合は7～8割程度であるといわれているので、 

労働コストの総額は現金給与額の 3分の 4程度と考えられる（浅尾 2007 , 63）」と記載さ 
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れていることから、労働コストは賃金などの貨幣的労働対価により構成されるものと認識 

できる。 

注 19 労働基準法第 32条、第 34条、第 35条、第 36条、第 37条、第 38条などを参照。 

注 20 石田は本稿に提示している引用を一般論として用いているが、その論法は専ら物理的な 

単位での測定可能性の有無を論じているのであって、他の測定方法の可能性は暗に存在し

ないことが前提とされていることを指摘し、同調しない立場をとっている。 

注 21 ここでいう活動とは、労働と同義であるが、漠然的・抽象的な概念である労働よりも、 

細分化・特定化された概念として用いている。 

注 22 発生するコストは組織の規模や事業内容によって異なる。 

注 23 前述のとおり、人件費とは「役員報酬、給与その他の賃金、退職給付引当金繰入額、退 

職金、賞与引当金繰入額、賞与、法定福利費等の、人に係わる費用の総称（片山・井上 2006）」

である。従って、ここでは賃金よりも広い概念として用いている。 

注 24 組織においては様々な活動が行われているため、費用要素は活動毎に認識する必要があ 

る。 

注 25 活動原価とは、端的に言えば、活動原価会計の手法によって算出される活動あたり原価 

のことである。 

注 26 活動原価（Activity Cost）とは、活動原価会計（Activity Cost Accounting）の手法を用い 

て算出される活動（Activity）あたり原価（Cost）のことである。ここでいう活動原価会 

計は、Staubus（1988）の提唱した活動会計（Activity Costing）やCooper and Kaplan 

（1987）によるABC（Activity-Based Costing）などを広く含むものである。 

活動原価会計は、原価管理手法の一つであるが、なかでも、理論的発展を遂げたものと 

して Cooper and Kaplan（1987）による活動基準原価計算（以下、ABC（Activity-Based 

Costing）という）がある。ABCとは、端的に言えば、「製品、サービス、顧客と言った原

価計算対象に原価を正確に割り当てる方法（Cokins 1996 , 40）」のことである。ABCは、

従来の原価計算の方法では、製品原価情報が歪められ、誤った意思決定を招く危険がある

との指摘が提唱の原点となっており（Schweizer , Hettich and Kupper 1975; 溝口・坂口訳 

1978 , 3; Miller and Villmann 1985 , 143; Johnson and Kaplan  1987 , 186-187; 鳥居訳 1992 , 

172-173）、製品原価情報の精緻化を目的として提唱された背景を持つ。従来の原価計算手

続きでは、部門・工程等による組織区分をコストセンターと認識し、直接作業時間や機械

時間といった原価計算対象と相関性のない配賦尺度を用いて間接費を製品原価へ配賦して

いたため、製品原価情報が崩壊していたとされている（Johnson and Kaplan 1987 , 184; 鳥

居訳 1992 , 170）。 

ABCの配賦構造は、従来の原価計算手続きと同じく、2段階方式となっているが（Cooper  

1988b, 41）、従来の原価計算手続きから大きく異なる点として、組織における実態的な活動

を軸とした活動区分をコストプールとして認識し、第 2配賦段階において、原価計算対象

と相関性の強い配賦尺度を用いて計算手続きを行うことが挙げられる（Cooper et al. 1992 , 



23 

 

11）。そして、これを支えているのが、「製品等の原価対象が活動を消費し、その活動が経

営資源を消費する（Glad and Becker 1996 , 20; Jean and Morrow 1989 , 42）」というABC特有

の基本理念である。換言すれば、ABCは、この理念を前提として、経営資源と原価対象の

間に活動を据え、消費相関性の維持を目指すものであると言える。そして、この消費相関

性の維持に重要となるのが、各機構における消費実態を反映した配賦尺度の採用であるこ

とは、もはや言うまでもないであろう。このように、ABCは、経営資源と原価計算対象の

配賦相関性の維持により、製品原価の精緻化を目指すものであるが、これを可能とせしめ

ているのは、「活動」への着眼なのである。 

ABCの提唱当初は、原価情報の精緻化が目的とされていたが、その後、原価低減のツー 

ルとしての活動基準管理（ABM（Activity-based Management））や予算管理ツールである活

動基準予算管理（ABB（Activity-based Budgeting）として発展し、これによって今や、ABC

は経営管理ツール（狭義では、原価管理ツール）として認知されるに至っている（櫻井 2004 , 

24）ことを付言しておく。 

注 27 ここでいう完遂とは、活動と設定された作業群をミスなく遂行した状態を指す。 
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第 2章 職性給という概念 

1. 活動原価を賃金算定に用いる有意性 

 本章では、活動原価会計の手法によって、労働成果の測定・評価と賃金への反映を目指す賃

金制度の概念フレームを「職性給」と称し、これにおける賃金の算定について考察する。職性

給は、活動原価会計手法によって賃金を算定する点に大きな特徴をもつが、考察に入る前に、

活動原価を賃金算定に用いる有意性について、今一度、明確にしておく必要がある。 

 活動原価会計とは、端的に言えば、活動原価を機軸とした原価管理手法のことである。活動

原価の測定・評価にあたって、間接費の配賦を如何に精緻化し管理していくのかについての議

論は、これまで盛んに行われてきているが（Johnson and Kaplan 1987; Miller and Vollmann 1985; 

Staubus 1988）、その議論を大きく発展させたものにABCがある。ABCは、「製品等の原価対象

が活動を消費し、その活動が経営資源を消費する（Glad and Becker 1996, 20; Jean and Morrow 1989, 

42）」という観点に立ち、活動に基づいて配賦の構造を構築しようとしている点に大きな特徴を

もつ（Cooper 1989, 34-35）。（注 1） 

 ABCの配賦構造は、「経営資源から活動へ」、そして「活動から製品等の原価対象へ」という

2つの配賦の段階（Cooper 1988b, 41）を有しており、一見、従来の原価計算手続きと変わらな

いように見える。しかし、ABC は、「経営資源から活動へ」の配賦段階において、活動を機軸

としたコストプールを有している点、「活動から製品等の原価対象へ」の配賦段階において、原

価計算対象との相関性の強い配賦尺度を用いて計算手続きを行う点（Cooper et al. 1992, 11）に

おいて、従来の計算手続きとは大きく異なっている。すなわち、ABCの配賦構造の特徴は、活

動を機軸としている点、そして配賦相関性を重視している点に集約することができる。ABCは、

活動を機軸とする配賦構造によって、経営資源から原価計算対象までの配賦相関性を維持しよ

うとするものなのである。本稿では、Ruffish and Turny（1991, 57, 61）の観点（注 2）を準用し、

第 1.配賦段階である「経営資源から活動へ」の配賦機構を「資源ドライバー(resource driver)」、

第 2配賦段階である「活動から製品等の原価対象へ」を「活動ドライバー（activity driver）」と

称することとする。図表 1はこれを示したものである。 

職性給は、活動原価会計の手法により賃金算定を行うものであるが、いわば、ABCの配賦構

造の特徴を利用して賃金を算定するものである。具体的には、職性給では、ABCにおける「経

営資源から活動へ」という配賦段階、すなわち資源ドライバーにおいて、経営資源を「人件費

予算」（注 3）と設定し、これを「活動」に配賦するという手続きをとる。ここで適切な配賦尺

度を選択することができれば、活動には適切な原価が割り当てられ、活動毎の賃金の設定、つ

まり労働成果毎の賃金の設定が可能となると考えられる。従って、賃金算定に活動原価会計を

用いる有意性は、その配賦構造により、活動毎に適切に賃金を設定できる点にあると言える。 
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図表 1 ABCにおける配賦モデル 

 

 

出典：小川 2020a, 21.（筆者により改変。） 

 

2. 職性給という概念 

活動原価を賃金算定に用いる有意性は前述の通りであるが、ここで、職性給という概念フレ

ームについても明確にしておく必要がある。職性給とは、端的に言えば、人が遂行した「活動」

（労働成果）に応じて賃金が支払われる制度（注 4）である。「活動」とは、管理目的に従って、

意図的にグループ化した作業群のことであり、これは、組織内で継続的に発生する様々な作業

を抽出し、それらを階層や機能、目的別などに照らしてグルーピングしたものであるとも言い

換えられる。ここでいう「活動」が、一般的な表層的認識における意味のそれとは異なること

は、前述のとおりである。 

労働者が遂行した活動に応じて賃金が支払われるためには、活動毎に賃金が設定されなけれ

ばならない。これを具現化させる手段として、職性給では、活動原価会計の手法を用いて賃金

を算定する。換言すれば、職性給は、活動原価よって算定される賃金制度であると言える。 

 職性給で用いる活動原価の測定・評価には、いくつかの特徴が挙げられる。第 1に、資源ド

ライバー（resource driver）への着目である。これは、活動原価が「経営資源から活動へ」の配

賦の段階で測定・評価されることに依拠している。第 2に、経営資源に人件費予算を用いて活

動原価予算を算定することである。これは、従前の活動原価会計の議論にあった、消費資源原

価の活動への事後的割当てではないことを示している。第 3に、活動原価が「賃金の算定」と

いう新たな目的観を有していることである。これはすなわち、活動に配賦された人件費予算額

が、その活動を遂行した労働者の賃金と同額となる（注 5）ということであり、ここに職性給

の大きな特徴がある。図表 2は、これをまとめたものである。図表 1と比較すると、職性給の

配賦モデルの特徴が明白となろう。 

このように、職性給は、資源ドライバーに着目し、経営資源を人件費予算と設定することで、

活動に配賦された人件費予算が労働者の賃金と同額となり、結果的に労働者が遂行した活動に

応じて賃金が支払われることを達成するものである。換言すれば、活動に財務数値を付与する

ことで、労働者の労働成果（活動）を管理し、それと賃金を直結するのである。 
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図表 2 職性給における配賦モデル 

 

 

出典：小川 2020a, 21.（筆者により改変。） 

 

3. 職性給における賃金算定 

3-1. 既存の活動原価の配賦様態 

3-1-1. 配賦機構 

 職性給では、資源ドライバーに着目し、経営資源を人件費予算と設定することで、活動に配

賦された人件費予算が労働者の賃金と同額となることは前述のとおりである。この実現には、

資源ドライバーにおける配賦相関性の維持が、最重要課題となる。そして、配賦相関性の維持

は、経営資源である「人件費予算」を「活動」へ配賦する適切な尺度の選択に依拠していると

言っても過言ではない。これを検討するにあたり、まずは、これまでのABCの配賦様態を整

理する。 

ABCが、活動を機軸とする配賦構造によって、経営資源から原価計算対象までの配賦相関

性を維持しようとするものであることは既に述べたとおりである。ABCは資源ドライバーと

活動ドライバーという 2つの配賦機構を有しており、製品等原価の精緻化には、これらの機構

における一貫した配賦相関性が必要となる。換言すれば、資源ドライバーと活動ドライバーに

おいて、それぞれ認識される配賦原価の信憑性が、これらの配賦の相関性に依拠しているとい

うことである。しかしながら、ABCでは資源ドライバーよりも、活動ドライバーに重点を置

いた議論が展開されてきており（Cooper and Kaplan 1998, 83-98; 櫻井訳 1998, 107-122）、ABC

からさらに理論的発展を遂げたABM（注 6）の議論もまた、これに準じたものとなってい

る。この理由の 1つとして、ABCが製品原価計算技法として勘案されたことが挙げられる。 

Johnson and Kaplan（1987）は、従来の原価計算手続きでは、第 1段階における間接費のコス

ト・センター（原価中心点）への配賦の是非に関わらず、配賦手続きの第 2段階において、直

接作業時間もしくは直接労務費といった製品等の原価対象と相関性のない配賦基準に基づいて

原価が配賦されていることを指摘し、これにより原価情報が崩壊していると強調している

（Johnson and Kaplan 1987, 184; 鳥居訳 1992, 170）。ABCはこのような課題背景に基づき提唱さ

れたため、配賦手続きの第 2段階、つまり、活動ドライバーを議論の焦点としていると考えら

れる。なお、ABM は、ABC の配賦構造を継承するなかで、活動原価の管理を指向するもので

あるが、ここでも、それを準用するあまり、資源ドライバーについての議論が高まらなかった

と考えられる。 

経営資源から製品等の原価対象までの配賦を精緻化するには、活動原価の測定・評価が要と
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なる。ABC・ABMの配賦手続きにおける議論の焦点が、活動を機軸とした上で、如何に相関性

のある配賦を可能とするかに充てられている（Cooper and Kaplan 1988, 21; Cooper 1991, 157-164）

ことも、これを肯定するものである。それにも関わらず、本来、活動原価の信憑性を確保する

ために必要な資源ドライバーにおける議論は、十分に尽くされてこなかったのである。 

 このように、これまでのABCの配賦様態における議論は、活動ドライバーに傾注している

ことが解る。しかし、配賦尺度が、経営資源とそれを消費する活動、そして活動を消費する製

品等の関係における相関性を追求するものであるならば（吉田 2005, 94）、活動ドライバーで

用いられている配賦尺度を参照することは、資源ドライバーで用いる配賦尺度を考察するにあ

たり、有益であると考えられる。従って、以降では、既存の配賦尺度について取り上げる。 

 

3-1-2. 配賦尺度 

既存の配賦尺度には、数多くの選択肢が存在する。これを全て取り上げることは不可能であ

るため、以下に、Cooper and Kaplan（1998）や Bellis-Jones and Develin（1992）、Hick（1992）、

Lewis（1995）によって提示された配賦尺度を例示する。 

まず、Cooper and Kaplan（1998）によれば、活動ドライバーにおける原価作用因には「取引

作用因（transaction drivers）」、「時間作用因（duration drivers）」、「強度作用因（intensity 

drivers）」の 3つがあるという（注 7）。このうち、「強度作用因」は、活動の消費態様において

特殊性がある場合に、消費資源原価を直課ならびに賦課するものであることから、実際の尺度

は「取引作用因」と「時間作用因」の 2つであると解釈することが妥当であろう。 

「取引作用因」（注 8）に帰属する尺度としては、段取り回数や注文回数、受け取り回数とい

った作業の頻度（Cooper and Kaplan 1998, 95-97; 櫻井訳 1998, 120）が挙げられており、「時間作

用因」には、作業時間や段取り時間など、活動遂行にかかった時間（Cooper and Kaplan 1998, 95-

97; 櫻井訳 1998, 120）が挙げられている。（注 9）（注 10） 

 次に、Bellis-Jones and Develin（1992）は、原価作用因には「製造量に比して増加する作用因

（Volume drivers）」ならびに、「導入に関する作用因（Introduction drivers）」、「品揃えに関する作

用因（Assortment drivers）」、「品質に関する作用因（Quality drivers）」があるという。なお、それ

ぞれに帰属する配賦尺度として、「製造量に比して増加する作用因」には、材料、機械時間、生

産部品、「導入に関する作用因」には新製品数や試作品数、「品揃えに関する作用因」には顧客

数や卸業者数、「品質に関する作用因」には苦情件数や性能改良数などを挙げている（Bellis-Jones 

and Develin 1992, 15-18）。 

また、Hick（1992）は、原価作用因とは異なる機能的観点に基づき、配賦尺度を労働グルー

プ、稼働時間グループ、スループット・グループ、空間グループ、さらには活動の需要量数値

などに分類し、労働グループには作業時間や人員数、稼働時間グループには機械時間、スルー

プット・グループには個数やガロン、トン数、空間グループには面積など、そして活動の需要

量数値には実際の消費需要量などが含まれるとしている（Hicks 1992, 37-39）。 

さらに、Lewis（1995）は、Hick（1992）と同様に配賦尺度を原価作用因とは異なる観点から
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捉え、職種領域で区分している。具体的には、職種領域を製造業、小売業、サービス業（点検・

修理などのアフターサービス）に区分し、製造業においては、労働時間や機械時間、運搬回数、

移動距離、小売業においては、購買品数、返品数、従業員離職数、そして、サービス業におい

ては、注文回数、苦情件数、正規・非正規雇用者数などを挙げている(Lewis 1995, 130)。 

 上記を俯瞰すると、Cooper and Kaplan（1998）やBellis-Jones and Develin（1992）、Hick（1992）、

Lewis（1995）の議論はそれぞれ観点が異なるものであるが、類別に基づいて配賦尺度を導出し

ようとしている点で共通し、その尺度はいずれも、時間、人数、使用量、面積、回数、個数、

件数といった、定量的で測定可能な物量数値となっていることが解る。 

 

3-1-3. 既存の配賦尺度の問題点 

上記から示されるように、定量的で測定可能な物量数値であれば、配賦尺度として選択する

ことは可能であることが解る。しかし、実際に配賦尺度と足り得るものは、「消費実態を端的

に表わす尺度（吉田 2005, 97）」かつ「測定対象に共通する単位（NAA1963, 23; 染谷・新井・

藤田訳 1966, 43）」に限定される。上記の配賦尺度は、概ね Cooper and Kaplan（1998）によっ

て提示された「取引作用因」と「時間作用因」に集約されることから、人件費予算から活動へ

の適切な配賦尺度を検討するにあたり、以下では、これらに帰属する配賦尺度の課題を考察す

る。 

 まず、「取引作用因」でいう取引の頻度（回数）を配賦の尺度とするためには、測定対象と

なる活動が同質である必要がある。ここでいう質とは、「物の実体。内容（山田・吉田 

1981）」のことであり、活動内容と言い換えられる。つまり、同質とは、「同じ活動内容」のこ

とであり、これを用いる場合は、取引の頻度（回数）以外の条件が等しい状態である必要があ

ることになる。しかし、活動が常にこの条件を満たすことは想定し難いことから、これらによ

る測定結果は最も正確性に欠けるとされている（Cooper and Kaplan 1998, 96; 櫻井訳 1998, 

120）。 

次に、「時間作用因」で用いられる「時間」という尺度であるが、「時間」がいかなる活動遂

行にも認められる共通の普遍的単位であることに間違いはない。これはNAA（1963, 23; 染

谷・新井・藤田訳 1966, 43）による、測定対象に共通する単位が測定における有効な尺度にな

るという見解からも明らかである（注 11）。時間がいかなる活動にも共通する普遍的単位であ

るということは、取引作用因のように同じ活動内容であることを前提とせずとも、尺度として

利用できるということである。しかし、これは消費実態を示す尺度であることと同義ではな

い。なぜなら、「時間」は単なる経過時間に過ぎないからである。 

例えば、Cooper and Kaplan（1998）は「単純な製品の段取りにはわずか 10～15分しかかか

らないのに対して、複雑で精巧な製品の段取りには 6時間かかるような場合（Cooper and 

Kaplan 1998, 96; 櫻井訳 1998, 120）」に、「時間作用因」を用いるべきであるという。このよう

な解釈は、あたかも「時間」が活動の複雑性を反映するものであるとする暗黙知が是認されて

いることによる。しかし、これは誤謬であり、活動の遂行に要する時間と活動の複雑性は必ず
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しも相関比例するものではないことを認識する必要がある。なぜなら、より複雑な活動がより

短時間で遂行されることもあり得るからである。 

本来、「時間作用因」による測定・評価の結果が正確なものとなるには、「取引作用因」と同

様、活動が同質であり、経過時間以外の条件が全て等しい状態である必要がある。従って、

「時間」は、単独では配賦尺度として十分とは言えず、これにより測定・評価された配賦原価

は、上記の条件を満たさない限り、信憑性に欠けると考えられる。配賦原価の信憑性を確保す

るには、本来、個々の活動の消費実態を表し、かつ測定対象に共通した配賦尺度が必要なので

ある。 

 

3-2. 新たな配賦尺度の必要性 

「取引作用因」においても、「時間作用因」においても、原価の精緻化を目指すのであれば、

本来、選択した配賦尺度以外の活動実態に差異がない状態である必要がある。これは、「取引作

用因」や「時間作用因」に帰属する尺度だけではなく、選択しうる全ての配賦尺度に共通して

言えることである。しかし、組織内での活動の多様性に鑑みると、この条件を満たすことが現

実的ではないことはもはや言うまでもない。 

これを踏まえて、職性給における配賦尺度を考えたとき、人件費と活動との消費実態を端的

に表し、かつそれぞれの活動に共通した配賦尺度こそが、適切な尺度であるとすれば、そんな

ものは存在しないように思えるかもしれない。少なくとも、これまで取り上げてきた選択肢の

中では、適当な尺度は見当たらなかったと言える。しかし、これは活動の態様を外観から捉え

ようとしたことによる誤認である。換言すれば、活動の内観、すなわち活動の「性」を捉える

必要があるということである。ここでいう性とは、「生まれつきもっている本質的なもの。さが、

たち（森岡 et al. 1993）」のことであり、活動に照らせば、個々の活動が発生した瞬間からもつ

特性とも言い換えられる。活動の「性」は、活動の個々の特性から識別できるものであり、個々

の活動から切り離せないものなのである。 

そこで、本稿では「性」を活動に固有の「難易度」として捉え、これを「知識、技術、技能」

の観点から観察する。（注 12）活動は、それぞれに異なる目的とプロセスを持っており、活動

の遂行に必要な「知識、技術、技能」、すなわち難易度も当然ながら異なっている。（注 13）。活

動が、それぞれ異なる難易度を有しているということは、活動に固有の難易度は「測定対象（活

動）に共通する単位」であるとの解釈を可能にする。これに従い、以降では、難易度が、人件

費予算と言う経営資源と活動の「消費実態を端的に表す尺度」と足り得るかについて検証する。 

 

3-3. 難易度という視座 

3-3-1. 難易度の固有性 

 難易度の消費相関性についての検証に入る前に、活動の難易度が、活動毎に相違すること

を確認しておく必要がある。そこで、以下に具体例として 3つの活動を例示する。1つは、業

務マニュアル作成、2つは、データ加工、3つは、封筒封入である。 
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1 つめの例示である業務マニュアル作成は、業務内容にもよるが、まず作成に際して業務の

専門的知識を必要とする。さらに、実際の作成にあたっては、PCを操作する技術や、実際に入

力するなどの技能が必要になる。2つめの例示であるデータ加工は、1つめの例示と比較してみ

ると、業務の知識の豊富さよりも、むしろ PC上での加工に関する高い操作技術が求められる。

さらに、実際に入力するための技能もまた、より高いものが必要であろう。3 つめの例示であ

る封筒封入は、せいぜい何をどの順番で、どの向きに封入するかという程度の知識で十分であ

る。実際の封入にあたっても、特に高い技術や技能は必要とされないであろう。 

このように、例示した活動を難易度という新たな軸で比較してみると、それぞれの活動を遂

行するために必要となる知識や技術、技能のレベルが、明らかに異なっていることがわかる。

これを組織実態に照らしてみれば、活動間の難易度の差はさらに顕著なものになるであろう。

活動は、それぞれ固有の難易度を有しているのである。 

 

3-3-2. 難易度の消費相関性 

活動の難易度の固有性が明らかになったところで、人件費予算と活動間における難易度の消

費相関性についての検討に入る。検討には、上述の「業務マニュアル作成」、「データ加工」、「封

筒封入」という 3つの活動例を再度用いることにする。 

これら 3 つの活動の遂行には同じ時間を要すると仮定した場合、3 つの活動に対して同じコ

ストが配分されるのが一般的である。なぜなら、人件費の配賦には、一般的に時間という配賦

尺度が用いられるからである。（注 14）換言すれば、これらの活動は同額の費用を消費してい

ると認識されており、いずれの活動を遂行しても、同額の賃金が支払われているということで

ある。しかし、同質でないこれらの活動に対して、人件費を時間という尺度で配賦することは、

消費実態を反映しているとは言えず、配賦原価の客観的妥当性は低いはずである。そこで、以

下に難易度という尺度を用いた場合の消費相関性について考察する。 

 活動の難易度によって活動の消費するコストが相違するという解釈を裏付けるには、Marx

（1867）による資本論が参考になる。Marx（1867）によると、人が提供する労働力は商品であ

り、商品の価値は、価値形成においてどれだけの労力（時間や費用など）が費消されているか

で決定するという（Marx 1867; 資本論翻訳委員会訳 1983a, 294）。労働者と雇用主の間では、労

働力という商品が売買されており、より高い価値を有する商品は、売買において当然に高い交

換価値が成立する。これを帰納的に導けば、高い「知識・技術・技能」を要する活動の遂行に

は、高い価値をもつ労働力が必要であり、ゆえにその活動のコストは「高い」ものとなる。結

果として、難易度の高い活動は、高いコストを必要とする、延いては、難易度の高い活動を遂

行した労働者には、より多くの賃金を支払う必要がある（副田 1969, 45,47）という認識が導か

れることになる。これを前提とすれば、人件費という.「原価を発生させる要因（Brimson and 

Antos  1994, 68）」は、「難易度」であると解釈することが可能となるのである。 

 このように、人件費予算という経営資源と活動との消費相関において、難易度はその尺度と

足り得ることが解る。一方、人件費を難易度という尺度によって活動に配賦するということは、
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労働成果（活動）の新たな測定・評価基準として難易度を用いることと同義である。これには、

様々な課題が存在する。まず、難易度をどのように定めるのかという基準設定の問題である。

組織における様々な活動をどう比較し、軸に当てはめるのかという問題も存在するであろう。

そこには、客観性と妥当性、正確性の追求が必要となる。また、運用においては、活動が人的

作業の結果である限り、労働者により活動の難易度に対する感覚が主観的に異なることが推察

できる。だが、最も大切なことは、それが組織の人々にとって受容できるものかどうかである。

石田（2003）は、「ホワイトカラーの生産性は科学的/客観的には測定できないが、測定に関す

る尺度の組織内の暫定的合意があれば十分である。測定問題はむしろマイナーな問題であって、

ホワイトカラーの生産性（もしそれが科学的に測定できないものであっても）が向上するであ

ろう管理を如何にシステムとして、つまりインセンティブとサンクションの体系として構築す

るかが主要な問題である（石田 2003, 146）」と強調している。（注 15）難易度の計数化等につい

ての議論は、ここでは割愛し、第 6章に譲るものとする。 

 

4. 加重配賦係数 

4-1. 難易度という配賦尺度の検討 

これまでの議論で、難易度が「測定対象（活動）に共通する単位」であり人件費予算という

経営資源と活動の「消費実態を端的に表す尺度」と認識できることが明らかになった。一方、

難易度を配賦尺度として用いるにあたっては、難易度が単独で配賦尺度として足り得るかにつ

いても考察する必要がある。ここでは、難易度を単独で用いた場合、発生しうる問題について

取り上げる。なお、ここでいう難易度とは、「知識、技術、技能」の観点から導き出される計数

であり、その属性は定性であることを先に明示しておく。 

ABCを始めとする活動原価会計は「製品等の原価対象が活動を消費し、その活動が経営資源

を消費する（Glad and Becker 1996, 20; Jean and Morrow 1989, 42）」という理念に支えられている

ことは前述の通りである。この理念から発展的に導かれるのは、機軸である「活動」と「人」

と「時間」という消費相関である。活動は、難易度を「性」として有しながらも、必然的に時

間経過の中で遂行される。これはすなわち、活動は遂行過程において必然的に時間を消費する

ということである。そして、活動を遂行するのは、多くの場合人である。活動は人と人に従属

する時間を消費するとの認識観に立てば、活動が時間から解離して存在することは不可能であ

り、時間という尺度をなくしては活動原価を測定・評価できないことが解る。（注 16）しかし、

難易度を独立した配賦尺度として用いると、活動の遂行過程で消費される時間は一切考慮され

ないことになる。 

次のような見方もできる。難易度が全く等しい活動 A と B があり、労働者 X がこれを同能

率でそれぞれ遂行すると仮定した場合、A という活動の遂行には 1 時間、B という活動の遂行

には 5時間必要であったとする。配賦尺度に難易度を単独で用いた場合、これらの活動には全

く同じ人件費予算が配賦され、結果としていずれの活動の遂行に対しても同額の賃金が支払わ

れることになる。上述のように、活動の遂行に必要となる「時間」を消費資源の 1つと捉える
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ならば、時間は活動を構成する要素の 1つであると捉えることができる。換言すれば、活動（労

働）の遂行に必要となる時間は、労働の一部であり、これに対しても賃金が支払われる必要が

あることが解る。従って、例示の場合において、これらの活動に支払われるべき賃金は、同額

ではなく、時間比率に基づいた額であることになる。この点からも、時間という尺度が排他で

きないことが認識できる。すなわち、難易度は、時間と同様、単独では配賦尺度として足り得

えないことが解る。人件費予算の活動への配賦にあたっては、これら双方を考慮した新たな配

賦尺度が必要なのである。 

 

4-2. 加重配賦係数という概念 

難易度は独立した配賦尺度とは足り得ず、時間という尺度を併せ持つことにおいて意義を有

するものとなることは前述のとおりである。これはすなわち、「難易度×時間」という複合的尺

度が必要であることを意味する。以下で、これを検討する。 

活動は必ず時間経過の中で遂行される。活動が必ず時間経過の中に存在するということは、

活動に固有の難易度もまた、必ず時間経過の中に存在することを意味する。難易度は活動に固

有のものであるため、一度、計数化されれば、それは原則として活動における既定値となり、

時間経過の中で普遍的計数となる。難易度は、時間経過において連続性を持つため、普遍的計

数となった難易度に対して、可変的計数である時間を乗じることには、正当性があると考えら

れる。普遍的計数である難易度に対して、活動の遂行に必要となる時間を変数として乗じるこ

とにより算出された積数は、活動固有の係数となるのである。本稿ではこれを「加重配賦係数」

と称するものとする。 

加重配賦係数について、留意すべき点が 2つある。第 1に、加重配賦係数は、難易度という

定性的概念を計数化し、重さ（Weight）と捉えた加重概念であること、第 2 に、算出された解

は「係数」であることである。加重配賦係数は、「難易度」という個々の活動が持つ「性」とい

う尺度ならびに「時間」という尺度の積数によって表現され、職性給における適切な配賦尺度

となり得ると考えられる。これまでの議論を踏まえて、図表 2で示した資源ドライバーを置き

換えると、職性給における配賦モデルは、図表 3のように改変できる。 

 

図表 3 職性給における配賦モデル―加重配賦係数― 

 

 

出典：小川 2020a, 23.（筆者により改変。） 

 

 



33 

 

4-3. 加重配賦係数という式 

 難易度は一度計数化されれば、活動に固有の規定値となることは前述のとおりである。活動

の遂行には必然的に時間経過を伴うが、難易度は時間経過に連関するものではないため、時間

経過の中で高低することはない。もし難易度が、活動遂行上、時間と連関して変動するならば、

それはもはや活動に固有の特性ではないであろう。逆説的に言えば、変動分を新たな活動とし

て認識しなくてはならないと言えよう。すなわち、難易度とは活動に対しては個別的であり、

時間経過に対しては不変的なものなのである。従って、加重配賦係数という概念は、1 つの活

動に 1つの性という難易度の個別性と、時間経過に連関しないという難易度の不変性、換言す

れば、時間経過における難易度の連続性を担保としていることが解る。そこで、難易度を W、

時間を tとおくと、次の式が成立する。 

 

 

難易度が経過時間の中で連続性を持っていることを前提とすると、加重配賦係数は Wt とい

う積数となる。例えば、Wに 5、tに 3を代入した場合、これは 5＋5＋5＝5×3＝15となる。つ

まり、5（W）が 3（t）において連続しており、難易度の時間経過における連続性を表している

のである。ここで、注視すべきは時間という尺度である。活動原価の測定・評価において、難

易度が活動に固有の既定値となるならば、その原価を変動させる因子は時間であることが解る。

加重配賦係数による配賦の特異性は、これまで単一・均一の普遍的尺度とされていたこの時間

という尺度に対して、難易度という重さが加重されることにある。いわば、時間あたりの消費

額が、難易度によって加重されるのである。 

 

4-4. 加重配賦係数による配賦 

4-4-1. 加重配賦係数による配賦 

ここで実際に加重配賦係数を用いて配賦を行ってみたい。例えば、難易度（W）が 10、時間

（t）が 1の場合は、加重配賦係数（Wt）は 10であり、難易度(W)が 10、時間（t）が 2になれ

ば、加重配賦係数（Wt）は 20となる。また、難易度（W）が 5、時間（t）が 2の場合は、加重

配賦係数（Wt）は 10 である。なお、ここでの時間（t）は、活動 1 単位（Unit）あたりにおけ

る遂行時間を指す。これをそれぞれ活動A、B、Cであると仮定し、以下に加重配賦係数を用い

た配賦過程を示す。 

 

 

 
活動A         活動 B        活動 C 



34 

 

人件費予算が 20万円である場合、それぞれの活動A・B・Cの加重配賦係数を用いて配賦す

ると、配賦額はそれぞれ 5万円、10万円、5万円となる。図表 4は、これらをまとめたもので

ある。まず、活動Aと Bは共に、難易度が等しく、遂行時間が異なっている。そのため、配賦

額は遂行時間に正比例している状態である。次に、活動 Bと Cは共に、遂行時間が等しく、難

易度が異なっている。そのため、配賦額は、難易度に正比例している状態である。そして、活

動Aと Cは共に、難易度も遂行時間も異なっているが、配賦額は同額となっている。 

 

図表 4 加重配賦係数による配賦例 

 

 

難易度 

（W） 

遂行時間 

（t） 

加重配賦係数 

（Wt） 
配賦額 配賦比率 

活動A 10 1 10 5万円 1 

活動 B 10 2 20 10万円 2 

活動 C 5 2 10 5万円 1 

人件費予算合計 20万円  

出典：小川 2019c, 93. 

 

4-4-2. 時間尺度と配賦加重係数による配賦比較 

 続いて、時間尺度と加重配賦係数による配賦の比較を行ってみたい。3つの活動A、B、C

が存在し、それぞれの活動の遂行にはいずれも 40時間が必要であると仮定する。人件費予算

は 60万円であり、それぞれの活動の難易度は 3、2、1であるとする。 

まず、時間尺度による配賦を行う場合、遂行時間が等しいため、それぞれの活動に 20万円ず

つ配分されることになる。次に、加重配賦係数による配賦を行う場合、難易度が 3：2：1であ

るため、活動Aには 30万円、活動 Bには 20万円、活動 Cには 10万円が配分されることにな

る。 

それぞれの活動遂行における難易度が異なっているにも関わらず、時間尺度による配賦では、

こうした難易度の差異は無視され、配賦額は同額となっている。一方、加重配賦係数による配

賦では、それぞれの配賦原価に活動の難易度が反映されており、より組織実態に即した資源配

分が可能となっていることが窺える。配賦加重係数では、時間あたりの消費額が、難易度によ

って加重されているのである。表 5は、これらを可視的に対照比較したものである。 
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出典：小川 2019a（筆者により改変。） 

 

4-5. 加重配賦係数における時間の用法 

加重配賦係数が Wt という積数となることは前述のとおりである。原価を変動させる因子は

時間であることを踏まえれば、前述の数式において、tに活動の遂行に必要とされるであろう標

準遂行時間を代入すると、解はその活動の原価標準を導く加重配賦係数となり、tに活動の遂行

に必要となった実際遂行時間を代入すると、解はその活動の実際原価を導く加重配賦係数とな

ることが容認できる。本稿では、前者を標準加重配賦係数、後者を実際加重配賦係数と称する

こととする。すなわち、この t に、活動の標準遂行時間あるいは実際遂行時間を代入すれば、

それぞれの解から、活動の原価標準ならびに実際活動原価の測定・評価が可能となるのである。 

 

 

 

 

 

これにより、加重配賦係数は、予算編成における算定根拠、ならびに原価管理においては活

動原価の標準値として分析指標になり得ることが是認できる。すなわち、加重配賦係数は、活

表 5 時間尺度と加重配賦係数による配賦比較 

時
間
尺
度 

活動 
遂行 

時間 
難易度 

加重配賦

係数 
配賦額 Rh 配賦比率 

A 40時間 - - 20万円 @5,000 1.0 

B 40時間 - - 20万円 @5,000 1.0 

C 40時間 - - 20万円 @5,000 1.0 

人件費予算合計 60万円  

加
重
配
賦
係
数 

活動 
遂行 

時間 
難易度 

加重配賦

係数 
配賦額 Rh 比率 

A 40時間 3 120 30万円 @7,500 3.0 

B 40時間 2 80 20万円 @5,000 2.0 

C 40時間 1 40 10万円 @2,500 1.0 

人件費予算合計 60万円  

∑ 難易度  

標準遂行時間

   ∑ 難易度 

実際遂行時間

 

標準加重配賦係数           実際加重配賦係数 
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動原価標準という目的観を有するのである。この活動原価標準は、これまで議論が希薄であっ

た活動の遂行過程に、原価標準の概念を導入するものなのである。 

 

4-6. 加重配賦係数による活動原価の様態認識 

前述の数式において、tに活動 1単位（Unit）あたりにおける標準遂行時間を代入し、標準加

重配賦係数を用いて算出された活動原価は、活動原価における原価標準、すなわち「活動原価

標準（吉田 2005, 171）」となる。（注 17）。活動原価標準は、活動 1単位あたりの活動原価の標

準値であるため、これに活動量を乗じたものが、標準活動原価となる。活動原価会計に標準原

価の概念を導入すべきことは、Staubus（1988）によって既に提起されており（Staubus 1988, 104）、

消費資源原価の配賦において、活動原価標準が適正な配分率を算出する根拠となることは、も

はや言うまでもないであろう。これに従えば、標準加重配賦係数により活動に配賦された人件

費予算は、標準人件費予算となり、人件費の適正配分化に資することが解る。換言すれば、職

性給において、賃金の算定に用いられるべき配賦尺度は、標準加重配賦係数であるということ

である。しかし、加重配賦係数の有用性は、これだけではない。加重配賦係数は、活動原価の

様態認識に新たな視座を与えることができると考えられる。 

加重配賦係数は、難易度と時間という 2つの軸で構成されていることから、例えば、横軸に

標準遂行時間、そして縦軸に難易度をとれば、これらを軸とした平面図に活動をプロットする

ことが可能になる。これは、活動散布図として認識される。そして、「標準遂行時間」と「難易

度」という座標軸に落とし込まれた活動に、配賦賃金（標準人件費予算）を併記することで、

活動の散布にリンクした賃金額が表記される。すなわち、賃金の配分様態が可視化するのであ

る。以下に、一例を提示する。 

まず、次のように 5つの活動があると仮定する。1、データ分析、2、決裁文書作成、3、書類

の校正、4、電話連絡、5、封入作業である。さらに、それぞれの活動の標準遂行時間は、4 時

間、2時間、5時間、10時間、3時間であり、それぞれの活動の難易度は、15、12、10、3、2で

あるとする。これにより、各活動の標準加重配賦係数は、それぞれ 60、24、50、30、6となる。

これに対し、人件費予算が 85,000円であったとすると、加重配賦係数により、各活動の配賦原

価（標準人件費予算および賃金）は、30,000円、12,000円、25,000円、15,000円、3,000円とな

る。図表 6は、これを図表で示したものである。 

 そして、図表 7は、図表 6で示した 5つの活動を実際に平面図にプロットしたものである。

横軸は標準遂行時間、縦軸は難易度となっており、活動は 1～5 の番号で表示されている。ま

た、各活動の活動原価（配賦賃金）も併せて記載している。番号の記載のない網掛けのものは、

架空として表示しているだけで、図表 6では例示されていないものである。 

図表 7から明らかであるように、活動散布図によって、人件費予算の配賦様態を鳥瞰するこ

とが可能となる。これにより、活動の定義ならびに編成・改変、そして原価低減などへの示唆

を得ることが期待できる。例えば、加重配賦係数による活動散布の位置関係から、改善対象と

なる活動が可視化されることは、標準活動原価と実際活動原価の予算差異分析に有益であると
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考えられる。また、Kaplan and Cooper(1998)は、活動基準予算管理（Activity-Based Budgeting）

（注 18）に言及するなかで、活動原価は、経営資源の消費と供給の均衡を図り、その配置を最

適化することにも有用であると示唆している（Kaplan and Cooper 1998, 301-322; 櫻井訳 1998, 

379-401）が、活動散布図は、活動原価の最適化配置にも有効であると言えるであろう。 

このように、加重配賦係数は、これまで提起されてこなかった活動原価の測定・評価の方法

論を示す布石として位置付けられる。加重配賦係数の有用性は、賃金の算定に留まるものでは

なく、原価標準という分析指標を導き、さらには活動散布図の機軸となることにある。すなわ

ち、加重配賦係数は単なる配賦尺度ではなく、経営意思決定に有益な指標として認められるの

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6 加重配賦係数による賃金の配分様態の説例 

活動 標準遂行時間 難易度 加重配賦係数 賃金 

1、データ分析 4 15 60 30,000 

2、決裁文書作成 2 12 24 12,000 

3、書類の校正 5 10 50 25,000 

4、電話連絡 10 3 30 15,000 

5、封入作業 3 2 6 3,000 

人件費予算合計 85,000 

出典：小川 2020a, 32.（筆者により改変。） 
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図表 7 活動散布図 

出典：小川 2020a, 34.（筆者により改変。） 

 

5. 賃金配分の適正化に向けて 

 これまでの議論をまとめると次のとおりである。第 2章では、活動原価手法を用いて労働成

果の測定・評価と賃金への反映を目指す概念フレームを職性給と称し、職性給における賃金算

定について議論してきた。職性給は、資源ドライバーに着眼し、人件費予算を適切な尺度を用

いて活動に配賦するという構造から、適切な原価、すなわち活動あたりの賃金（活動原価）を

算定するものである。適切な配賦尺度の選択は、適切な活動あたりの賃金の算定において最重

要課題であることは言うまでもない。 

配賦尺度は、「消費実態を端的に表わす尺度」かつ「測定対象に共通する単位」である必要が

ある。これを前提に、これまで用いられてきた配賦尺度を俯瞰し、それらの職性給への適応の

検討を行った。その結果、既存の尺度では多様な活動を捉えきれず、活動あたり賃金の算定に

は足り得ないことが明らかになった。そこで、本稿では活動を外観からではなく内観から捉え

るものとし、活動の質的側面から性的側面へ着眼点を移行した。具体的には、活動の性である

難易度に着目し、これを「知識・技術・技能」のレベルと捉え、この妥当性について考察し、

難易度が、活動において固有性を有していること、人件費という原価を発生させる要因である
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ことを明らかにした。さらに、難易度が単独で配賦尺度として足り得るかにつても考察を行っ

た結果、人件費と活動の消費相関関係においては、時間という概念尺度を排他できないため、

人件費予算と活動との配賦尺度には、難易度と時間という複合的配賦尺度が必要であるという

結論に至った。本稿では難易度と時間を考慮した配賦尺度、すなわち「難易度×時間」を加重

配賦係数と称することとした。 

重ねて言えば、加重配賦係数の特徴は次のとおりである。加重配賦係数は、活動の性である

「難易度」と活動遂行にかかる「時間」との 2つの軸によって成立すること、2つは、「難易度」

は時間経過の中で変動するものではなく、個別性と連続性を有するものであると踏まえるべき

であること、3 つは、上述の数式において、時間変数に活動の標準遂行時間を代入すると、そ

の解は活動原価標準を導くものとなり、実際遂行時間を代入すると解は実際活動原価を導くも

のとなることである。 

加重配賦係数は配賦尺度であるだけでなく、経営意思決定に有益な指標となり得ることも明

らかになった。具体的には、原価標準の指標となり得ること、そして、加重配賦係数が難易度

と時間という 2つの尺度により構成されていることから、これを基に活動散布図を展開すれば、

時間経過に伴う活動散布が明らかとなり、改善対象となる活動が新たな視点から可視化できる

ことである。今後の課題としては、第 6章でも取り上げるが、難易度の実際の計数化における

方法論の明示が急がれる。なお、難易度の評価要素についても、検討を重ねる必要がある。 

このように、職性給における配賦尺度は、これまでにない新規的な観点を活動原価に導入す

るものであることが解る。そもそも、活動原価を賃金算定に用いること自体が新規的な試みで

はあるが、これは従来の活動原価会計の理論から逸脱するものではない。活動原価会計は、経

営資源と活動、活動と原価対象（製品等）の相関性の維持を一義的に掲げており（吉田 2005, 

97）、ある活動の原価要素はその活動が消費する全ての経営資源によって構成されている。（注

19）賃金算定への活動原価の導入は、多くの場合において、活動原価の原価要素の 1つとなっ

ているであろう人件費（注 20）に焦点をあて（注 21）、人件費という経営資源と活動との消費

相関を最も示す加重配賦係数（従来でいう配賦基準）を用いて、人件費を活動に配賦するとい

うだけのことである。しかし、このような賃金配分は、「人」ではなく、「活動」に焦点をあて

ることで初めて可能になるのである。こうして、加重配賦係数（標準加重配賦係数）（注 22）に

よって人件費予算を配賦された活動は、標準人件費予算額を付随するようになり、活動を遂行

した労働者はそれを受け取ることになる。これはまさに、「労働者にとっての成果賃金制」であ

り、「雇用主側にとっての人件費の適正配分」であると言えよう。活動原価を賃金算定へ用いる

ことによって、労働の内容に見合ったコスト配分が可能となるのである。 

労働の内容に見合ったコスト配分を達成するためには、労働者の能率的な遂行により、活動

原価の有利差異が発生した場合についても考察する必要がある。これを考えるためには、活動

原価の原価管理側面に焦点を移す必要がある。従って、次章では、賃金の算定という目的下に

おける活動原価の機能と役割について取り上げる。 
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注 釈 

注 1 実際の配賦手続きは、経営資源から活動へ配賦し、そして活動から製品等の原価対象へ 

配賦するものであって、従来とそれと変わらないものとなっている。 

注 2 Raffish and Turny（1991）のいう driverは、それぞれの配賦段階における配賦機構として 

用いられており、抽象的概念として解釈されている。 

注 3 人件費とは「役員報酬、給与その他の賃金、退職給付引当金繰入額、退職金、賞与引当金 

繰入額、賞与、法定福利費等の、人に係わる費用の総称（片山・井上 2006）」であり、賃金 

を包摂する概念である。ここでは、賃金に限定することなく、「人に係わる費用」として、 

人件費を用いている。 

注 4 ここでは、便宜上、制度としているが、実際は、新たな賃金制度の構築に向けた「概念フ 

レーム」である。 

注 5 人件費は、賃金を含むより広義な概念であるため、厳密に言うならば、活動に配賦され 

た人件費予算のうちの賃金該当分が活動に配賦された賃金となるが、ここでは便宜上、人 

件費を賃金と同額とみなし、配賦された人件費予算が賃金と同額となるとしている。 

注 6 ABMとは、活動基準管理（Activity-based Management: ABM）のことであり、活動原価を 

機軸とした原価低減ツールの 1つである。 

注 7 原価作用因（driver）とは、原価を発生させる作用因を意味するが、ここでは広義の配賦 

尺度と解釈している。 

注 8 「transaction driver」については、Miller and Vollmann（1985）や Johonson and Kaplan（1987） 

らによって議論が展開されている（Miller and Vollmann 1985, 143-146; Johnson and Kaplan  

1987, 237-239; 鳥居訳 1992, 218-220）。取引（transaction）に最初に着眼したMiller and  

Vollmann（1985）は、「製造間接費の主な発生要因は物理的生産物ではなく取引にある（Miller  

and Vollmann 1985, 144）」とし、取引（transaction）を管理することで製造間接費を統制する 

ことができると主張している（Miller and Vollmann 1985, 146）。 

注 9 その他に関しては、特に明示がない（Cooper and Kaplan 1998, 95-98; 櫻井訳 1998, 120-122） 

注 10 後に、Kaplan and Anderson （2007）によって TDABC（Time-Driven Activity-Based Costing） 

が提唱されたが、これは、原価計算手続きの簡易化や精度の向上を図るために、配賦尺度 

を「時間」に収斂することを意図したものであり、新たな配賦尺度を提起するものではな 

い（Kaplan and Anderson 2004, 131-138; スコフィールド訳 2005, 135-14;  Kaplan and  

Anderson 2007, 8; 前田・久保田・海老原訳 2008, 10）。 

注 11 NAA（1963）は、キャパシティと製造量の測定について議論しており、製造する製品等 

が複数の場合は、「投入された生産諸要素について共通する単位が、製造量を測定する有効 

な尺度として用いることができる（NAA 1963, 23; 染谷・新井・藤田訳 1966, 43）」として 

いるが、投入された生産諸要素は測定対象であることから本稿ではそのように換言して解

釈を行っている。 

注 12 ここでいう難易度とは、活動が遂行されるのに必要となる知識・技術・技能のレベルを 
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示すものであり、経済産業省（2015）の示す「仕事をこなすために必要な「知識」や「技 

術・技能」」（経済産業省（2015）『ものづくり白書 2015年度版』参照）に近似するが、同 

義ではない。経済産業省（2015）のそれの評価対象は人であり、活動ではなく人に帰属す 

る評価基準が前提とされているのである。さらに、隣接するものとして職務給がある。笹 

島によると職務給は「社員が実際に担当している職務の難易度・責任度を基準として決め 

る（笹島 1995, 44）」ものであることから、これもまた人に帰属する評価基準を用いている 

といえる。一方、本稿でいう「知識・技術・技能」の評価対象は、人ではなく活動である 

ことに意義を置いているため、同じ総称ではあっても、上述のそれとは異なる意義を有す 

るものである。 

注 13 ここでいう知識とは「知っている内容」を指す。一方、技術と技能は近似概念として解 

釈される傾向にあり、技術とは「物事を巧みにしとげるわざ。技芸」（松村（1988）『大辞 

林 第三版』参照）、技能とは「物事を行う腕前。技量」（松村（1988）『大辞林 第三版』 

参照）とされている。 

この違いについて、森は、技術は「記述や表現や伝達」を目的とし、記録し蓄積するこ 

とが出来るものである一方、技能は「人間が持つ技に関する能力」であるため、目に見え

ないものであるという（森 2005, 15）。森（2005）は、技術は客観的、記述的であることか

ら、何らかの形態で記録され、かつ蓄積可能で汎用性・流通性が高いものである一方、技

能は個別的、主観的であり、人の内部において特殊化され、流通困難であるものであると

している。例示としてピアノを想定すると、鍵盤を如何に上手に叩き滑らかな演奏を行う

かは技能であり、演奏方法の指導は技術であると筆者は理解している。 

さらに、教育目標の分類（タキソノミー）を示した Bloom の弟子であるDaveは、技能 

を神経や筋肉系統に関連する能力であり、反復練習によって習得可能であるとしている

（Dave 1969, 203-214; 梶田 1983, 147-148）。 

注 14 雇用者数に変動がないと仮定した場合において、人件費を変動させる作用因を考えたと 

き、労働時間制下では、それは「時間」であると解釈できる。なぜなら、前述のとおり、 

労働時間制では時間を賃金の支払い基準としているからである。 

注 15 石田（2003）は、管理の対象である労働の生産性は必ずしも物理量として客観的に測定 

される必要はないとし、労働活用の効率化に誘導する管理システムの構築が主眼であって、 

測定は効率の変化量を尺度とする何らかの単位を組織内で合意さえすれば足りると強調し 

ている。 

注 16 この議論の論点は、第 1章における「賃金」「人」「（人の）労働時間」という三位一体 

関係に回帰するものではない。あくまで、活動が人と人の従属する時間を消費するという、 

活動に機軸を置いた議論であることに留意されたい。 

注 17 吉田（2005）は、活動原価における原価標準を活動原価標準と称している（吉田 2005,  

171）。 

注 18 活動基準予算管理（ABB）とは、個々の活動に基づいて予算編成を行うものであり、 

https://kotobank.jp/word/%E7%BF%92%E5%BE%97-77273
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Wyatt（2012）は、ABBを「計画された活動に基づく予算であり、ABCモデルを予算に転 

換した（Wyatt 2012, 86）」ものであるとし、さらに、Brimson（1992）はこれを「組織にお 

いて期待される活動の計画または目的を定量的に表現したものである（Brimson 1992, 77）」 

と定義している。 

注 19 活動は経営資源を全て消費するのではなく、消費しない資源も存在する。吉田（2005） 

は、それを未消費資源原価と呼んでいる（吉田 2005, 127）。 

注 20 ここでは費用要素として人件費と表現しているが、職性給では、人件費予算を前提とし 

ている。 

注 21 一人が活動を遂行する限り、活動原価の原価要素には多かれ少なかれ、必ず人件費が含 

まれると考えられる。 

注 22 人件費という経営資源と活動との消費相関を最も示す尺度は加重配賦係数であるが、 

より正確に言えば、職性給における賃金算定において実際に用いられるべき配賦尺度は、 

2-4-6で述べている通り、標準加重配賦係数である。従って、以降では、特記がない限 

り、加重配賦係数は、標準加重配賦係数を指すものとする。 
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第 3章 職性給における活動原価の循環システム 

1. 職性給における原価管理の意義 

 これまで、賃金算定へ活動原価を用いることを中心に論じてきたが、活動原価は原価管理に

も有用であることにも言及しておかなければならない。活動原価が、製品原価の精緻化だけで

はなく、原価管理にも有効であることは、周知のとおりである（注 1）。活動原価が、原価管理

という目的を有するということは、当然ながら、活動原価の低減という認識観を惹起させる。

ここでいう原価低減とは、実際に活動を遂行する労働者が、作業改善などにより、活動原価に

後跡けられる費用要素（経営資源）を逓減させることを指す。（注 2）これは、雇用主体である

雇用主側にとっては、支出原価の減少を意味する。従って、労働者を雇用する側である雇用主

が、活動原価の低減を指向することは、当然であると言える。 

こうして発生する原価低減は、雇用主側にとってのみ有益なものとして、一面的に捉えられ

てきたが、職性給における活動原価の原価低減においては、労働者にとっても有益である必要

がある。なぜなら、労働者が活動原価を逓減させるのは、その結果（成果）が賃金に反映され

ることが意識に内在しているからである。職性給が労働成果の測定・評価と賃金への反映を目

指すものであるならば、活動原価の低減幅は、雇用主と労働者の双方で分配されなければなら

ない。（注 3）すなわち、労働者が達成した原価低減分のいくらかは、労働者に還元されなけれ

ばならず、この還元がなされてこそ、「労働の内容に見合ったコスト配分」が達成され、職性給

における原価低減の意義が成立するのである。 

労働者の原価低減努力が賃金に反映されるということは、換言すれば、賃金の逓増には、労

働者自らが活動の遂行に必要となる知識・技術・技能の水準を向上させ、より効率的に活動を

遂行することが求められることを意味する。より多くの活動をより効率的・効果的に遂行でき

るようになれば、遂行する活動数が逓増し、結果として得るべき賃金が増大するからである。

労働者自らによる労働力の相対的価値の向上が、雇用主にとって有益な環境を生じさせること

は、もはや言うまでもないであろう。活動原価の低減分の分配は、組織内での好循環を生むも

のとして期待できる。このように、職性給における活動原価の低減は、単なるコスト削減に帰

するものではなく、労働成果の賃金への反映に資する必要があることが解る。そのためには、

活動原価の低減と労働者の賃金の逓増とを直結させなければならないが、如何にこれを実現す

るかが課題となる。 

職性給における賃金の算定では、経営資源を人件費予算と設定し、加重配賦係数という配賦

尺度によって、活動にこれを配賦する。しかし、活動原価の低減を考えるにあたっては、費用

要素を人件費予算に限定せず、活動の消費する全ての経営資源として設定する必要がある。さ

らに、活動原価低減分のいくらかを賃金に反映するということは、低減した「費用」のいくら

かを、賃金という「費用」に還元するということである。これは、活動原価の低減分を、活動

原価に再投下するということであり、換言すれば、活動内における活動原価の循環と表現する

ことができる。このような同活動内における費用の低減と増加を同期化するためには、特定の

システムを構築する必要がある。いわば、1 つの活動原価を機能ないし役割別に区別し、これ
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らの間で原価低減額を循環させるのである。これに従って、第 3章では、活動原価の機能と役

割に着目し、活動原価の循環システムの構築について考察を展開する。 

 

2. 活動概念の位置付け 

2-1. 既存の活動概念の位置付け 

 活動原価の循環システムの構築について考察するためには、活動原価を機能ないし役割別に

区別して取り扱う必要があることは前述のとおりである。そこで、まずは、既存の活動原価に

おける活動概念と職性給における活動概念について、今一度概観し、それぞれの目的下での活

動概念の位置づけを明確にしておく。 

まず、既存の活動原価における活動概念について取り上げる。第 1 章の 4-2 でも既に言及し

ているが、既存の活動原価における活動概念について考察する場合、Staubus（1988）や Cooper

（1988a）ならびに Cooper and Kaplan（1991）、Brimson（1991）、そして Turney（1992）などの

概念解釈が、度々参照されている。彼らの解釈は、原価計算ならびに原価管理において、経営

資源の消費実態（Glad and Becker 1996, 20; Jean and Morrow 1989, 42）を、活動を通じた配賦構

造（Cooper 1989, 34-35）によって認識しようとするものである。従って、活動は、あくまでも

コストプールの対象であり（Cooper et al. 1992, 11）、計算技術的領域として認識されている。従

前の原価計算制度における製品原価の歪みを問題として提唱された背景（Johnson and Kaplan 

1987, 183-187; 鳥居訳 1992, 169-173）をもつABCの議論では、それが特に顕著であると言える。 

一方で、既に述べている通り、活動概念の定性的な定義に至っては一様ではない。例えば、

ABC の論者の一人である Cooper（1988a）は、活動を職能的な観点から考察している（注 4）

が、Brimson（1991）は機能的な観点から考察しているなど、様々な解釈が存在していることは

前述のとおりである。しかしながら、いずれの解釈においても共通している認識観がある。そ

れは、活動が「組織における経営資源の消費資源原価を跡付ける客体（吉田 2005,54）」として

認識されていることである。 

これらの論点をまとめると、既存の活動原価における活動概念は、「消費資源原価の集計場

所」として位置付けられていると結論づけることができる。（注 5） 

 

2-2. 職性給における活動概念の位置付け 

 次に、職性給における活動概念について取り上げる。職性給とは、労働者が遂行した活動に

応じて賃金が支払われる制度（注 6）のことをいい、活動原価会計の手法によって賃金を算定

するという点に大きな特徴を持つことは前述のとおりである。換言すれば、職性給における活

動原価の測定・評価の目的は、賃金の算定にあるとも言える。 

活動原価会計の手法とは、具体的には、ABCで論じられている資源ドライバーに着目し、難

易度と時間という 2つの軸から成る加重配賦係数によって、人件費予算を活動に配賦するとい

うものである。これにより、第 1に、活動に配賦された人件費予算を、労働者の賃金（賃金予

算）として取り扱うこと、第 2に、労働者が遂行した活動の「難易度と時間」を労働者の賃金
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に反映すること、が可能になると考えられる。 

上記に鑑みれば、職性給の活動概念が、配賦構造における単なる消費資源原価の集計場所で

はないことは、もはや明らかである。職性給における活動概念は、賃金の算定という目的の下、

従前の解釈に併せて、「賃金価格を算定するための決定主体」としても位置付けられるのである。 

 

3. 職性給における活動原価の機能と役割 

3-1. 職性給における活動原価の新規的機能 

 既存の活動原価における活動概念は、「消費資源原価の集計場所」として位置付けられてい

たが、職性給における活動概念は、従前の解釈に併せて、「賃金価格を算定するための決定主体」

としても位置付けられることは前述のとおりである。これを踏まえて、職性給における活動原

価の機能と役割についての検討に入る。 

職性給では、活動に配賦された人件費予算（標準人件費予算）が労働者の賃金となる。これ

はすなわち、配賦加重係数によって活動に配賦された活動原価（標準人件費予算額）が、労働

市場に提示される労働対価となり、労働市場において経済的価値を有するということである。

労働市場において経済的価値を有するということは、職性給における活動原価は、労働市場に

おける雇用主と労働者間で取引（売買）される交換価値をもつということと同義である。例え

れば、製造業での完成品が商品として交換価値（商品の値段）を持ち、市場で売買されるよう

に、職性給における活動もまた、交換価値（労働の値段）を持って労働市場で売買されるので

ある。（注 7） 

このように、職性給の活動原価は、労働市場において取引可能な価値を持つ新たな概念とし

て認識できるが、これにより従来の概念を喪失するわけではない。労働市場では交換価値を持

つが、組織内部では原価管理の対象であることに変わりはないのである。換言すれば、職性給

における活動原価は、対外的には労働市場における交換価値として、対内的には原価管理とし

ての機能をもつマルチ・ファンクショナルな概念であると言える。本稿では、労働市場におけ

る交換価値としての機能を「対外的機能」、原価管理としての機能を「対内的機能」と称し、こ

れらを区別して認識することとする。 

 

3-2. 活動原価の対外的機能 

職性給における活動原価は、対外的機能として、労働市場での交換価値をもつことは前述の

とおりであるが、これは、配賦加重係数によって活動に配賦された活動原価が、労働市場に提

示されることで可能となるものである。このとき、次のような式が成立している。 

 

活動原価（人件費予算の配賦額）＝労働対価（労働者の賃金額） 

 

これまで議論してきたように、職性給における活動原価は、加重配賦係数によって算定され

るため、労働市場に提示される労働対価（活動原価）には、活動の難易度が反映されている。



46 

 

すなわち、労働対価に労働内容の難易度が反映されているということである。  

これにより、難易度の高い労働を遂行した労働者には、より多くの賃金を支払うという等価

交換（注 8）が具現化され、雇用主と労働者間における労働対価の適正交換が可能になると考

えられる。雇用主にとっての人件費予算（費用）の適正配分、労働者に対しての賃金（収益）

の適正分配が可能となり、従前の賃金制度では困難であった労働対価の適正授受が実現するの

である。職性給における活動原価の対外的機能は、適切な人件費を適切な労働者に配分・分配

するという資金還流を促進する一助となることが期待できる。 

 

3-3. 活動原価の対内的機能 

  職性給における活動原価には、交換価値という対外的機能の他に、従前の議論にある原価管

理という対内的機能が存在する。組織において、活動を経営資源の消費実態を測定する対象と

して観察することは、必然であると言える。しかし、職性給でいう活動原価は、賃金の算定と

いう、これまでとは異なる目的の下で対象化されるため、従前の観点に併せて、それとは異な

る観点を要するものとなる。 

職性給における原価管理の特異性は、対内的機能である原価管理が、対外的機能である労働

市場での交換価値の向上に資する必要があるという点にある。例えば、労働市場で同じ活動が

取引される場合（注 9）においては、活動の交換価額が高いほど、取引を欲する労働者の対象

範囲が拡大し、雇用主にとって使用価値の高い労働力を調達できる可能性が高まる（注 10）ほ

か、大竹・唐渡（2003）調査では賃金の上昇と労働意欲の上昇が比例する（注 11）ことが明ら

かとなっている。このように、交換価値の向上は、雇用主にとって有益であると考えられる。 

職性給の活動原価の構成要素についても、従来とは異なる特異な形態をとっていると言って

良いであろう。なぜなら、対外的機能では人件費（予算）という単一要素が、対内的機能では

人件費以外の複数の消費資源要素が対象となっており、1 つの活動をとってみても機能別に原

価構成要素が異なるからである。図表 1は、これをイメージ化したものである。対内的機能に

おける活動原価の構成要素は一例である。 

対内的機能である原価管理が、対内的機能である交換価値の向上（賃金額の上昇）に資する

ためには、活動原価を構成する人件費以外の原価要素の消費額を低減させ、そのいくらかを人

件費要素に投下する必要がある。いわば、（対内的機能の）活動原価の低減額を原資として、（対

外的機能の）活動原価へ再び投下するといった循環システム（経済循環）を構築し、従前にあ

る消費資源原価の低減に寄与する一方で、活動原価を逓増させるというパラドックスを成立さ

せるのである。 
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図表 1 活動原価の機能別構成要素例 

 

出典：筆者作成。 

 

4. 活動原価の循環システム 

4-1. 活動原価標準という機軸概念 

職性給における活動原価が対外的機能と対内的機能という 2つの側面によって構成されてい

ることは、前述のとおりである。対外的機能は、人件費予算を原価構成要素とし、労働市場に

おける交換価値をもつ。対内的機能は、人件費以外の消費資源原価を原価構成要素とし、交換

価値の向上に資する原価管理の必要性をもつ。対外的機能としての活動原価の内実は、加重配

賦係数によって配賦された人件費予算の標準値（賃金）であり、対内的機能としての活動原価

の内実は、適切な配賦尺度によって配賦された消費資源原価の標準値である。よって、これら

の合計が単位活動あたりの標準値、つまり活動原価標準であることが解る。職性給における活

動原価の概念フレームは、活動原価標準によって支えられているのである。図表 2は、これを

まとめたものである。 

対内的機能における活動原価標準の値の設定については、Lewis（1995）や Baker（1998）、

Kaplan and Cooper（1998）の議論が参考となるが、いずれも、ある程度までの無駄や浪費の発

生をある程度許容する達成可能値（注 12）であると同時に、現行の実績を改善するための値と

すべきである（Kaplan and Cooper 1998, 48; 櫻井訳 1998, 66）（注 13）との点で一致している。

職性給における活動原価標準の設定についても、これに準じることになる。さらに対内的機能

の原価構成要素についても、変動費や固定費、直接費や間接費といった区分に関わらず、活動

が消費する全ての経営資源が対象となるという従前の認識観に準じて問題ないと考えられる。 

一方で、対外的機能における活動原価標準（人件費予算の標準値）は、人件費予算を原資と

し、活動の難易度ならびに遂行時間にもとづく加重配賦係数により算定されるため、上述の対

内的機能における活動原価管理の目的観は適用されないことを付言しておく。 
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図表 2 職性給における活動原価 

職性給における活動原価（活動原価標準） 

目的 賃金の算定 

機能 対外的機能 対内的機能 

役割 労働市場における交換価値 交換価値の向上に資する原価管理 

構成要素 人件費予算 人件費以外の消費資源原価 

配賦尺度 加重配賦係数（注 14） 適切な配賦尺度 

設定値 
人件費予算の標準値 

（＝職性給における賃金） 
消費資源原価の標準値 

出典：小川 2020b, 26.  

 

4-2. 職性給における活動原価の循環システム 

職性給における活動原価の機能と役割を明らかにしたところで、活動原価の循環システムに

ついて取り上げる。職性給における活動原価の循環システムとは、いわば、1 つの活動におい

て、対内的機能から対外的機能へと活動原価を循環させるシステムである。本システムでは、

活動原価を対外的機能と対内的機能とに分離して算定し、その合計額を単位活動あたりの活動

原価として認識する。対内的機能において、消費資源原価の標準値と実際値の有利差異が確認

された場合には、その一部を対外的機能の構成要素である人件費予算に再投下し、新たに算定

された合計額を改定活動原価標準として再認識する。これを継続し、活動原価標準を更新して

いくことこそが循環システムなのである。以下はその具体例である。   

例えば、対外的機能としての活動原価（人件費予算の標準値）が 100円であり、対内的機能

としての活動原価（消費資源原価の標準値）が 50円であったとする。この時点での単位活動あ

たりの活動原価（対外的機能と対内的機能の合計額）は 150円であり、これがこの活動の活動

原価標準である。 

同活動において、対内的機能としての実際活動原価（消費資源原価の実際値）が 30円であっ

たとすると、対内的機能における活動原価の原価差異は 20円の有利差異であり、雇用主側にと

っては 20円の原価低減を達成したことになる。よって、この時点では、活動原価の総額は 130

円となる。  

職性給における活動原価の循環システムでは、対内的機能における消費資源原価の低減額の

一部を対外的機能における人件費予算に再投下することから、低減額である 20円のうち、例え

ば 10円を人件費予算に投下し、残りの 10円を内部保留とするといった意思決定を行うことに

なる。これにより、対外的機能としての活動原価は、100円に 10円を加算することで、110円



49 

 

となり、単位活動あたりの活動原価の総額は、この 110円に 30円を加算して 140円となる。そ

してこの 140円が、改定活動原価標準となるのである。これを図にしたものが図表 3である。 

循環システムでは、このようなサイクルを継続的に繰り返していくことになるが、上記の例

示からも明らかなように、本システムは経営資源要素の予算ベースを組み替えることで足り得

るものであり、別途に予算措置を要請するものではない。一方で、この循環システムは、活動

原価の実際原価が標準原価よりも逓減されることを前提としているため、実際原価が標準原価

よりも逓増する場合は、本システムは成立しないことになる。このような場合については、今

後より一層の検討が必要であるが、活動の改善を通して原価差異を是正していく必要があるこ

とは言うまでもないであろう。  

 

図表 3 活動原価の循環システム 

 

出典：小川 2020b, 28. 
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4-3. 活動原価の循環システムによってもたらされる効果 

4-3-1. 資本蓄積  

前述のとおり、職性給における活動原価の循環システムは、対内的機能における消費資源原

価の低減額の一部を対外的機能における人件費予算に再投下することを繰り返すものである。

これにより、循環システムは、資本蓄積と労働に比例する所得分配をもたらすと考えられる。

以下では、まず、資本蓄積という効果について言及する。 

循環システムがもたらす効果の 1 つに、資本蓄積がある。資本蓄積については、既に Marx

（1867）が『資本論』の中で述べている。Marx（1867）は、資本の蓄積過程において、「商品を

売り、それらの価値を貨幣に実現し、この貨幣をあらためて資本に転化する、こういったこと

を絶えず新たに繰り返すことが必要である。いつも同じ継起的な諸局面を通過するこの循環は、

資本の流通を形成する（Marx 1867; 資本論翻訳委員会訳 1983b, 967）」と述べているが、これ

は、労働力の調達に資本を投下し、生産過程において生み出される余剰価値を再び資本として

用いることをいう。この繰り返しによって、Marx（1867）がいう資本蓄積が形成されるのであ

る（Marx 1867; 資本論翻訳委員会訳 1983b, 993）。 

職性給における循環サイクルは、活動原価の低減（余剰価値）と、その活動原価（資本）へ

の再投下を命題としている。よって、職性給においても、Marx（1867）の論理と同様に、この

繰り返しによって、資本蓄積が形成されると考えられる。上述のMarx（1867）の表現に倣えば、

既に貨幣に実現された原価低減額を資本に転化し、それを絶えず新たに繰り返すなかで、資本

蓄積を実現させるのである。 

このように、Marx（1867）のいう資本の蓄積過程と職性給の循環システムは、価値交換の形

態は異なるが、資本（費用）を再投下することによって余剰価値を蓄積しようとする本質にお

いては同義であり、いずれにおいても、資本が剰余価値を生み、それを資本へ再転化すること

で、そこから再び余剰価値が生まれるといったサイクルが繰り返されることが解る。 

Marx（1867）や職性給の資本蓄積の背景には、労働力こそが余剰価値を生む主体であるとい

う認識観がある。（注 15）職性給では、労働力に内的な経営資消費額を低減させることで余剰

価値が生まれるが、Marx（1867）では、労働力によって生産された財やサービスを市場で交換

することで余剰価値が生まれるとされる。職性給は、余剰価値の源泉を内的な領域に求め、Marx

（1867）は、それを外的な領域に求めているのである。しかし、いずれにおいても、余剰価値

は労働力による（原価低減・生産）活動から生み出されており、それを資本に転化し循環させ

ていることに違いはない。職性給における活動原価の循環サイクルは、労働者の実際の活動を

もってのみ実現され、資本蓄積は、これによって初めて成立するのである。 

 

4-3-2. 労働に比例した所得分配 

循環システムがもたらす効果の 2つに、労働に比例した所得分配がある。循環システムは、

経営資源配分の適正化ならびに労働成果に比例して、労働者がその一部を賃金として受け取る

ことを活動単位で具現化させると考えられる。 



51 

 

Humeは『道徳原理の研究』の中で、財産をどれほど平等にしようとも、人々の技術、配慮、

そして勤労の程度の相違は、たちまちその平等を打ち砕くであろう（Hume 1988 orig. 1751, 194; 

渡部訳 33）と述べ、勤労や個人の能力などの相違は結果として労働成果を異にするものである

との観点から、労働に比例する所得分配を主張している。さらに、Locke は『統治二論』の中

で、勤労の程度が異なることによって、人々に与えられる所有物の割合も異なる傾向があった

（Locke 1988 orig. 1790, 301; 加藤訳 2010, 349）と認識しており、Humeと同じく、労働に比例

する所得の不平等を肯定する立場をとっている。Hume や Locke に従えば、同一労働において

は、同一成果があってこそ賃金の平等（同一賃金）が担保され得るのである。彼らは既に、同

一労働・同一賃金の盲点（成果という観点の欠落）を理解していたと言えよう。 

活動原価の消費資源原価の低減額の一部を人件費予算に再投下にするという循環システム

は、換言すれば労働（原価低減努力）の所得（交換価値の向上）への反映であり、まさにHume

や Lockeのいう労働に比例する所得分配を実現しようとするものであると言える。また、循環

システムは、適正な所得分配と同時に、適正な人件費予算の配分を達成するものであることか

ら、「雇用主に「限りない繁栄」をもたらし、併せて、働き手に「最大限の豊かさ」を届けるこ

と（Taylor 2006 orig, 1911, 5; 有賀訳 2009, 11）」の実現に貢献するものであるとも言えるであろ

う。 

 

5. 労働成果の賃金への反映に向けて 

 これまでの議論をまとめると次のとおりである。第 3章では、職性給の目指す労働成果の賃

金への反映において、不可欠となる原価低減努力の賃金への反映について議論してきた。換言

すれば、これまで議論してきた賃金算定という側面から、原価管理という側面に視点を移し、

職性給における活動原価管理の特異性について明らかにしたとも言える。その特異性とは、職

性給では、活動原価管理も賃金算定という目的の下で行われるということである。（注 16） 

 前述のとおり、職性給は、労働成果の賃金への反映を目指す概念フレームであり、活動原価

会計手法によってこれを実現しようとするものである。活動原価会計は原価管理手法の 1つで

あることから、そこには原価低減という指向性が存在する。原価低減は、支出原価の減少と直

結するため、雇用主がこれを指向するのは当然であると言える。しかし、職性給は、労働成果

の賃金への反映を目指すものであるため、職性給における原価低減は、雇用主にとってだけで

なく、労働者にとっても有益である必要がある。すなわち、原価低減を労働成果の一形態であ

ると捉え、低減額のいくらかを、賃金として労働者に還元するのである。 

原価低減を雇用主と労働者の双方で享受することは、労働者にとってはもちろん、雇用主に

とっても有益となる。その理由は、次のとおりである。第 1に、原価低減努力が賃金に反映さ

れるのであれば、労働者は、賃金額を増加させるために、自ら労働力の相対的価値を向上させ

ることが見込まれる。第 2に、より高い賃金額は、労働市場におけるより高い労働の価格と換

言できるため、賃金額が向上すれば、労働市場において取引を求める労働者の対象範囲が拡大

し、より優秀な労働者を獲得できる可能性が高まる。このように、コストの削減と増加という
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パラドックスの成立は、組織全体に好循環を発生させることが期待できる。 

これを実現させるために、まず、賃金の算定という目的の下、活動原価を、労働市場におけ

る交換価値（賃金額）という対外的機能と、組織内部における原価管理対象という対内的機能

に区別した。対外的機能においては、経営資源を人件費予算と設定し、加重配賦係数によって

配賦を行うが、対内的機能においては、経営資源はそれぞれの活動が消費する消費資源原価と

なり、消費資源原価毎に適切な配賦尺度を用いる必要がある。そして、重要な点は、これらの

配賦原価はいずれも、活動原価標準であるということである。従って、対外的機能における配

賦額の内実は、標準人件費予算となり、対内的機能における配賦額の内実は、消費資源原価の

標準値となるのである。 

これを踏まえた上で、それぞれの機能間で原価を循環させる活動原価の循環システムについ

て考察した。活動原価の循環システムは、対内的機能の活動原価の低減額のいくらかを、対外

的機能の活動原価に投下することで、同じ活動内の原価の低減と増加を同期化させ、原価低減

努力を賃金に反映させるものであり、具体例を用いてこれを示した。さらに、このシステムが

もたらす効果として、雇用主にとっての内部留保を意味する資本蓄積と、労働者への原価低減

努力の還元を意味する労働に比例した所得分配があることにも言及した。 

活動原価の循環システムとは、いわば、活動原価における有利差異の労働者と雇用主双方へ

の還元システムである。もっとも、不利差異の発生時には、原因究明と改善努力が必要となる

ことは言うまでもない。有利差異や不利差異の判別には、活動原価標準の設定が不可欠となり、

実際原価との差を以てこれを確認することから、ここでの労働成果は、単なる「完遂された活

動」ではなく、財務数値によって表されるものであることが解る。活動原価会計手法によって

賃金算定がなされるということは、賃金の支払対象である労働成果（活動）も会計的側面から

捉えられる必要があるということである。この点に鑑みれば、これは当然の帰結であると考え

られる。しかし、重要な点は、労働成果は、財務数値によってのみ表現されるものではないと

いうことである。  

労働成果は「アウトプット」であることから、その包容する範囲は広く、労働成果という概

念が、活動概念と同様、抽象的かつ柔軟的解釈を可能とすることは既に述べたとおりである。

これに従えば、労働成果は一元的に財務数値によって表現されるのではなく、非財務数値によ

っても表現され得ることが解る。しかしながら、労働成果の賃金への反映には、成果の測定・

評価は必然であり、そのためには非財務数値によって表現される成果であっても、これを何ら

かの尺度によって計数化し、数値に置き換える必要がある。いわば、非財務数値的労働成果の

計数化が課題となるのである。 

労働成果の計数化にあたっては、これを、「質と量（笹島 1995, 24; 久本 2010, 162）」という

2つの側面から捉えられるべきであることが示唆される（注 17）。そこで、次章では、労働成果

の質的側面を中心に検討し、労働成果の測定と評価ならびにその賃金への反映について考察す

る。 
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注 釈 

注 1 ABCは、原価情報の精緻化を目的として誕生したが、その後、活動基準管理（ABM）や 

予算管理ツールである活動基準予算管理（ABB）として発展し、ABCは、今や経営管理ツ 

ール（狭義では、原価管理ツール）として認知されるに至っている（櫻井 2004, 24） 

注 2 本来、原価低減は、労働者による作業効率に限定されるものではなく、機械化やオート 

メーション化などによっても達成されるものである。 

注 3 分配の割合は、別途勘案すべきものとなる。 

注 4  Cooper and Kaplan（1991）も同様である。 

注 5 ABCから論理的な派生を遂げたものに、ABMやABBならびに TDABC（Kaplan and  

Andersen 2007; 前田 他訳 2008）があるが、これらは活動概念の解釈に本質的な変更を加 

えたものではなく、従前の解釈を準用したものとなっていることを再度付言しておく。 

注 6 ここでは、便宜上、制度としているが、実際は、新たな賃金制度の構築に向けた「概念フ 

レーム」である。 

注 7 賃金は労働対価であるため、使用者側にとっての「コスト」、労働者側にとっての「生活 

費」、労働市場における「労働価格」という複数の性格を持ち合わせている（笹島 1995 , 16- 

17）ことは、既に第 1章で述べている。ここでは、賃金の労働市場における「労働価格」 

という側面に焦点をあてている。 

注 8 濱口(2009)は、賃金は労働の対価であることに鑑みると、労働者に支払われる賃金をその 

労働者の生産性に対応させるのは、理論上では当然であると指摘している。(濱口 2009, 

152)。 

注 9 ここでは立地や勤務体制などの就労条件は考慮しないものとする。 

注 10 内閣府（2014）は『平成 26年度年次経済財政報告－よみがえる日本経済、広がる可能 

性』において、人材確保及び定着と賃金上昇率の相関関係に言及するなかで、「能力の高い 

人材は賃金の上昇が見込めない企業に就職したがらないこと」を明らかにしている。これ 

により、「能力の高い人材はより高い賃金を求める」と導くことができる。 

注 11 大竹・唐渡（2003）の調査によると、「賃金水準が高い労働者や賃金引き上げが行われた 

労働者の労働意欲は高まっている（大竹・唐渡 2003, 193）」ことが明らかになっている。 

注 12 これは Lewis（1995）のいう Currently Standards（Lewis 1995, 34）や Baker（1998）のい 

う Customized Standards（Baker 1998, 137-138）を指す。 

注 13 これは Lewis（1995）のいう Engineered or Estimated Standards（Lewis 1995, 36）や Baker 

（1998）のいうContinuous improvements Standards（Baker 1998, 138）を指す。 

注14 加重配賦係数という用語の実質的運用については、2-4-6ならびに2-5の注22において、 

既に述べているとおりであるが、ここでいう加重配賦係数は、標準加重配賦係数であるこ 

とを再度付言しておく。 

注 15 藤田（2016）はマルクス経済学の資本蓄積に言及するなかで、「剰余価値を生み出すの 

は労働者の労働 である（藤田 2016, 9）」と述べている。 
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注 16 職性給における活動原価は、賃金算定を目的としていることから、その管理においても 

同目的下で行われることは、必然であると言える。 

注 17 笹島（1995）や久本（2010）は、賃金は労働の内容（質と量）に対して支払われるとい

う（笹島 1995, 24; 久本 2010, 162）。 
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第 4章 職性給における労働成果の測定・評価 

1. 労働成果の測定・評価の必要性 

 第 3章では、財務数値によって示される労働成果の賃金への反映について議論してきたが、

本章では非財務数値によって示される労働成果の賃金への反映について取り上げる。労働成果

とは、端的に言えば、労働の成果であるが、その内実は多様な解釈を包容するものである。労

働成果は、アウトプット（output）やアウトカム（outcome）といった労働の結果に関する一切

の概念を含み得るものであるし、一方で、財務数値と非財務数値の双方による表現が許容され

るものである。例えば、第 3章で扱った原価低減も、労働成果の 1つであるし、業務の一環と

して作成した文書の完成度も、労働成果の 1つである。これは、労働成果が抽象的かつ柔軟的

解釈を可能とする客体であることに依拠している。 

職性給は、労働者が遂行した活動に応じて賃金が支払われる制度であるため、遂行した活動

の成果も、当然ながら、賃金に反映される必要がある。しかし、労働成果を評価・測定し、そ

の結果を客観的に賃金に反映しようとするならば、その対象を明確にし、かつ、これを計数に

よって示さなければならない。 

 労働成果を計数化し、測定・評価するためには、何らかの指標が必要となる。そこで、職性

給における業績指標を考察するにあたり、以降では、業績指標に関する先行研究をする。業績

指標に関する議論は数多くあるが、制度化されたものとしての有用性に鑑み、1990年代後半か

ら 2000 年前半の英国におけるベストバリュー政策（Best Value Policy）ならびに包括的業績評

価（Comprehensive Performance Assessment）で用いられた業績指標（Performance Indicator）を取

り上げる。 

 

2. 業績指標という概念 

2-1. 業績指標という概念 

 職性給における労働成果の業績指標を検討するにあたり、一般的に用いられている業績指標

という概念について整理しておく必要がある。業績指標（Performance Indicator）とは、業績

（Performance）を測定するための指標（Indicator）である。米国会計監査院（United States General 

Accounting Office）（以下、US GAOという）によると、業績測定（Performance Measurement）と

は、「識別可能な目的や目標を有する活動やプロジェクト、行事や政策の達成度合いの常時監視

と報告」のことであり、その焦点は、「測定可能な目的の達成」にあるとされている（United States 

General Accounting Office 1998, 3）。また、業績測定は、業績管理の土台となるものであるが、そ

れには、適切な業績指標の識別が欠かせないとされている（UK Local Government Association 

2012, 6）。 

US GAO（1992）は、プログラム評価について述べるなかで、次の 5 つのデータを業績測定

（Performance measurement）に含むべきであるとしている。その5つとは、「インプット（input）」、

「労働負荷または活動水準（workload or activity levels）」、「アウトプットまたは最終供給物

（outputs or final products）」、「製品やサービスのアウトカム（outcomes of products or services）」、
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「生産性（費用対アウトプットの割合）（efficiency）」である（United States General Accounting 

Office 1992, 2）。これらのデータはそれぞれ数値で示すことが可能であり、業績（performance）

を測る指標（Indicator）となることが解る。 

また、Hatry（1999）は、業績測定では次の 8 つの情報が用いられるべきであるとしている。

その 8つとは、「インプット（inputs）」、「プロセス（作業量または活動量）（Process: Workload or 

Activities）」、「アウトプット（outputs）」、「アウトカム（中間アウトカム・最終アウトカム）

（outcomes: intermediate outcomes and end outcomes）」、「効率性と生産性（ efficiency and 

productivity）」、「顧客の特性やその他の作業量に関する情報（demographic and other workload 

characteristic）」、「原因（説明変数）に関する情報（explanatory information）」、「インパクト（impacts）」

であるが、通常は、「インプット」、「アウトプット」、「アウトカム」、「効率性と生産性」が、業

績指標として使用されるという（Hatry 1999, 12; 上野・上野訳 2004, 14）。 

通常使用されるというこの 4 つの指標は、USGAO（1992）示す指標においても見受けられ

る。しかし、このうちの「生産性」は、「インプット」と「アウトプット」または「アウトカム」

との関係性を示すものであるため、基本的には、「インプット」、「アウトプット」、「アウトカム」

の 3つが、業績指標の中心となるものと解して問題ないであろう。この解釈は、古川・北大路

（2001）によっても肯定される。 

古川・北大路（2001）は、業績測定において重要であるのは、インプット、アウトプット、

アウトカムであるという。インプットは投入資源であることから、総費用（トータルコスト）

とみなすことができ、アウトプットは、提供したサービスやできあがった成果品など（注 1）

を示すものであり、また、アウトカムは、サービスの質や財やサービスの提供によって生じる

結果（タイミング、対応性、満足度、改善など）を含む多様なものであるとしている。これを

端的にまとめれば、インプットは「どれだけ使ったか（コスト）」、アウトプットは「どれだけ

生み出したか」、アウトカムは「どれだけの効果をあげたか（成果、結果、影響）」であるとい

うことになる（古川・北大路 2001, 33, 66）。 

 

2-2. アウトプットとアウトカムという概念 

インプットが投入資源（費用）であることは明白であるが、アウトプットとアウトカムは、

いずれも活動の遂行によって発生するものである。そこで、以下では、アウトプットとアウト

カムという概念について今一度整理し、これらの相違を明確にする。 

まず、Osborne and Gaebler（1992）によると、アウトプットは「生産する単位の量」であり、

アウトカムは「生産の品質/効率：望ましい成果の達成度」であるという。例えば、「街路掃除」

というプログラムでは、アウトプットは「掃除した長さ」、アウトカムは、「街路の清潔度評価」

であり、「職業能力開発」というプログラムでは、アウトプットは、「訓練した人数」、アウトカ

ムは、「職に就いた人数や生活への影響」であるとしている（Osborne and Gaebler 1992, 356-357;

野村・高地訳 1995, 321）。これを参照すれば、アウトプットは「活動指標」であると言い換え

られ、「こなした仕事量」であるとも表現することができる。一方、アウトカムは、「成果指標」
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であると言い換えられ、「目的に対する有効性」であると解釈することができる。 

次に、平澤ら（2006）によると、辞書的には、アウトプットは「出力」であり、「アウトカム」

は「結果」であるという。平澤らは、物理モデル（図表 1）を用いて、次のように説明してい

る。「たとえば、発電機のアウトプットは電力であり、その電力はクーラーを動かして空調機能

を維持したり、TVを作動させニュースやドラマを提供したりする。発電装置による「行為」は

外部装置（クーラーや TV）の下で様々な「結果」を生み出す。語義に含まれるニュアンスとし

ては、アウトプットは内部的（internal）活動で自ら活動内容を制御できるのに対し、アウトカ

ムは外部（external）の影響下で生み出される結果であり、アウトプット行為（発電機による発

電）からみればその内容を完全には制御できない（平澤 et al. 2006, 132）。」平澤ら（2006）は、

アウトプットは「活動が自らコントロールできるもの」であり、アウトカムは外部要因が影響

するため「活動が自らコントロールできないもの」であるという解釈をしているのである。 

これらの議論を比較すると、いずれにおいても、アウトプットは、活動と直接的な概念であ

り、アウトカムはアウトプットが周囲に及ぼす影響、すなわち活動と間接的な概念であると捉

えられている。すなわち、共通する解釈として、「インプット（inputs）」→「活動（activities）」

→「アウトプット（outputs）」→「アウトカム（outcomes）」という関係性が成立しているのであ

る（Hatry 1999, 24; 上野・上野訳 2004, 28）。一方で、これらの議論における決定的な違いは、

その観点にある。Osborne and Gaebler（1992）は、上述の関係性を第三者的観点から捉えている

のに対して、平澤ら（2006）は、活動の観点から捉えている。換言すれば、Osborne and Gaebler

（1992）は、一連の関係性を外観から捉えようしているのに対して、平澤ら（2006）は、内観

から捉えようとしているのである。そのため、平澤ら（2006）は、アウトプットとアウトカム

の相違を、活動がコントロール可能な範囲かどうかという観点から記述しているのである。こ

れまで述べてきているとおり、職性給は、活動に機軸を置く概念フレームであるため、活動の

観点から労働成果を捉えることが適切であると考える。従って、職性給では、平澤ら（2006）

の観点に準じて、アウトプットおよびアウトカムの概念を取り扱うものとする。 

以上を踏まえて、次節では、実際に英国の公的機関で用いられてきた業績指標を参照する。

なお、参照する業績指標は、職性給における労働成果の測定・評価に用いられるべき指標を検

討するという目的に従うものとする。 

 

図表 1 物理モデル 

 

出典：平澤 et al. 2006, 132. 
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3. 英国の公的機関における業績指標 

3-1. 英国におけるベスト・バリュー制度と包括的業績評価制度 

 英国の公的機関で用いられてきた業績指標を参照するにあたり、これが導入された背景につ

いても触れておくことにする。英国では、1997年に政権を獲得したブレア政権により、限られ

た資源の中で最大の行政サービスを提供するための手法として、ベスト・バリュー制度（Best 

Value Policy: BVP）が提唱された。ベスト・バリュー制度とは、端的に言えば、「公共サービス

を最も効果的（Effective）、経済的（Economic）かつ効率的（Efficient）な手法で提供することに

より、事前に達成目標として設定されたコストや質に関する基準を満たすよう地方自治体に義

務付ける制度（日本政策投資銀行 2002, 6）」のことであり、1999年地方自治法（Local Government 

Act 1999）により法的に整備され、2000年 4月 1日から英国及びウェールズの全地方自治体お

よび消防、警察、ごみ処理に係わる団体などの地方公共機関で実施されたものである（財務法

人自治体国際化協会ロンドン事務所 2008, 64）。（注 2） 

ベスト・バリュー制度は、各地方自治体の提供するサービスを測定・評価し、改善へ導くも

のであるため、現行サービスの水準の評価や改善目標の設定においては、パフォーマンス・イ

ンディケーターと呼ばれる業績指標（Performance Indicators）が用いられる。業績指標には、国

が定めた全国共通の業績指標ならびに各地方自治体が独自に設定した業績指標（Local 

Performance Indicators）があり（注 3）、特に、ベスト・バリュー制度の理念に基づいて設定され

たものは、ベスト・バリュー・パフォーマンス・インディケーター（Best Value Performance 

Indicators: BVPIs）と呼ばれている。（注 4） 

業績指標は、自治体が提供するサービスを数値によって評価するものであるため、地方自治

体の業績を示す客観データとなる。これにより、地方自治体は、過去と現在の実績を比較でき

るほか、他の地方自治体との業績比較が可能になり、地方自治体は業績指標を用いることによ

って組織内部での業績管理の効率化を図ることができる。また、広報資料などに指標によるデ

ータを利用することで、地方自治体の業績が住民にとってより理解しやすいものになる。さら

に、一部の業績指標は政府が補助金の額の配分を決定する際の判断材料にもなっている（財団

法人自治体国際化協会 2006a, 6）。 

このベスト・バリュー制度を基に、2002 年から導入されたものが、包括的業績評価制度

（Comprehensive Performance Assessment: CPA）である。包括的業績評価制度とは、端的に言え

ば、「地法自治体の業績を総合的にランク付けする評価制度（財団法人自治体国際化協会 2006a, 

2）」のことであり、ベスト・バリュー制度における各地方自治体の提供する各サービスの測定・

評価の結果を、自治体全体で評価しようとするものである。（注 5）ベスト・バリュー制度と包

括的業績評価制度は、自治体の業績の向上を目指す上で、相互補完関係にあると言える。 

 

3-2. 英国の公的機関における業績指標 

 ではここで、実際に英国の公的機関において用いられてきた業績指標を参照する。業績指標

は、ベスト・バリュー制度が導入された 2000年度には、国が公式に定めた業績指標と監査委
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員会が提示する監査委員会業績指標の合計 224項目、その他、各地方自治体が独自に設定した

業績指標が採用されていたが（注 6）、2001年度には、実施負担への配慮から、166項目に減

少したとされている（財務法人自治体国際化協会 2003, 173-174）。2001年度に定められていた

ベスト・バリュー・パフォーマンス・インディケーターは、英国の法律制定に関する公式ホー

ムページ（Legislation.gov.uk）における「The Local Government（Best Value）Performance 

Indicators and Performance Standards Order 2001」にて確認できる。（注 7）参考までに、その一

部を図表 2に掲載する。 

 各自治体が、国が指定する業績指標に併せて、独自の業績指標を設定できることは前述のと

おりである。ここでは、一例として、ロンドン地域にあるランベス区（London Borough of Lambeth）

で用いられた業績指標の一部を図表 3に記載する。 

 図表 3 に記載の指標を俯瞰すると、いずれの指標も、本章の 2-1 で示した「インプット（コ

スト含む）」「アウトプット」「アウトカム」のどれかに属していることが解る。（注 8）例えば、

「自治体の健全度」セクションを取り上げてみると、「自治体のサービス全体に満足している住

民の割合」、「オンブズマンに届け出のあった苦情の年間件数」、「地方選挙における投票率」、「カ

ウンシル・タックスの徴収率」は、サービスの提供によって生じる結果であることから、「アウ

トカム」に属する指標であると言える。そして、「受領日から 30日以内に処理された、商品購

入及び役務利用に係わる請求書の割合」は、できあがった成果品に含まれることから、「アウト

プット」に属する指標であると言える。 

また、「教育」セクションでは、「成人一人あたりの成人教育予算」と「中学校における 16歳

以上の生徒一人あたりの教育予算」は「インプット」に属する指標であり、それ以外は全て、

「アウトカム」に属する指標であると言える。 

このように、図表 3に記載のいずれの指標も、上述の 3つの指標概念のいずれかに属してい

るが、その多くは「アウトカム」に属している。これは、ベスト・バリュー制度が、公共サー

ビスを最も効果的（Effective）、経済的（Economic）かつ効率的（Efficient）な手法で提供するこ

とにより、事前に達成目標として設定されたコストや質に関する基準を満たすことを目指して

おり、「最終的な目標はあくまでもアウトカム（成果）にあること（財務法人自治体国際化協会

2006a, 87）」に依拠していると考えられる。 

 また、「アウトカム」に属する指標はいずれも、提供されたサービスが外部（住民等のステー

クホルダー）に及ぼす効果を測定するものとなっており、ここに、地方自治体にとってサービ

スの消費者（顧客）である住民へのサービスの質の向上を図るという政策的観点が窺える。 
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図表 2 BVPIs（2001）の「自治体の健全度」における指標 

 

出典：The official home of UK legislation 2001. https://www.legislation.gov.uk/uksi/2001/724/made 
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図表 3 ロンドン地域にあるランベス区の自治体で 2001年度に用いられた業績指標の例 

 

出典：財団法人自治体国際化協会 2003, 174.  出所：Best Value Performance Plan 2001/02（London Borough of Lambeth） 

 

4. 職性給における業績指標 

4-1. 職性給における労働成果の測定・評価対象 

これまで英国の公的機関で用いられてきた業績指標（BVPIs）を概観してきたが、これらの指

標を職性給に適用することは不可能であると思われる。なぜなら、これらは、Osborne and Gaebler

（1992）や古川・北大路（2001）らの示す一般概念、すなわち第三者的観点に基づいて業績指

標を設定しているからである。一方、職性給の労働成果の測定・評価には、平澤ら（2006）が

示した物理モデルに基づく概念解釈を用いることは前述のとおりである。従って、職性給にお

ける業績指標は、物理モデルの概念解釈、すなわち活動の観点に基づいて検討される必要があ

り、BVPIs から示唆を得ることは可能であっても、これらを職性給に流用することは不可能な

のである。以降では、職性給における業績指標について検討するが、これに先立って、職性給

における労働成果の測定・評価対象を明らかにする。なお、ここで取り扱う労働成果は、非財

務数値によって示される労働成果であることを、再度付言しておく。 
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まず、職性給の労働成果は、労働の質的側面を対象とするものである。なぜなら、職性給で

は、労働の量的側面は、「単位活動あたりの標準活動原価（活動原価標準）×活動数」により、

賃金に反映することが可能であるからである。なお、質的側面であっても、測定・評価の実施

にあたっては、これを計数化する必要があることは前述のとおりであるが、質的側面の計数化

は、あくまで労働の質の数値的表現である点に留意する必要がある。 

次に、職性給における労働成果は、遂行した活動の結果が、設定された活動標準を上回った

場合を対象とするものである。職性給における賃金は、労働者が「遂行した活動」に対して支

払われるが、それは、予め活動標準と設定された作業（群）を完遂した状態をいう。従って、

職性給における労働成果は、完遂された活動の結果が、期待値以上であった場合、すなわち、

設定水準以上であった場合に、既定の賃金に対して、臨時的に追加配分される対象として考案

されるものである。この活動標準を上回る成果を、以降では「質量差異」と称することとする。

（注 9） 

この質量差異は、「遂行主体によって活動の結果が大きく相違する」ことを存在の前提条件と

している。換言すれば、活動結果に差異が出ないものは前提としていないのである。例えば、

「データ入力」や「封入作業」といった活動の出力結果は、常に同じものとなる。「データ入力」

という活動の出力結果であれば、必要なデータがエクセルやワード等のソフトウェアに適切に

入力されていることであるし、「封入作業」という活動の結果であれば、書類等が封筒に適切に

封入されていることである。出力結果が常に同じであるものは、活動標準の設定のみが必要と

なり、水準以上の成果を考案する必要はないのである。敢えて言うならば、ミス率やミス数、

修正回数等は、これらの活動を含む概ね全ての活動に対して設定できると考えられる。 

一方、出力結果が常に同じものとならない活動、例えば「新規文書の作成」や「プレゼンテ

ーション」といったものは、必ず出来栄えや完成度に相違が発生する。従って、職性給におけ

る労働成果は質量差異を対象とするものであるが、実質的には、「活動の遂行によって、その質

量に大きな差異が生じる活動」に限られることとなる。 

 最後に、職性給の労働成果の測定・評価の範囲についても言及しておく。職性給における労

働成果の測定・評価対象は、平澤ら（2006）のいう「アウトプット」である。すなわち、「活動

が自らコントロールできるもの」のみを対象とし、外部要因が影響するため、活動が自らコン

トロールできない「アウトカム」は対象としない。換言すれば、職性給における労働成果の測

定・評価対象は、活動に直接的なもの（出力：アウトプット）に限定され、それ（出力：アウ

トプット）によって発生する影響や効果（結果：アウトカム）は、測定・評価の対象としない

ということである。 

以上をまとめると、職性給の労働成果の測定・評価の対象は、「質量差異の発生が認め得るで

あろう活動」であり、かつ、その範囲は、活動がコントロール可能であるアウトプットである

ということになる。 
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4-2. 職性給における業績指標の検討 

職性給における労働成果の測定・評価の対象と範囲を踏まえた上で、職性給における業績指

標の検討に入る。業績指標は活動毎に設定される活動標準（達成目標）に対する測定指標であ

ることから、そこには必ず「目的や目標」が存在している。これに従えば、職性給における業

績指標も、活動毎に設定する必要があることが解る。これを前提として、以下では、前述の「新

規文書の作成」と「プレゼンテーション」という活動を取り上げ、これらに対する業績指標に

ついて検討する。 

 まず、1 つ目の「新規文書の作成」という活動であるが、文書の作成の目的は、基本的には

「読み手に情報を伝えること」、「情報を保管しておくこと」などに集約される。（注 10）業績

指標は、この目的に従って設定されるため、「読み手に情報を伝える」という目的からすると、

一見、この活動の業績指標は「読み手からの評価（分かり易さ度合い）」と設定されるように思

える。しかし、職性給における労働成果の測定・評価の対象となるのは、この活動のアウトプ

ットであり、アウトカムではない。つまり、測定・評価の対象は、あくまで「活動が自らコン

トロールできるもの」であり、外部の影響を受ける「活動が自らコントロールできないもの」

は対象としないため、読み手という外部の影響を受けるものは指標として採用できないのであ

る。 

 では、この活動の業績指標を考えてみよう。例えば、文書の作成という特質から見れば、「誤

字脱字率」、「修正・校正回数」、「文章表現」などが挙げられる。なお、「文章表現」には、「同

じ表現が繰り返されていない」や「誤った文法用法が用いられていないか」などが含まれるで

あろう。これらは、いずれもミス率やミス数の設定が可能なものであるが、一方で「論点が明

確であるか」といった指標は、カウント不可能であることから、これをいくつかの段階（例え

ば、優・良・可といった 3段階など）毎に得点化し、第三者による評価を行い、指標を計数化

する必要があると言えるであろう。 

 次に、2 つ目の「プレゼンテーション」という活動であるが、聞き手の評価を業績指標とし

て利用できない点は、1 つ目の指標と同様である。なお、プレゼンテーションは、プレゼンテ

ーターの声や抑揚等、人的要素が活動に現れるものであるが、「聞き取りやすい声」「ハキハキ

話す」といった属人的要素は、職性給では評価の対象としないことを付言しておく。これを踏

まえて、この活動の業績指標を考えてみると、例えば、「資料の情報量」や、「資料構成度」な

どが挙げられる。「資料の情報量」では、文字数やページ数の設定が可能であるほか、「資料構

成度」では、説明内容と資料の構成における適正性などが考えられる。 

 図表 4は、「新規文書の作成」という活動を例にとって作成した業績指標シートである。こ

れはあくまで一例であるが、このシートに照らせば、この活動では、最低 1点～最大 10点ま

での加点が可能であることが解る。このシートとは別に、得点別に賃金追加配分率（賃金上乗

せ分）を定めておけば、労働成果を賃金に反映することができると考えられる。例えば、図表

5のように、2点毎に、2％ずつ追加配分されるとすれば、10点を獲得した活動は、10％の追

加配分を受けることになる。この活動の賃金が 1,000円であった場合は、100円の賃金が追加
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配分され、結果、この活動は 1,100円の賃金分配を受けることになる。 

 

図表 4 「新規文書の作成」活動における業績指標シート 

業績指標 
活動水準 

（標準値） 
質量差異の値 得点 

誤字脱字率 0.1％ 
～0.05％ 

0.04％～ 

1点 

2点 

修正・校正回数 3回 
1～2回以内 

0回 

1点 

2点 

文章表現① 

繰り返し表現の箇所数 
3個 

1～2個以内 

0個 

1点 

2点 

文章表現② 

誤った文法の箇所数 
3個 

1～2個以内 

0個 

1点 

2点 

論点の明確性 可 
良 

優 

1点 

2点 

出典：筆者作成。 

 

図表 5 得点別追加配分率 

得点範囲 
追加配分率 

（賃金上乗せ分） 

1～2点 2％ 

3～4点 4％ 

4～6点 6％ 

7～8点 8％ 

9～10点 10％ 

出典：筆者作成。 

 

5、職務給制度との比較に向けて 

 これまでの議論をまとめると次のとおりである。第 4章では、労働の質的側面に焦点をあて、

非財務数値によって示される労働成果の計数化と測定・評価に向けて、職性給における業績指

標の検討を行った。これを検討するにあたり、業績指標という概念ならびに活動の遂行によっ

て発生する「アウトプット」と「アウトカム」という概念について整理し、英国の公的機関で

用いられた業績指標（BVPIs）やその導入背景について概観した。 
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その結果、職性給は活動を機軸とした概念フレームであることから、「アウトカム」を指向す

る BVPIsを業績指標として流用することは適切ではなく、活動がコントロール可能である「ア

ウトプット」を指向する業績指標を設定する必要あることが明らかになった。また、職性給に

おける労働成果の測定・評価では、労働の質を計数化し、それを測定可能な量として捉えるこ

とから、設定した活動水準を上回る成果を質量差異と称し、測定・評価の対象を「活動の遂行

によってその質量に大きな差異が生じ得る活動」とした。 

前節で述べた、業績指標シートや得点追加配分率など、職性給の機軸である「活動」に個別

的に帰属する業績指標、いわば活動業績指標（Activity Performance Indicators: APIs）が示せたこ

とは一定の成果であると考えられる。しかし、取り上げた活動における業績指標は一例でしか

なく、今後さらに多くの活動とその業績指標を検討し、ある程度の定式化が必要となると思わ

れる。また、活動業績指標は、職性給における労働成果の測定・評価の一手段であるが、「全て

の業績を貨幣単位などの客観的に測定可能な単位で測定することは不可能なことであり、不完

全な測定にならざるを得ない（石川 2004, 166）」（注 11）ことにも留意しておく必要がある。 

第 2章から本章に至るまで、「労働成果の測定・評価と賃金への反映」を目指し、活動原価を

賃金算定の指標とする職性給の概念フレームについて考察を行ってきたが、ここで、職性給と

近似すると考えられる職務給という制度給についても取り上げておく必要がある。職務給（注

12）とは、労働者が担当する職務に対して支払われる賃金形態であると理解されており、職務

分析・職務評価により職務の難易度・責任度などを決定し、それに基づき賃金を算定するもの

である（副田 1969, 26; 笹島 2001, 35）。（注 13）職務給は、「任務や業務」である職務（仕事）

に焦点を当てている点、そしてその「任務や業務」の難易度や責任度、及び時間を賃金の算定

に用いる点で、職性給と近似すると捉えられる。従って、次章では、職務給、なかでも、英国

の公的機関に導入されている職務評価制度（Job Evaluation System）について観察し、（注 14）

職性給との比較検討を行い、職性給の特徴を明確にする。 

 

 

 

注 釈 

注 1 古川・北大路（2001）は、公共部門における業績評価について議論しているため、著書で 

は、「アウトプットを提供したサービスやできあがった施設を示す」と表現しているが、こ 

れを一般化して解釈し、「提供したサービスやできあがった成果品」と表現している。 

注 2 ベスト・バリュー制度の大まかな枠組みは、以下の図のとおりである。以下の図から、 

ベスト・バリュー制度が、業績の持続的な改善を目指すよう PDCAサイクルを法的義務と 

して定めるものであることが解る。 
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出典：財務法人自治体国際化協会ロンドン事務所 2008, 65. 

 

注 3 石川（2004）によると、英国において初めて業績指標が導入されたのは 1993年のメジャ 

ー政権においてであるとされている。業績指標が導入されてからは、監査委員会（Audit  

Commission）が業績指標を作成し、公表する義務を負ってきた。これは監査委員会業績指 

標（Audit Commission Performance Indicators）と呼ばれるものである。ブレア政権は、この 

指標に加えて、ベスト・バリュー業績指標を使用して地方自治体の業績を測定することを 

義務付けたが、監査委員会業績指標は 2001年度より廃止されている（石川 2004, 163）。 

注 4 BVPIsの対象項目の改廃や新設については、年に一度見直しが行われるが、使用され 
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る業績指標が頻繁に変更されると業績比較が困難になるため、基本的に、変更は最小限に

留めるものとされている（財団法人自治体国際化協会 2006a, 6-7）。なお、見直しにあたっ

ては、地方自治体の公共サービス協定（Public Service Agreement: PSA）に整合して作成さ

れる（石川 2004, 163）が、PSAで設定した達成目標における達成状況の測定・分析のため

に用いられているのが、1999年に公表された財務省（HM Treasury）による「アウトプット

業績分析（Output and Performance Analysis: OPA）」である（財団法人自治体国際化協会 2006b, 

32）。OPAには、「OPAは達成目標の測定・分析のための指標を示すものであるが、これら

は発展途中であり、今後も発展を続けていくだろう」と記載されている（HM Treasury 1999, 

2）。 

 下記は、実際にOPAに記載されている目標とその測定・評価のための業績指標の一部で 

ある。ここに記載のいくつかの指標は、図表 3に示すロンドン地域にあるランベス区自治 

体で用いられている「教育」セクションの指標として利用されていることが窺える。 
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出典：HM Treasury 1999, 6. 

 

注 5 ベスト・バリュー制度によって、地方自治体が提供するサービスを個々に測定・評価し

た結果、同自治体内においても各サービスの業績にばらつき見られた。そこで、個別に行

われるサービスの測定・評価の結果を 1つにまとめ、業績と改善ポイントを明らかにする

とともに、地方自治体の組織運営能力についても評価すべきであるとの観点から、地方自

治体の総合評価制度である包括的業績評価制度が導入されることとなった（財団法人自治

体国際化協会ロンドン事務所 2006a, 2）。 

注 6 前述の通り、監査委員会業績指標は、2001年度から廃止となっている。 
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注 7  https://www.legislation.gov.uk/uksi/2001/724/made   

2020年 7月 19日閲覧。 

注 8 ここでの指標は、古川・北大路（2001）やOsborne and Gaebler （1992）の示す定義に準

ずるものである。 

注 9 ここでいう質量差異とは、一般的に用いられている「質量（物体が有する物質の量）」を 

意味するものではない。本稿では、労働の「質」的側面に焦点をあて、これを計数化する

ことで、その測定・評価を行おうとするものであるため、「測定の対象となり、大小の比較

が可能なもの」という意味で「量」を用いている。すなわち、労働の質を計数化すること

で、測定の対象となり、大小の比較を可能にする（量化する）ことから、「質量差異」とい

う文言を用いている。換言すれば、質量差異の質量は、「質量（mass）」ではなく、「質の量

（quantity of quality）」であると表現できる。 

注 10 「情報を保管しておくこと」の目的は、記載の情報をのちに確認できるようにしておく

ことであり、確認手に情報を伝えるという意味では、「読み手に情報を伝えること」に集約

されるであろう。 

注 11 石川（2004）はこの指摘をするにあたり、山本（2002）の「政策評価とガバナンス」『公

共政策研究』第 2号: 26-39を参照している。 

注 12 本稿でいう職務は「経営者が労働者個人に割りあてて、労働者個人が担当すべきとされ 

る任務や業務（遠藤 2014, 72-73）」を指し、職務給は、「社員が実際に担当している職務の 

難易度・責任度を基準として決める賃金（笹島 1995, 44）」を指す。 

注 13 副田（1969）によれば、日本経営者団体連盟（1969）は、「職務給とは一般的にはまず職 

務分析により職務の内容を明らかにした後、 職務評価により職務の格付を行うこと、即ち 

職務の重要度、困難度に関する共通点と相違点によって職務の等級を定め、これと賃金と 

を結びつけ組織的に秩序づけた給与制度である（日本経営者団体連盟 1969, 34）」と定義し 

ているとされる。 

注 14 職務給は、我が国における職能給等との対比的文脈においてつけられた名前であり、海 

外においては職務給という言葉は存在しない。我が国でいう職務給は、一般的に、”Job  

Evaluation”（職務評価）として理解されている。 
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第 5章 職性給の特異性 

1. 職性給の要点整理 

 本章は、職性給と職務給との比較検討を行い、職性給の特徴を明らかにするものであるが、

これに先立って、これまでの議論を整理し、職性給の要点を明らかにしておく。我が国では、

労働時間法制の下、所定労働時間を前提として賃金が支払われている。（小川 2019b,154）（注 1）

そのため、年齢給や職能給ならびに職務給（注 2）などの諸種の賃金制度が存在するが、いず

れにしても、労働者が賃金の支払いを受けるには、所定労働時間内は職場で拘束されること（注

3）に変わりはない。誤解を恐れずに言えば、現行の賃金制度では、時間拘束に対して賃金が支

払われているのである。たとえ、年や月、週、日といった賃金の算定単位は異なったとしても、

拘束時間に対して賃金が支払われることに変わりはなく、現行の制度では、時間賃率の概念が

共通の認識観として据え置かれているのである。 

 一考すべきは、この時間賃率という概念である。時間は普遍的な単位であり、測定・評価が

容易であることから、労働成果の代理変数として広く用いられている。しかし、現実には、作

業内容が同質・同性（注 4）でない限り、労働時間と労働成果は相関比例にあるとは言い難く、

仮にそうであった場合においても、労働者の能率には個人差があるため、単位時間あたりの労

働の密度や労働成果は異なるはずである。それにも関わらず、現行の制度では、人件費を時間

によって労働者（人）に分配しているため、労働成果が賃金に反映されないという、不意の状

況が生み出されているのである。この時間賃率という存在は、時間拘束を生み出していると同

時に、労働成果の測定・評価と賃金への反映、ひいては、労働市場の自由化の阻害要因となっ

ていることは、既に述べてきたとおりである。 

賃金が労働対価であることに鑑みれば、賃金は労働成果に対して支払われるべきものである。

これを実現するためには、拘束時間あたりの賃率（時間賃率）ではなく、活動（労働成果）あ

たりの賃率（活動賃率）を設定する必要がある。さらに、労働には、難易度の高いものと低い

ものが存在することを踏まえれば、活動賃率は、遂行した活動（労働成果）の難易度に応じて

設定されなければならない。これを労働成果による人件費の配分と言うならば、現状の時間賃

率を前提とした制度では、その実現が困難であることが解る。 

これに対して、これまで議論してきた職性給は、活動原価に基づいて活動賃率を設定し、労

働成果と賃金を相関比例させることを目指すものである。（注 5）職性給は、活動原価会計の手

法を用いることにより、経営資源である人件費予算を活動に直接的に連関させる。これにより、

従来の労働成果と無機的な時間による人件費の分配という概念から、労働成果と相関的な活動

による人件費の配分という概念へと認識変更することが可能になり、労働成果に基づく人件費

の適正配分を達成するのである。（注 6）（注 7）これを踏まえた上で、以降、職務給という概念

についての議論に入る。 
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2. 職務給という概念 

2-1. 職務給という概念 

 職性給に近似する概念を有する制度給に、職務給というものがある。職務給とは、「職務分析・

職務評価により職務の難易度・責任度を決定し、それに基づき賃金を算定する（副田 1969, 26;

笹島 2001, 35）」制度であり、一般的には、担当する職務（注 8）の「難易度」に基づいて賃金

が支払われる制度という解釈がなされている。表層的な解釈の中では、職務給と職性給は極め

て近似するものとして捉えられる。なぜなら、いずれも「難易度」という観点を含み、これを

賃金に反映させようとする点で共通しているからである。（注 9）しかしながら、職性給でいう

難易度と職務給でいう難易度は、概念上異なるものである。これらの相違を明らかにするにあ

たり、まずは、職務給という概念について概観する。 

 職務給は 1871年に米国国家公務員任用委員会において、または 1880年代に Taylorによって

提唱されたことに起源を持つとされている（Lawler and Jenkins 1992, 16）。（注 10）我が国にお

いても 1950 年代に米国の職務評価が導入され、それまでの電産型賃金体系に移植する形で職

務給が推進された経緯がある（笹島 2012, 39-40; 橋村 2012, 136-137）。そのため、我が国で職務

給について論じる場合には、欧米型と日本型があることを踏まえておかなければならない。（注

11） 

職務給における職務分析・評価は、基本的には、①職務分析・調査、②職務記述書の作成、

③職務評価というプロセスで行われる。まず、職務分析・調査では、特有事項や職務要件等に

ついて、面接や質問票、参与観察といった方法で調査・分析が行われる。この結果に基づき、

職務記述書の作成では、職務名や概要、職務に必要な知識・技術、作業条件等のほか、教育水

準、経験年数、能力や技術・技能の程度、職業資格等が記載される。そして、職務記述書に基

づき、組織にとっての当該職務の重要度（職務価値）が決定されるという流れとなっている（笹

島 2001, 35-43, 45）。 

職務評価にはいくつかの方法がある（注 12）が、最も広く普及しているものは得点要素法

（point factor method）であるとされている（遠藤 2008, 29; 笹島 2008, 53）。得点要素法では、ま

ず、賃金決定のための評価要素（compensable factor）と要素毎のレベルとその得点を設定する。

次に評価要素毎の得点が合計され、その合計値を職務の価値とする（笹島 2001, 54-58）。換言す

れば、「各職務の価値を点数でもって数量的に評定（副田 1969, 50）」しようとするものである

と言えよう。計測された職務価値に基づき、職務は、職務グレード（職務等級）に振り分けら

れ、グレード毎に設定された賃金表に照合され、最終的に賃金が決定する（笹島 2008, 30-31）。

職務グレードと賃金表は、別途設定されておく必要がある。 

得点要素法は、組織が自由に評価要素や要素毎のレベルとその得点を設定するため、得点の

設定に客観性がないというデメリットを持つ（笹島 2001, 58）。しかしながら、これは得点要素

法に限ったことではない。副田（1969）は、職務評価は全過程を通じて人為と判断とが加えら

れるため、本質的に主観的であるという。そして、ここで客観性を担保するためには、「この人

為と判断とにおいてどこまで個人性を排し、恣意性を取り除くか」が重要であると指摘してい
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る（副田 1969, 52）。このように、職務給は、仕事の難易度や責任度を計数化して評定し、賃金

に反映させようとするものであることが解る。ここに、職性給との近似性があると考えられる。 

 

2-2. 英国の公的機関における職務評価 

2-2-1. 全国統一職務評価 

 以上が職務給についての概説であるが、ここで、実際に行われている職務評価について取り

上げる。以下は、英国の公的機関にて用いられている職務評価である。 

英国では、地方公務員やNHSを対象とした職務評価が導入されている。例えば、地方公務員

を対象とした職務評価には、地方自治体雇用者協会（Local Government Employers）が主導する

全国統一職務評価（Local Government Single Status Job Evaluation）（ロンドン地域を除く）（注 13）

や、ロンドン地域の地方自治体で用いられている職務評価（Greater London Provincial  

Council Job Evaluation）（注 14）があるほか、英国の国民医療サービスであるNHSではNHS Job 

Evaluation（注 15）が用いられている。団体や機関によって、評価要素やレベル、得点配分など

は異なっているが、仕事の難易度や責任度を計数化して評定し、賃金に反映させようとする点

では共通しており、いずれにおいても得点要素法が用いられている。以下では、一例として、

地方自治体雇用者協会が主導する全国統一職務評価について取り上げる。 

全国統一職務評価は、1997年の地方自治体労働者の賃金と労働条件に関する「全国統一地位

協約」で合意された 150万人の地方公務員を対象としており、全ての職種に同一の職務評価を

実施することを目指すものである（森 2008, 75）。全国統一職務評価にて実際に用いられている

職務評価表が図表 1である。そして、これを訳したものが図表 2である。 

表の横軸にあるメインファクターは「知識・技能（Knowledge and Skills）」、「負荷の要請（Effort 

Demands）」、「責任（Responsibilities）」、「環境による要請（Environmental Demands）」の 4項目で

ある（注 16）が、そのなかにサブファクタ―として 13 項目が設定されている。概観してみる

と、「知識・技能」ファクターには、「精神的技能」や「コミュニケーション能力」、「負荷の要

請」ファクターには、「精神的負荷」・「感情的負荷」、「責任」ファクターには「人に対する責任」

や「従業員の管理監督などに対する責任」などが含まれており、評価項目は職務遂行者の職務

遂行能力や職務遂行上の負担を考慮する内容となっていることが解る。サブファクターはそれ

ぞれレベル別に詳細な定義がなされている。一例として、「知識・技能」ファクターの「1.知識

レベル」の定義を、図表 3に記載している。（注 17） 

 表の縦軸は要素毎のレベルとなっており、レベルに応じて要素毎に得点が配分されている。

なお、それぞれのレベルについては別途個別に定義されている。同じく縦軸にある「Factor％」

は、全体（100％）から見た各サブファクタ―の比重（％）であり、各サブファクタ―の最高点

がそれに対応する形になっている。比重の高さは、組織にとっての価値の高さを示している。 

 職務評価表により算出されたスコアは、別途用意された得点別の職務グレードとそれに対応

する賃金表に照合され、実際の賃金が決定されることは前述の通りである。稲継（2011）によ

ると、どのグレードにどの職務を具体的に位置付けるかは、各地本自治体の裁量であるとされ
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ている（稲次 2011, 113）。一例として、英国のグロスタシャー州（Gloucester）における職務グ

レードとそれに対応する賃金表を図表 4に記載する。なお、この賃金表は図表 1の職務評価表

に基づいて設定されたものである。 

図表 1 地方自治体雇用者協会における職務評価表 

 

出典：NATIONAL JOINT COUNCIL FOR LOCAL GOVERNMENT SERVICES 2019, 86. 
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図表 2 地方自治体雇用者協会における職務評価表（図表 1）の日訳 

 

出典：森 2008, 76、出所：Local Government Employers 2000. 
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図表 3 「知識・技能」ファクターの「1.知識レベル」の定義 

 

出典：NATIONAL JOINT COUNCIL for LOCAL GOVERNMENT SERVICES 2019, 42. 
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図表 4 英国グロスタシャ―州における職務グレードとそれに対応する賃金表 

 

出典： https://www.gloucestershire.gov.uk （注 18） 
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2-2-2. ロンドン地域の自治体における職務評価 

次に、ロンドン地域の地方自治体で用いられている職務評価（Greater London Provincial  

Council Job Evaluation）について取り上げる。稲継・池田 （2011）によると、英国では、各地方

自治体は、前述の地方自治体雇用者協会（Local Government Employers）が主導するナショナル・

スタンダードモデル（Local Government Single Status Job Evaluation）に限定されることなく、そ

れぞれ異なる職務評価モデルを利用できるとされている（稲継・池田 2011、114）。これに従い、

ロンドン地域における地方自治体ではGLPCモデル（主にロンドン地域で用いられている職務

評価モデル：Greater London Provincial Councilモデル）を採用している。図表 5は、ロンドン地

域で利用されている職務評価表である。（注 19）（注 20）（注 21） 

GLPC モデルでは、前述のナショナル・スタンダードモデルほど細かなサブファクターの設

定は見受けられないが、それぞれのファクターのレベルの設定段階数ならびに最高得点が異な

っており、ここから、最も重要視しているのは、「知識及び技能（Knowledge and Skills）」、次い

で、「接触及び対人関係（Contacts and Relationships）」であることが解る。 

全てを取り上げることはできないが、例えば、「部下職員の監督・管理（Supervision/ 

Management of People）」ファクターは、監督・管理上の責務の範囲及び監督・管理すべき業務

の性質に関する評価項目であり、常勤、臨時と言った部下職員の種類、人数、単純業務や立案

業務といった業務の性質などによって評価レベルが決定する。そして、「接触及び対人関係

（Contacts and Relationships）」ファクターは、職務における関係者との接触の種類や職務の過

程で維持しなければならない人間関係の性質に関する評価項目であり、カウンセリング、プレ

ゼンテーション、交渉と言った関係者との接触の種類、単純や複雑といった接触により交換さ

れる情報の性質などによって評価レベルが決定するとされている（稲継・池田 2011, 116）。こ

のように、GLPCモデルでは、職務に求められる能力や専門性を測るコア要素として、11の

評価項目が抽出されており、各評価項目にはそれぞれ、能力・専門性の困難度に応じたレベル

が設定されている（稲継・池田 2011、114）。 
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図表 5 ロンドン地域の自治体における職務評価表 

 

出典：Greater London Employers’Association 2000, 18. 
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2-2-3. NHSにおける職務評価 

最後に、英国の国民医療サービスであるNHSで用いられているNHS Job Evaluationについて

も触れておく。図表 6は、NHSで実際に用いられている職務評価表である。（注 22） 

 NHSの職務評価表は、上述の 2つのようなサブファクターは設定されていないが、代わりに

ファクター自体が数多く設定されている。なお、レベルの設定段階数および最高得点から、最

も重要視されているのは「知識・教育・経験（Knowledge, training and Experience）」であり、そ

の他の最高得点の配置は同様であるものの、レベルの設定段階から、次いでは、「患者や顧客の

世話に対する責任（Responsibility-patient/client care）」、「情報資源に対する責任（Responsibility-

information resources）」、「コミュニケーション・対人関係スキル（Communication and Relationship 

skills）」他と並ぶことが解る。 

 一連の職務評価を概観すると、組織や職業によって重要視されている評価項目が異なること

が解る。一方、上述の職務評価に共通する点として、各モデルの評価項目はいずれも、職務の

遂行に必要となる人の能力や専門性、職務遂行にかかる負担のレベルを問うものであることが

挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



80 

 

図表 6 NHSにおける職務評価表 

 

出典：THE NATIONAL STAFF COUNCIL WORKING IN PARTNERSHIP JOB EVALUATION GROUP 

2016, 74. 
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3. 職務給と職性給との比較 

3-1. 職務給と職性給との比較 

3-1-1. 概念的相違 

 これまで英国の公的機関で用いられている職務評価制度を概観してきたが、明らかになった

ことは、いずれの職務評価においても、評価項目は職務遂行者の職務遂行能力や、職務上の負

担を問うものとなっていることである。 

職務給は、職務の難易度を計数化して評定し、賃金に反映させようとするものであり、その

計数化と評価には、主に得点要素法が用いられている。職務給でいう「職務の難易度」は、フ

ァクターとレベルに反映され、重要視されるファクターには高得点が配分される。サブファク

ターの設定に関しては、職種や組織によって多少の相違はあるが、上述の全ての職務評価表に

おいて共通する「知識・技能（Knowledge and Skills）」、「負荷の要請（Effort Demands）」、「責任

（Responsibilities）」、「環境による要請（Environmental Demands）」（注 23）の 4項目は、英国に

限らず、米国やカナダにおいても、職務評価における評価項目の公式見解として用いられてい

る（笹島 2008, 54-55）。この点に鑑みても、職務評価が「人的要素（人の能力や人にかかる負担

の程度）」を対象とした評価制度であることに、間違いはないであろう。これを前提とした上で、

ここでは、職務給と職性給との概念的相違について検討したい。 

まず、職務給と職性給との概念的相違点として、「人」の存在の有無が挙げられる。職務給で

は、「概ね一人の従業員が、責任をもって遂行すべき精神的、肉体的活動を要する仕事の集まり

を指す（注 24）」という厚生労働省による職務の定義や、会社法第 362条、381条などの条文か

らも明らかであるように、任務や業務に取り組む「人（労働者）」の存在を前提としている。こ

れに対し、職性給は、これまで議論してきたとおり、「人」を前提とするものではない。職性給

は、生産主体を人ではなく、活動であると認識することにより、活動そのものに焦点をあて、

「人」を活動の遂行に必要となる一要素として認識するものである。これに照らせば、職務は

労働の個人的単位であり、職性給における活動は、労働又は作業そのものの単位であると表現

することができる。 

 次の相違点として、「賃率」が挙げられる。職務給は、多くの場合、その算定において、所定

労働時間を前提としている（副田 1969, 34; 遠藤 2014, 81-82）。（注 25）一方、職性給は、これ

を前提としていない。（注 26）職性給は、活動の遂行時間を賃金の算定の 1 つの根拠として考

慮するものの、活動あたりの賃金を決定するものである。従って、職務給は、拘束時間あたり

の賃率に、職務の難易度を反映しようとするものであり、職性給は、活動あたりの賃率に、活

動の難易度を反映しようとするものであると言える。 

さらに付言するならば、職務給と職性給は、「個別性」においても相違すると言えるであろう。

職性給では、各活動を個体として捉え、活動毎に難易度を判定するのに対し、職務給では、労

働者が担当する任務や業務を集合体として捉え、職務総合的に難易度を判定するものである。 

 職務給は、「人」の存在と労働時間制を前提としていることから、第 1章で議論した「人」「労

働時間」「賃金」の三位一体の関係性の中に存在する概念であると解釈できる。人件費を「時間」
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によって「人（労働者）」に分配する賃金制度を人あたり賃金と称するならば、職務給は、人あ

たり賃金の一形態であると言える。人あたり賃金は、賃金の集計場所を「人」とするものであ

る。これに対し、職性給は、人件費を加重配賦係数によって活動（労働成果）に配分する賃金

制度であることから、活動あたり賃金と称することができる。活動あたり賃金は、賃金の集計

場所を「活動」とするものである。（注 27）このことから、職務給と職性給では、「人件費予算

（賃金）の集計場所」も相違することが解る。 

 

3-1-2. 難易度における相違 

 職務給と職性給との概念的相違を踏まえ、ここでは、難易度における相違について検討した

い。職務給も職性給も、仕事の難易度を賃金に反映しようとする指向性においては共通してお

り、この点を検討することは重要であると考えられる。 

職務給のいう難易度は、「知識・技能（Knowledge and Skills）」、「負荷の要請（Effort Demands）」、

「責任（Responsibilities）」、「環境による要請（Environmental Demands）」を主軸としており、「人

的要素（人の能力や人にかかる負担の程度）」を評価するものであることは、前述のとおりであ

る。一方、職性給における難易度は、活動の遂行に必要とされる知識、技術、技能の水準を指

すが、これは「人的要素」に依拠するものではなく、活動を客観的に描写ないし評価するため

に用いられるものである。   

職性給は、活動原価管理の手法を応用し、活動原価（＝賃金）の測定・評価に活動の難易度

を反映させようとするものであり、その計数化と評価には、加重配賦係数（難易度×時間）を

用いる。このように、職性給における難易度は、活動原価の測定・評価のための尺度であり、

その目的は活動原価の管理にある。すなわち、この難易度は、活動の遂行難易度の高低を客観

的に示すだけの「活動に固有の尺度」である必要があると言える。これに対し、職務給におけ

る難易度は、「人的要素（人の能力）に依拠する尺度」であると解釈することができる。職務は、

必ず人を介在して存在する必要があり、単独では存在できない概念であることに鑑みると、職

務の難易度が人に依拠することは当然であると言えるかもしれない。 

職務給においても、職性給においても、（仕事の）遂行主体は人であることから、表面的には、

いずれの難易度も「人が遂行する作業の難しさ」を指すように見えるであろう。しかしながら、

これらの実態は「人的要素（人の能力）の尺度」となるものと、「活動原価の測定・評価の尺度」

となるものであり、全く異なるものとして認識し、取り扱う必要がある。これは、職務給の目

的が公平な賃金の実現（森 2008, 73-75; 2010, 21-26）にあり、職性給の目的が経営資源の適正配

分ならびに原価管理であることからも明らかとなろう。換言すれば、職務給の難易度は人基準

であり、職性給の難易度は活動基準であると解釈することができる。以上の議論をまとめたも

のが図表 7である。このように、職務給と職性給は、賃金を受けとる者は共に労働者であって

も、その前提とするところや認識観、そして賃金の算定方法などにおいて、大きく異なるもの

なのである。 
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図表 7 職務給と職性給の比較表 

 職務給 職性給 

目的 公平な賃金の実現 適正な賃金算定 

組織における 

単位区分 

個人担当分 

（労働の個人的単位） 

一定の作業群分 

（＝労働又は作業そのものの単位） 

個別性 総合的・集合的 個別的 

遂行主体 人 人 

賃金支払単位 

（賃率） 

所定労働時間 

（時間賃率） 

活動 

（活動賃率） 

賃金集計場所 人 活動 

評価対象 
人的要素 

（職務遂行能力や負担の度合い） 
活動そのもの 

難易度の取扱 
人的要素に依拠する尺度 

人基準 

活動原価の測定・評価の尺度 

活動基準 

出典：筆者作成。 

 

3-2. 職務給と職性給との賃金算定における比較 

職務給と職性給は、難易度の高い任務・業務に対して、より高い賃金を配分しようとする指

向性においては共通している。そこで実際に、職務給の算定例（注 28）を用いて、職性給にお

ける加重配賦係数を用いた配賦例と比較を行うこととする。 

職務給は人を前提としているため、そこにまず労働者が登場する。労働者はX、Y、Zの 3名

であると仮定する。そして、それぞれに P、Q、Rという任務が与えられている。詳細はここで

は割愛するが、それぞれの任務には、予め、評価点とそれ基づいた賃金が定められている。例

えば、P という任務の評価点は 300 点、Q は 200 点、R は 100 点であり、評価点に応じた賃金

は、300 点以上であれば 30 万円、200～299 点以上であれば 20 万円、100～199 点であれば 10

万円という具合である。この場合、結果的に X は 30 万円、Y は 20 万円、Z は 10 万円の賃金

を獲得することになる。これをまとめたものが表 8である。 

 次に、職性給を上述の例に照らして考えてみる。職性給は人を前提としていないため、活動

X、Y、Zの存在が前提となる。（注 29）これらの遂行に必要となる時間は、それぞれ 40時間と

等しく、難易度は、それぞれ 3、2、1であるとする。職性給では、人件費予算が、加重配賦係

数（難易度×時間）により、それぞれの活動に配賦される。従って、人件費予算が 60万円であ

った場合、加重配賦係数はそれぞれ、120、80、40であることから、活動Xは 30万円、活動Y

は 20万円、活動 Zは 10万円の賃金（配賦原価）を付随するようになる。そして、これらの活
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動を、労働者A、B、Cがそれぞれ遂行した場合、結果的に、労働者Aは 30万円、労働者 Bは

20万円、労働者 Cは 10万円の賃金を獲得することになる。これをまとめたものが表 9である。 

このように、職務給と職性給では、労働者に対して支払われる賃金額が結果的に同額となっ

ても、賃金算定におけるプロセスが大きく異なることが示される。職務給では労働者の任務の

評価点を予め決まっている賃金表などに照合し、賃金が算定されているのに対して、職性給で

は、活動 1つ 1つの難易度を考慮し、経営資源である人件費予算と連関して賃金が算定されて

いる。また、繰り返すことになるが、職性給が、職務給のように人の存在や所定労働時間を前

提として賃金を算定するものではないことが、賃金算定のプロセスから、より明らかとなった

と言えよう。 

 

表 8 職務給における賃金の算定 

労働者 職務 
職務 

評価点 

所定 

労働時間 
賃金 比率 

A P 300点 40時間 
評価点 300点の 

場合の基本賃金 
30万円 3.0 

B Q 200点 40時間 
評価点 200点の 

場合の基本賃金 
20万円 2.0 

C R 100点 40時間 
評価点 100点の 

場合の基本賃金 
10万円 1.0 

人件費（予算）合計  60万円  

出典：小川 2020a. 

表 9 職性給における賃金の算定 

労働者 活動 難易度 遂行時間 加重配賦係数 賃金 比率 

A X 3 40時間 120 30万円 3.0 

B Y 2 40時間 80 20万円 2.0 

C Z 1 40時間 40 10万円 1.0 

人件費（予算）合計 60万円  

出典：小川 2020a.（筆者により改変。） 
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3-3. 職性給の概念的優位性 

既に見てきたように、職性給の優位性は、「人」を賃金の集計単位とせず、活動毎に賃金を算

定できることにある。そしてその賃金は、個々の活動がもつ難易度を反映した額となる。 

近似概念とされる職務給は、職務評価点に基づき、労働者の任務の価値を総合的に測定・評

価する。労働者の賃金は、所定労働時間内の勤務を前提としながら、任務の評価点に応じて決

定される。このように、職務給は、暗黙のうちに、人と労働時間制を賃金算定の前提条件とし

ており、これが、職務給が人あたり賃金の一形態であると表現される所以である。  

一方、職性給は、加重配賦係数により、個別的に各活動の価値を測定・評価する。加重配賦

係数の設定においては、労使の参画を必要とするが、確定した加重配賦係数は活動固有のもの

となり、人件費予算との関係性において、活動毎の賃金を決定する。そして、労働者の賃金は、

自らが遂行した活動によって決定される。 

職性給は、活動毎の難易度に応じた賃金を個別的に設定することができるため、職務給に比

べて、より柔軟な賃金配分を可能とすると言える。さらに、職性給は、労働時間制を前提とし

ない制度であるため、労働市場の自由化への貢献が期待できることは、繰り返し述べてきてい

るとおりである。 

 

4. 職性給における難易度の計数化に向けて  

 これまでの議論をまとめると次のとおりである。第 5章では、仕事の難易度を賃金に反映し

ようとする点で職性給と近似すると考えられる職務給について観察し、職性給との比較検討を

行った。具体例として、英国の公的機関で実際に用いられている職務評価制度を 3つ取り上げ、

これらを観察した。その結果、職種や組織形態によって評価項目や重要視する項目に多少の相

違はあるものの、基本的には、英国やカナダ、アメリカ等の国で公式見解とされている「知識・

技能（Knowledge and Skills）」、「負荷の要請（Effort Demands）」、「責任（Responsibilities）」、「環

境による要請（Environmental Demands）」という 4つの項目が評価基盤となっており、いずれの

評価制度においても共通していること、さらには、各モデルの評価項目は、いずれも、職務の

遂行に必要となる人の能力や専門性、職務遂行にかかる負担のレベルを問うものであることを

確認できた。 

これを前提に、職務給と職性給との比較検討を行った結果、これらは、難易度を賃金に反映

しようとする指向性においては共通するものの、これらは大きく相違するものであることが明

らかになった。これらの相違点を端的に述べれば、次のようになる。第 1に、職務給は、人を

前提とする概念であるが、職性給は人を前提としない概念である。第 2に、職務給における職

務（仕事）は、「労働の個人的単位」であり、職性給における活動（仕事）は、「一定の作業群」

である。第 3に、職務は、より総合的・集合的な概念であり、活動は、より個別的な概念であ

る。第 4に、職務給は、所定労働時間を前提とし、時間賃率を賃金算定に用いるが、職性給は、

所定労働時間を前提とせず、活動賃率を賃金算定に用いる。第五に、職務給の賃金の集計場所

は人であるが、職性給における賃金の集計場所は活動である。次いでは、職務給と職性給は、
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いずれも同じ「難易度」という概念を用いているが、職務給の難易度は「人的要素に依拠する

尺度」であり、職性給のそれは「活動原価の測定・評価の尺度」であることも明らかになった。

また、職務給と職性給との賃金算定プロセスの比較を行った結果、人件費との連関性において、

職務給は間接的、職性給は直接的であることが明示された。このように、職務給と職性給は、

概念フレームが大きくことなることが明らかになったのである。これを踏まえて、最終章であ

る次章では、職性給における難易度に焦点をあて、その計数化の手続きについて考察する。 

 

 

 

注 釈 

注 1 本稿ではこれを労働時間制と称している。 

注 2 ここでいう職務給は日本型職務給であり、欧米における職務評価制度とは区別される必 

要がある。 

注 3 時間拘束は、リモートワークなどの遠隔的拘束も含む。 

注 4 同質とは同じ内容、同性とは同じ特性を指す（小川 2019b,157）。測定対象が、測定単位 

以外において全く等しい状態でなければ、本来、測定結果の信憑性は低いはずである。 

注 5 職性給では、活動原価会計の手法を用いて、人件費予算を、難易度と時間を軸とした加 

重配賦係数によって活動に配賦し、それを労働者の賃金と同額とする。換言すれば、労働 

者の遂行した活動（労働成果）に応じて賃金が支払われる制度（概念フレーム）であるこ 

とから、職性給では、活動あたり賃金であり活動賃率を採用していると言える。 

注 6 付言しておくと、活動原価に基づいた予算配分の先行研究には、ABBがある。ABBと 

は、活動基準予算管理であり、ABCの理念構造を用いて予算編成を行おうとするものであ 

る（Turney 1991, 175, 315; Kaplan and Cooper 1998, 301; 櫻井訳 1998, 379; 櫻井 2004, 29-31）。 

ABBと職性給は、いずれも同様に活動原価を用いることに共通性を持つが、ABBはABC 

における活動概念の解釈や配賦尺度を準用するものであり、現行の人件費の時間による分

配制度に変更解釈を加えるものではない。従って、ABBは、職性給でいう人件費予算の

適正配分には適さないことが解る。すなわち、職性給は、従前には存在し得なかった労

働成果に基づく人件費予算配分システムを構築するものであると言える。 

注 7 職性給における人件費予算の配分は、活動単位となるため、労働対価に客観性を与える 

ことが期待できる。そこで、人件費を時間軸によって労働者（人）に分配する賃金を人あ 

たり賃金、加重配賦係数によって活動（労働成果）に配分する賃金を活動あたり賃金と称 

し、これらによる人件費予算配分を比較してみたい。以下は、労働者が複数いる場合と一 

人の場合における説例である。 

まず、図表 A は、労働者が複数いる場合における人あたり賃金と活動あたり賃金の人件

費予算配分の比較表である。人あたり賃金については、時間制を前提とし、人件費予算 1,000

円を複数の労働者に分配するものと仮定している。人あたり賃金では、人を集計単位、配
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分基準を作業時間（労働時間）として労働者に人件費予算を分配していることが見て取れ

る。一方、活動あたり賃金では、活動を集計単位、配分基準を加重配賦係数（難易度×時

間）として、活動に人件費予算を配分している。ここで注視すべき点は、活動あたり賃金

では、人件費予算の配分に、人を介していないということである。 

活動あたり賃金では、活動が集計単位とされるため、実際の労働者には、労働者が遂行し

た活動に配分された人件費予算が支払われる。従って、例えば、労働者Xは活動Aを、労

働者Yは活動 Bを、労働者 Zは活動 Cを遂行した場合、それぞれに支払われる賃金は 560

円、200円、240円となる。 

 

図表 A 労働者が複数いる場合における人件費予算配分の比較表  

人
あ
た
り
賃
金 

人件費予算 分配基準 
分配対象 

労働者X 労働者Y 労働者 Z 

1,000円 作業時間 
2時間 

（200円） 

5時間 

（500円） 

3時間 

（300円） 

活
動
あ
た
り
賃
金 

人件費予算 配分基準 
配分対象 

活動A 活動 B 活動 C 

1,000円 加重配賦係数  
14 

（560円） 

5 

（200円） 

6 

（240円） 

出典：小川 2020b, 31.  

  

次に、図表 B は、労働者が一人の場合における人あたり賃金と活動あたり賃金の人件費

予算配分の比較表である。人あたり賃金については、定額制を前提とし、人件費予算 800

円を労働者に分配するものと仮定している。人あたり賃金では、所定労働時間（8 時間）

を前提として、人件費予算の 800円が労働者 Pに支払われている。一方、活動あたり賃金

では、人件費予算の 800円が加重配賦係数によって、労働者 Pが遂行した個々の活動 p-1、

p-2、p-3 に配分されている。上述の図表 2 についても同様のことが言えるが、ここで注視

すべき点は、人あたり賃金では可視化されなかった労働者 P の活動が可視化されており、

活動がそれぞれ異なる賃金額として算定されているということである。 
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図表 B 労働者が一人の場合における人件費予算配分の比較表  

人
あ
た
り
賃
金 

人件費予算 分配基準 
分配対象 

労働者 P 

800円 所定労働時間 800円 

活
動
あ
た
り
賃
金 

人件費予算 配分基準 

配分対象 

労働者 Pの活動 

活動 p-1 活動 p-2 活動 p-3 

800円 加重配賦係数  
10 

（500円） 

5 

（250円） 

1 

（50円） 

出典：小川  2020b, 32.  

 

上記の比較例から、職性給は、構造上、賃金の算定に人を介さないことが解る。これは、

人あたり賃金の人件費予算の集計場所が人である一方、活動あたり賃金のそれが活動であ

ることに起因している。また、人あたり賃金では実現できなかった、難易度を反映した活

動別賃金の設定も確認できる。これらは一例に過ぎないが、職性給が、「会計数値を活用し

ながら下位の管理者の意思決定や行動の結果を写し出すことで、組織の見える化を実現（加

登・梶原 1999, 16）」し、労働対価の適正交換、換言すれば人件費予算の適正配分を可能せ

しめる人件費予算配分システムになり得ることが理解できよう。 

 

注 8 職務とは「経営者が労働者個人に割り当てて、労働者個人が担当すべきとされる任務や 

業務（遠藤 2014, 72-73）」を指す。 

注 9 職務給では、職務分析・評価により賃金を決定する。その際の評価基準は、職務の「難し 

さ、やさしさ（木下 2016, 54）」、「難易度、責任、裁量の程度（遠藤 2005, 74）」，「難易度・

責任度（笹島 1995, 44）」，「困難度や重要度（藻利 1958, 391）」（藻利（1958）は狭義の職

務評価に関して、各職務そのものの困難度と各職務のその組織に対する重要度の 2つの基

準ないし見地が導入されることが一般的であると指摘している。）などとされているが、ど

の議論にも共通しているのは「難易度」である。この難易度は、その職務を遂行すること

がどの程度難しいかを示す指標であると言い換えられる。これにより、次の 3つの解釈が

可能となる。第 1に、職務には難易度が存在すること、第 2に、難易度が賃金の算定根拠

とされていること、第 3に、賃金は職務の難易度により異なるべきであることである。要

するに、職務給は、職務の難易度と賃金を連関させており、難易度の高い職務にはより高

い賃金を支払うものであると言える。 
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注 10 Lawler and Jenkins (1992)は、Pasqual,A.M.1969.A new dimension to job evaluationと 

Patten,T.H.1988.Fair Pay? を引用してこれに言及している。 

注 11 手島（1987）は、米国型職務給と日本型職務給を区別し、日本型職務給は米国型職務給 

概念を原則とした年功制賃金体系における生活給との共存または補足としての導入である

と指摘している（手島 1987, 72-73）。 

注 12 職務評価手法には、得点要素法の他に、序列法（Ranking method）、分類法（Classification 

method）、得点要素法（Point factor method）、要素比較法（Factor-comparison method）などが

ある。 

注 13 NATIONAL JOINT COUNCIL FOR LOCAL GOVERNMENT SERVICES (2019）参照。 

注 14 Greater London Employers’ Association (2000)、稲継・池田（2011）参照。 

注 15 THE NHS STAFF COUNCIL WORKING GROUP (2016)参照。 

注 16 後述しているが、これらの 4 つのファクターは政府の公式見解として用いられている。 

注 17 図表 3「知識・技能」ファクターの「1.知識レベル」の定義の日訳。 

 

出典：森 2008, 78. 
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注 18 グロスタシャー州HP参照。 

https://www.gloucestershire.gov.uk/media/15760/njc-green-book-pay-scales-gcc-grading- 

structure-sept-2019.pdf  

閲覧 2020年 7月 14日。 

注 19 厳密に言えば、この職務評価表を利用していることが確認できているのは、ロンドン地 

域にあるルイシャム区（Lewisham）ならびにランベス区（Lambeth）であるとされている。 

注 20 職務評価表の日訳。 

 

出典：稲継・池田 2011, 115. 
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注 21 GLPCモデルにおける職務グレードと賃金表。なお、賃金表については、ロンドン市ル 

イシャム区（London Borough of Lewisham）のものを利用している。以下は、稲継・池田（2001） 

に記載の資料を利用したものであるが、図表 4のように、号級（等級）とスコアの関係性 

が明らかとなってはいないため、必要であれば、出所を確認されたい。 

 

 

出典：稲継・池田 2011, 118.（出所：Greater London Employers’ Association 2000, 19） 
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出典：稲継・池田 2011, 119.（出所：Lewisham London Borough Council 2010） 
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注 22 NHSにおける職務グレードと賃金表。以下は、NHS（2016）の資料を利用したものであ 

るが、ここでも、号級（等級）とスコアの関係性が明らかとなってはいない（例えば、賃 

金表に記載の Band1には、Spine Point 2または 3の記載があり、それぞれ賃金額が異なっ 

ているが、どのスコアがこれらに位置づけられるのかの記載がなされてない）ことに留意 

されたい。 

 

出典：THE NATIONAL STAFF COUNCIL WORKING IN PARTNERSHIP JOB EVALUATION GROUP 2016, 75. 
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出典：https://www.nhsemployers.org/-/media/Employers/Documents/Pay-and-reward/AfC-pay-bands-from-1-April-2016_FINAL.pdf 

（閲覧 2020年 7月 14日） 

 

注 23 評価項目の項目名がこれらと完全に合致せずとも、評価の内容は、これらを反映したも 

のとなっている。 

注 24 厚生労働省HP「職業能力評価基準の構成」参照。 
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https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_07949.html 

閲覧 2020年 8月 26日。 

注 25 副田（1969）も遠藤（2014）も、職務給は基本的に時間賃金であるとしている。時間賃 

金とは、時間的単位で支払われる賃金である。時給だけではなく、日給や週給、月給など 

も時間賃金に含まれる。 

注 26 むしろ、労働時間制から生まれる時間拘束や、労働成果と賃金の連動性の遮断を問題と 

する背景から生まれた概念フレームである。 

注 27 この点の詳細は、注釈 10を参照されたい。 

注 28 日経連（1965, 123-125）、副田（1969, 221-222）、笹島（2001, 46-47）を参照すると、職務 

評価には、序列法、分類法、点数法（要素別点数法/得点要素法）、要素比較法などがあると 

されるが、ここでは、最も一般的に用いられているとされる点数法（要素別点数法/得点要 

素法）を例に用いる。 

注 29 これらの活動は、既に、管理目的に従って、意図的にグループ化されたものであるとす 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_07949.html
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第 6章 職性給における難易度の計数化 

1. 難易度の計数化における手続き 

 本章では、前章にて職務給との比較から明らかになった職性給の特徴を踏まえて、職性給に

おける難易度の計数化について取り上げる。職性給では、賃金を算定するにあたり、職性であ

る難易度と時間を用いることは、これまで繰り返し述べてきたとおりである。職性給では、難

易度と遂行時間（注1）により構成されている加重配賦係数を用いて、人件費予算を活動に配

賦し、配賦額を労働者の賃金として扱うが、加重配賦係数を用いるためには、難易度と遂行時

間の双方が、計数化されている必要がある。このうち、時間は既に普遍的単位として確立して

いるため、加重配賦係数に用いることに疑念は生じないが、難易度に関しては、何らかの形で

計数化することが必要となる。 

職性給における難易度の計数化には、必要となるいくつかの手続きが存在する。その手続き

とは、①難易度の評価項目の設定、②評価項目の因子の特定、③測定尺度の考案、④評価項目

のウエイト化である。以下は、この説明である。 

①難易度の評価項目の設定とは、難易度という概念を構成する要素を明確にし、これを基に

評価項目を設定することである。これに従えば、難易度の計数化とは、すなわち、難易度を構

成する要素（評価項目）を計数化することと同義である。 

②評価項目の因子の特定とは、難易度の要素（評価項目）を変動させる因子を特定すること

である。①で述べた評価項目を計数化するということは、それぞれの項目に数値が与えられる

ということであり、その数値が増減するには、何らかの理由（原因）が存在するはずである。

評価項目を計数化するためには、その理由（原因）である因子を特定し、それを測定しなけれ

ばならないのである。 

③測定尺度の考案とは、難易度の要素（評価項目）ならびにその因子を測定する尺度を考案

することである。これを測定するにあたっては、客観的尺度の考案が求められる。 

④評価項目のウエイト化とは、難易度の要素（評価項目）にウエイトをかけることである。

この手続きは、それぞれの評価項目が、組織において等しく重要視される場合は不要である

が、そうでない場合は、ウエイト化によって、組織における評価項目の重要度を計数表示する

必要がある。 

以上から明らかであるように、難易度を計数化するためには、単に測定尺度を考案すれば良

いというわけではなく、段階的に計数化を図っていく必要がある。理論上は、上述の①から④

の順番で手続きを行うことが妥当であると考えられるが、本章では、論文の構造上、上述とは

異なる順番で説明を行うことをご容赦いただきたい。これを踏まえて、以降では、上述した難

易度の計数化における手続きを順次取り上げる。 

 

2. 難易度の評価項目の設定 

 まず、「難易度の評価項目の設定」について取り上げる。ここでいう評価項目とは、難易度

を構成する具体的な要素を意味する。前述のとおり、難易度の計数化とは、明確に言えば、難
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易度を構成する要素（評価項目）を計数化することであり、逆に言えば、評価項目の設定をな

くしては、職性給における難易度の計数化は不可能となる。 

他方、組織的観点から評価項目の役割を観察してみると、評価項目はコストの配分指標とな

るため、雇用主にとっては、「組織が重要視する要素」となるが、最終的な賃金額に影響を持

つことから、労働者にとっては「対価の算定要素」となることが解る。この点に鑑みても、評

価項目は、職性給の設計において核となり、運用においても非常に重要な存在であると位置づ

けられる。ただし、注意すべき点は、評価項目は、「組織が重要視する要素」であるため、普

遍的な確定要素とはならず、組織によって柔軟に設定されるべきことである。評価項目の重要

性や柔軟性については、第5章で参照してきた職務評価においても、同様のことが言える。こ

れを踏まえて、以下では職性給における難易度の評価項目について検討する。 

職性給における難易度とは、「知識・技術・技能」の相対的レベルであり、これを計数表示

したものであることは、これまでの議論の中で繰り返し述べてきたとおりである。組織におい

て日々遂行される活動は、それぞれに異なる目的とプロセスを持っている。ゆえに、活動の遂

行に必要な「知識、技術、技能」の難易度は、当然ながら異なっているはずである。この解釈

は、活動の「性」への着眼から導出された解釈であり、活動の「性」である難易度のレベル

は、それぞれ異なっていると換言することができる。すなわち、活動には、「性差（性の差

異）」があるということである。 

職性給における評価項目は、この性差を捉えるものでなければならない。さらに、人的要素

（人の能力や人にかかる負担の程度）に帰属する評価項目ではない点に留意する必要がある。

これを踏まえて作成した評価項目の一例が、図表1である。なお、この例は、筆者の過去の実

務経験の一部に照らしたものであり、対象とした活動が限定的であるということを申し添えて

おく。 

 図表 1を作成するにあたっては、「知識・技術・技能」を主項目とした上で、これらを準項目

に細分化した。「知識・技術・技能」の定義については、既に第 2章の注釈 12ならびに注釈 13

にて提示しているため、そちらを参照されたい。 

まず、主項目の 1つである「知識」は、活動との関係性の観点から、活動と直接的に関係す

る「直接知識」、活動と直接的には関係しないが遂行に不可欠となる「隣接知識」、同じく活動

と直接的には関係しないが遂行に不可欠となる社会規範やビジネスマナー、組織慣習といった

「一般知識」に分類した。 

次に、「技術」は「技能に関する知識」であり、「遂行主体に関わらず結果は同じになるもの」

という観点から、「IT操作」、「機器操作」、「外国語」、「時短効率」に分類した。「外国語」を「技

術」の一部として設定した理由は、外国語は日本人にとっての日本語（母国語）と同様、技能

化を経て表層化するものであることから、「技術能に関する知識」として位置付けたためである。

また、「時短効率」とは、大量の紙幣や封筒、書類等のカウントに挙げられるように、「技」を

知らなければ、適正な活動遂行が困難になるものを想定しており、これも「技能に関する知識」

として位置付けている。 
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最後に、「技能」は「人に宿るため属人的とならざるを得ないもの」であり、「遂行主体によ

って正確さやクオリティなどの結果に差異が出るもの」という観点から、「記述表現」、「話法」、

「校正精査」、「計算勘定」に分類した。「記述表現」は「書く」、「話法」は「話す」、「校正精査」

は「見る（視る）」という技能であると言い換えられる。「計算勘定」については、「技術」にも

分類可能な曖昧な項目ではあるが、「遂行者によって正確さやクオリティなどの結果に差が出

るもの」という観点から、「技能」に分類した。これらは皆、活動遂行の結果として、第 4章で

議論した「質量差異」の発生が認め得るものである。 

再度強調しておきたい点は、技能は、「人に宿るため属人的とならざるを得ないもの」ではあ

るが、これらの評価項目は、人の能力や人にかかる負担の程度（人的要素）を評価しようとす

るものではなく、あくまで活動を評価対象としたものであるということである。この「技能」

という項目を含む職性給における難易度は、あくまで、「活動原価の測定・評価の尺度」である

ということを失念してはならない。 
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図表 1 評価項目の一例 

主項目 準項目 定義 

知 識 

直接知識 直接活動遂行に関係し、遂行に不可欠となる知識 

隣接知識 
直接活動遂行に関係しないが、遂行に不可欠となる 

隣接的な知識 

一般知識 
直接活動遂行に関係しないが、遂行に必要となる 

社会規範や組織慣習といった日常的な知識 

技 術 

IT操作 
活動遂行に必要となるハードウェアやソフトウェアの 

操作に関する技術 

機器操作 活動遂行に必要となる機器や備品の操作に関する技術 

外国語 活動遂行に必要となる外国語に関する技術 

時短効率 活動遂行に必要となる作業を適正にこなす技術 

技 能 

記述表現 活動遂行に必要となる記述・表現方法 

話法 活動遂行に必要となる話法 

校正精査 活動遂行に必要となる校正や精査 

計算勘定 活動遂行に必要となる四則演算や数的処理・勘定 

出典：筆者作成。 

 

3. 評価項目のウエイト化 

 次に、「評価項目のウエイト化」について取り上げる。前述のとおり、評価項目は、雇用主に

とっては、「組織が重要視する要素」となるため、他項目との比較のなかで、どの項目をどの程

度重要視するのかを数値によって表現する必要がある。これが、評価項目のウエイト化という

手続きである。一方で、評価項目は、労働者にとっては「対価の算定要素」となる。よって、

職性給が生産性を向上させる管理システムとして機能するためには、評価項目とそのウエイト

が組織の人々にとって受容できるものでなければならない。この点については、既に第 2章で

述べているとおりである。評価項目のウエイト化は、第 5章で概観してきた職務評価における
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得点要素法にも用いられている。得点要素法における点数の決め方については、「企業が任意に

決める。もちろん、職務評価要素の重要度を考慮しながら決めることとなるが、点数の決め方

にはルールがないから恣意的であるということもできる（笹島 2008, 55）。」とされている。こ

れを踏まえて、図表 1 にて提示した評価項目にウエイト化を行ったものを、一例として図表 2

に提示する。図表 2に記載の数値は全てサンプル値であり、実際にウエイトを視認化するため

に記載しているものである。 

 図表 2は、評価項目にウエイト化を行い、難易度のクラス別に示したものである。そこに表

記されている難易度クラスとは、難易度のレベル別階層のことを指す。ここでは、これを 4段

階に設定している。難易度の易しい順に並べると、「ワーク」、「オペレーショナル」、「テクニカ

ル」、「インテリジェント」となる。これらの詳細な定義は今後の課題とするが、「ワーク」は最

も単純作業や単純知識に近く、「オペレーショナル」や「テクニカル」では、複雑性や専門性が

より高まっていき、「インテリジェント」では既存知識の応用が必要となるというイメージであ

る。また、「準項目別ウエイト」とは、それぞれの項目のウエイトの最大値であり、それらを主

項目別に統合したものが「主項目別ウエイト」である。 

現時点では、4 つの難易度クラスのみの記載に留まっているが、これについては、別途、研

究を進めていくものとする。よって、ここで提示した難易度クラスやウエイトは、あくまで暫

定的に設定したものであり、普遍的確定事項ではないことに留意されたい。 
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図表 2 難易度クラス別ウエイト表の一例 

主項目 準項目 難易度クラスと各項目のウエイト 

難易度クラス ワーク 
オペレー 

ショナル 

テクニ 

カル 

インテリ

ジェント 

準項目別 

ウエイト 

主項目別

ウエイト 

知 識 

直接知識 ～10 ～15 ～20 ～25 25 

50 隣接知識 ～5 ～10 ～15 ― 15 

一般知識 ～5 ～10 ― ― 10 

技 術 

IT操作 ～5 ～10 ～15 ― 15 

42 

機器操作 ～4 ～8 ― ― 8 

外国語 ～5 ～10 ～15 ― 15 

時短効率 ～4 ― ― ― 4 

技 能 

記述表現 ～5 ～10 ～15 ― 15 

38 

話法 ～5 ～10 ～15 ― 15 

校正精査 ～4 ― ― ― 4 

計算勘定 ～4 ― ― ― 4 

合計 130 130 

出典：筆者作成。 

 

4. 難易度における因子の特定 

次に、「評価項目の因子の特定」について取り上げる。評価項目の因子の特定とは、前述の

とおり、難易度の要素（評価項目）を変動させる因子を特定することである。難易度の計数化

とは、実質的には、難易度の評価項目を計数化するということであり、それぞれの項目に数値

が与えられるということである。その数値は、無作為に与えられるものではなく、その数値で

あるべき何らかの理由（原因）が存在するはずである。ゆえに、その理由（原因）、すなわち

「因子」を特定することが必要となる。 

例えば、図表 1で示した職性給の評価項目に対して、ウエイト化を行い、難易度クラス別に

示したのが図表 2であるが、それぞれの評価項目（準項目）には、そこに記載の数値を決定付
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ける因子が存在すると考えられる。すなわち、評価項目を「難易度の要素」であるとするなら

ば、その要素に従属し要素の数値を変化させる「難易度の因子」が存在するということである。

これを説明するために、図表 3を一例として示す。 

図表 3は、難易度の要素の 1つである「直接知識」には、その因子であると考えられる知識

の範囲（因子 X）と、知識の深度（因子 Y）が存在することを示したものである。ここでは、

これらを乗じたものである「XY」を「量計」と表現しているが、これが「直接知識」の実質的

なウエイトである。前述の難易度クラスは、このウエイトに対応するものである。 

例えば、ある活動における直接知識の範囲（因子 X）が 2、深度（因子 Y）が 1 である場合

は、この活動の直接知識の量計（XY）は 2となり、難易度クラス「ワーク」に位置づけられる

ことになる。別の活動における直接知識の範囲（X）が 4、深度（Y）が 6である場合は、この

活動の直接知識の量計（XY）は 24 となり、難易度クラス「テクニカル」に位置づけられるこ

とになる。 

 肝心なことは、難易度を構成する要素（評価項目）には、それぞれの要素のレベルを決定付

ける因子が存在し、それを特定して可視化させ、これを測定する必要があるということである。

なぜなら、因子はウエイトの根拠となるからである。これに従えば、職性給は、評価項目とい

う活動の難易度の要素に留まらず、本質的には、要素に従属する因子こそを、評価対象として

いると言えるであろう。この点に鑑みれば、職性給における難易度の計数化は、「因子測定評価

法」と表現することができよう。 

 

図表 3 難易度における因子の一例 

難易度クラス ワーク 
オペレー 

ショナル 

テクニ 

カル 

インテリ 

ジェント 

直接知識 

因子 X（範囲） ～X1 ～X2 ～X3 ～X4 

因子 Y（深度） ～Y1 ～Y2 ～Y3 ～Y4 

XY（量計） ～X1Y1 ～X2Y2 ～X3Y3 ～X4Y4 

出典：筆者作成。 

 

5. 測定尺度の考案 

5-1. 職性給における難易度の測定尺度の基本理念 

最後に、「測定尺度の考案」について取り上げる。難易度の計数化とは、実質的には、難易度

の評価項目を計数化することであり、それには、要素を変動させる因子を特定し、それを測定

する必要があることは、既に述べたとおりである。だが、一方で、その測定に掛かる尺度につ

いては、画一的に平準化することは不可能であり、採用する尺度は、組織の採用に委ねられる

ことになる。これは、職性給における評価項目が、普遍的な確定要素とはならず、組織によっ
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て柔軟に設定されるべきことに起因する。換言すれば、組織毎に柔軟に設定される職性給の評

価項目に従って、その尺度の採用も、評価項目との相関性の観点から柔軟に設定されるという

ことである。この尺度の多様性は、活動の定義に抽象性があることから誘発されるものである。

例えば、図表 3に記載されている知識の範囲（因子X）や知識の深度（因子Ｙ）といった因子

やその尺度は、対象となる活動によって異なり、可変的であると言える。 

また、この尺度は、必ずしも物量尺度に限定されるものではない。なぜなら、難易度の計数

化においては、「測定に関する尺度の組織内の暫定的合意があれば十分（石田 2003, 146）」なの

であり、その数値が組織構成員の納得できるものであれば、事足りるからである。よって、こ

こでは、測定尺度の限定的な列挙を避け、基本理念の論述に留めるものとしたい。また、尺度

の採用手順については、さらなる研究が必要なため、別稿に譲るものとする。 

 

5-2. 測定尺度の解釈における隣接研究 

5-2-1. 代理変数による規範尺度 

 難易度の測定尺度を考案していくにあたり、隣接科学における先行研究を概観しておく必要

がある。これから概観する先行研究は、職性給における評価要素ならびに因子の測定尺度とは

表層が異なるが、これらの上層概念である難易度の測定に関する尺度としては逸脱しないもの

であると考えられる。ただし、職性給での準用可能性を肯定するものでもないことを先に申し

述べておく。 

難易度の測定に関する先行研究は、管見の限り非常に少ないが、参考となるものに、佐藤（2008, 

2011）による日本語テキストの難易度の測定における研究がある。日本語テキストの難易度を

判定するツールに「帯」（注 2）というシステムがあり、このシステムの基盤となる規準コーパ

ス（注 3）は、小中高の教科書を基に偏纂されている。難易度の付与にあたっては、「小中高の

各学年」と「大学以上」の 13段階（注 4）を難易度のレベルとして代用したとされている（佐

藤 2008, 52-54）。 

この開発にあたった佐藤（2008, 2011）は、テキストの難易度を相対的難易度として提示する

方法を模索するなかで、難易度の測定には、そのスケールを何らかの根拠や外部参照に基づい

て設計することが必要であり、それには 3つの方法があるとしている（佐藤 2011, 1778）。佐藤

（2008, 2011）の示す 3つの方法を職性給における難易度の測定に置き換えると、第 1に、活動

の難易度を外部試験や資格といった既存のスケールに対応させること、第 2に、組織における

労働者数または労働力人口全体の何％程度がその活動を遂行できるかということに対応させる

こと、第 3に、活動全体の分布のどの辺りにその活動が位置するかということに対応させるこ

と、となる。 

これを換言すれば、第 1の方法は、難易度と相関性があると考えられる外部試験や資格の難

易度、時間といった既存の尺度（代理変数）を用いて難易度を測定すること、第 2の方法は、

母集団を活動遂行者とし、該当する活動を遂行できる「相対的度数」を難易度と捉えること、

第 3の方法は、母集団を組織における全活動とし、全体における活動の序列を難易度と捉える
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こと、であると解釈できる。上述の「帯」システムの規準コーパスは、既に存在する教育機関

の学年という規範を代理変数として用い、難易度を測定したことから、上述のうちの第 1の方

法を採択したと言える。本稿では、これを代理変数による規範尺度として解釈している。 

現時点では、職性給における難易度の測定尺度を、上述のいずれかに限定して明示すること

はできないが、少なくとも、活動の難易度は、外部参照を行いながらも、組織内の暫定的合意

を得て（石田 2003, 146）、（注 5）段階的に計数化されることになる。（注 6）よって、いずれの

方法も排他出来ないのであるが、敢えて言及するならば、職性給に最も親和性が高いのは、第

3 の方法であると考えられる。なぜなら、職性給では、活動同士を直接比較し、難易度を相対

化するからである。 

 

5-2-2. 心理学における感覚尺度 

 代理変数による規範尺度とは異なり、心理学の研究領域で議論されている尺度の 1つに、感

覚尺度というものがある。感覚尺度とは、「刺激と関連づけられた感覚または知覚について、そ

の主観的な大きさや強さの量的指標（甲村 2013, 82）」であり、人間の感覚・知覚という個人の

主観的現象を客観的に観測可能な刺激か反応かいずれかに反映させ、刺激や反応に関する測定

値の変化を通してそれらの主観的問題を研究する方法の 1つである（大山 1968, 37）。 

この理解ならびに測定において重要な概念の 1 つとなるのが、米国の実験心理学者である

Stevensによる尺度の分類である（甲村 2013, 83）。Stevens（1946）によると、尺度は名義尺度

(nominal scale), 順序尺度(ordinal scale), 間隔尺度(interval scale), 比率尺度(ratio scale)（注 7）の 4

つに分類される。名義尺度とは、数値に量的意味はなく分類のために付与されたものであり、

例としては野球選手の背番号やクラス番号等がある。順序尺度とは、数値の大小には意味があ

るが間隔や比率には意味を持たないものであり、例としては震度やレースの着順等がある。間

隔尺度とは、数値の大小や数値間の差に意味を持つが、数値同士の比率に意味はなく 0は任意

で決定するものであり、例としては気温や年号等がある。比率尺度とは、数値の大小や差、比

率に意味があり、四則計算が可能な上、絶対的原点（0）を持つものであり、例としては長さや

質量、時間等がある（大山 1968, 38; 中野 1995, 23）。また、これらは、名義＜順序＜間隔＜比

率という段階的序列をなしており、より上位のものから下位のものへの変換は可能であるが、

より下位のものからより上位のものへの変換は不可能であるとされている（谷口 2017, 776）。

感覚尺度の測定法には大きく分けて直接法と間接法がある（中野 1995, 23）が、詳細はここで

は割愛する。 

職性給における難易度の測定尺度に感覚尺度を用いる場合は、刺激（インプット）ではなく、

反応（アウトプット）を観察することが必要となる。例えば、反応の観察について言えば、活

動遂行経験者や有識者らによる報告とその分析になると推察されるが、いずれにしろ難易度の

設定においては、設定者は基本的に「活動Aは活動Bより難しい」という判断を幾度も繰り返

していくことになる。従って、活動の難易度の測定尺度は、原則として Stevens（1946）の順序

尺度であると言えよう。しかし、順序尺度は間隔や比率に意味を持たないものであることから、
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測定尺度として論拠が希薄となることは明らかである。 

一方、谷口（2017）によると、心理学的データのうち、尺度による測定値のほとんどは順序

性を持ったカテゴリ判断によるものであり、本質的には順序尺度であるという。さらに、 

「尺度の段階がある程度細かくほぼ等間隔であると見なせる場合や、正規分布による変換を行

うことで、事実上間隔尺度（場合によっては比率尺度）として扱っていることが非常に多い（谷

口 2017, 776）」としている。すなわち、難易度の測定時に前提として数値の間隔は等しいもの

であると設定することで、順序尺度を間隔尺度や比率尺度として扱うことができるということ

である。 

このように、難易度の測定方法においては、それぞれの研究領域で独自の解釈が存在するこ

とが解る。しかしながら、代理変数による規範尺度や心理学における感覚尺度については、現

時点で、職性給での採用を肯定ないし否定することはできず、より具体的な考察については、

さらなる研究が必要である。しかし、採用されるべき尺度は、評価項目のウエイト化との間で、

客観的相関性が担保される必要性があることは言うまでもない。 

 

6. 新たな賃金制度の構築に向けて  

 これまでの議論をまとめると次のとおりである。第 6章では、第 5章で明らかになった職性

給の特徴を踏まえて、職性給における難易度の計数化について取り上げた。まず、難易度の計

数化の手続きとしては、①難易度の評価項目の設定、②評価項目の因子の特定、③測定尺度の

考案、④評価項目のウエイト化が必要になることを示した上で、これらを順次取り上げ、例示

を用いながら、考案を試みた。 

 ①難易度の評価項目の設定については、これが計数化の観点だけでなく、組織的観点からも

重要な存在であることに言及した。また、評価項目の設定における柔軟性を強調した上で、難

易度の主項目である「知識・技術・技能」をそれぞれ細分化し、11 の準項目として例示した。

②評価項目の因子の特定については、①で設定した評価項目には、それが変動する理由（原因）

となる因子が存在するという観点から、因子の特定とその測定が重要となることに言及した。

この点に鑑みれば、職性給における難易度の計数化は「因子測定評価法」と表現できるとし、

例によって、因子Xと因子Yの量計であるXYが、評価項目（準項目）のウエイトとなること

示した。③測定尺度の考案については、採用する測定尺度は、組織毎に設定する評価項目とそ

の因子によって柔軟に設定されるべきであると強調した上で、隣接研究分野における測定尺度

の概念を概観し、今後、職性給における難易度の測定尺度を研究していく上での参考とした。

④評価項目のウエイト化については、評価項目の重要度に応じて、それを数値で表示する必要

があることから、実際に先述の 11の準項目に対してウエイト化を行ったものを例示し、概説し

た。 

 本章では、難易度の計数化について模索的に考案してきたが、計数化の一連の手続きを 1つ

のフレームワークとして提示できたことは大きな成果であると考えられる、一方で、さらなる

検討は必須であり、特に、測定尺度については、隣接分野の先行研究を概観したに留まってい
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るため、今後はより広い隣接分野を視野に入れて、研究を進めていく必要があると認識してい

る。 

 

 

 

注 1 ここでの遂行時間は、標準遂行時間を指す。 

注 2 実際のシステムをこちらで確認できる。 

http://kotoba.nuee.nagoya-u.ac.jp/sc/obi3/  

閲覧 2020年 7月 14日。 

注 3 コーパスとは、データベース化された大規模な言語資料のことである。 

注 4 佐藤（2011）では、9段階のレベルでも設定されている。 

注 5 石田（2003）は、「ホワイトカラーの生産性は科学的/客観的には測定できないが、測 

定に関する尺度の組織内の暫定的合意があれば十分である（石田 2003, 146）」と強調し 

ている。 

注 6 難易度の計数化には恣意性や主観性を伴うが、活動の遂行プロセスを労使共同で分 

析することにより、これらはある程度制約されると考えられる。 

注 7 比率尺度(ratio scale)は、比例尺度と訳される場合もある。 
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おわりに 

 本稿では、労働力人口の減少問題を背景に、労働市場の自由化に必要となる労働成果の測定・

評価方法の確立と賃金への反映の実現を目的とするなかで、活動原価会計手法によって賃金の

算定を行う賃金制度の概念フレームを「職性給」と称し、この理論設計を模索的に試みてきた。

ここで、「職性給」という概念フレームについて、まとめておきたい。 

職性給とは、労働者の遂行した活動に応じて賃金が支払われる制度であり、これを実現する

ために、活動原価会計手法を用いて賃金を算定する。活動原価会計手法による賃金の算定とは、

具体的には次のとおりである。 

職性給で用いる活動原価会計手法では、経営資源を人件費予算、活動への配賦尺度を加重配

賦係数と設定し、活動に配賦された活動原価、すなわち人件費予算を労働者の賃金とする。加

重配賦係数とは、活動の難易度と遂行時間とを乗じた係数である。これにより、労働者は遂行

した活動の難易度（性）や量に応じて賃金が支払われることになり、結果的に労働者の労働成

果に応じた賃金分配ならびに人件費の適正配分が可能となる。これが、基本的な職性給の概念

フレームである。 

職性給は、会計手法を用いた賃金算定という特性から、賃金の支払対象である労働成果（活

動）を会計的側面、いわば原価管理的側面から捉えるものである。これにより、労働者の原価

低減努力も、労働成果として賃金に反映させる必要があることが導かれる。この実現のために

は、1 つの活動における活動原価を、対外的機能と対内的機能の 2 つに区分し、人件費以外の

費用要素の逓減が確認できた場合は、そのいくらかを人件費要素に投下するという活動原価の

循環システムを構築する必要がある。いわば、有利差異の発生を労働成果と捉え、それを賃金

へ還元するということである。 

一方、労働成果は、財務数値によってのみ測定・評価されるものではない。なぜなら、労働

には、質的側面も存在するからである。従って、労働成果の質的側面において、設定された活

動水準以上の成果（質量差異）が確認された場合は、その非財務数値的労働成果を計数化する

ことによって、それを賃金に反映しなければならない。この実現のためには、「活動の遂行によ

ってその質量に大きな差異が生じる活動」を測定・評価の対象とした上で、活動がコントロー

ル可能である「アウトプット」を指向する活動別の業績指標、いわば活動業績指標（Activity 

Performance Indicators）を設定する必要がある。この指標は、労働の全ての質的側面を包容する

ものではないが、この指標により、労働の量だけでなく、質も賃金に反映できるという点では

有益であると考えられる。 

 以上が職性給の概念フレームであるが、本稿では、これと職務給とを比較するなかで、職性

給の特徴を明らかにした。その特徴とは、次の通りである。第 1に、職性給は、生産主体を「人」

ではなく「活動」であると認識する、「活動」を機軸とした概念フレームであること、第 2に、

活動原価会計手法を用いることで、所定労働時間を前提としない賃金算定、すなわち、時間賃

率を用いない賃金算定が可能となること、第 3 に、これにより、職性給は、「時間」によって

「人」に賃金を分配する（人を賃金の集計場所とする）人あたり賃金ではなく、加重配賦係数
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によって活動に賃金ないし人件費予算を配分する（活動を賃金の集計場所とする）活動あたり

賃金となること、である。職性給の特徴からは、職性給が「人」と「人の時間」から脱却し、

一貫して「活動」に焦点をあてていることが理解できよう。労働者の物理的・時間的拘束から

の解放には、活動（労働）毎の賃金額の設定が不可欠となるが、その前提となるのは、「人（労

働者）」を管理するという観点から、人による「活動（労働成果）」を管理するという観点への

移行である。労働市場の自由化を目指すためには、既存の社会的労働環境に対する認識転換か

ら労働成果の測定・評価方法の確立、そして賃金との連動という一連のプロセスが必要不可欠

なのである。 

 本稿のはじめに、でも述べているように、本研究の新規性は困難とされているホワイトカラ

ーの労働成果の測定・評価と賃金への反映という課題を、活動原価会計手法を用いて克服しよ

うとしている点にある。職性給における活動賃率の個別設定、および活動の難易度の賃金への

反映は、活動原価会計手法によって、初めて可能となるのである。また、職性給において、人

件費予算の配賦に用いられる加重配賦係数という配賦尺度も、これまで提唱されてこなかった

新規的な尺度として認められよう。加重配賦係数は、活動散布図として用いることで、配賦尺

度としてだけではなく、経営意思決定にも有益であることは既に述べたとおりである。 

 一方、今後の課題としては、難易度の計数化の問題が残る。難易度の計数化に関する一連の

手続きを、1 つのフレームワークとして提示できたことは大きな成果であると考えられる。し

かし、測定尺度の考案など、未だ残る課題も多い。職性給における賃金算定には、加重配賦係

数を用いるが、この内実は、「難易度」と「時間」とを乗じた係数である。従って、難易度の計

数化が実現できない限り、加重配賦係数によって賃金を算定することは不可能となる。この問

題には、研究領域を問わない広い観点をもって取り組む必要があると考えている。また、職性

給における質量差異の測定・評価と賃金への反映にあたっては、今後より多くの活動とそれに

帰属する活動業績指標を検討し、ある程度の定式化を図る必要があると自負している。 

最後に、筆者の研究成果が、今後の労働市場に及ぼす政策的観点について申し添え、本稿の

結語としたい。繰り返し述べていることであるが、本研究は、労働力人口減少問題に対して、

労働市場の自由化という観点からアプローチするものである。労働市場の自由化とは、これま

で議論されてきた、労働者が産業間、地域間、組織間を移動することを意味する雇用流動化に

留まらず、労働者の組織への多重籍化をも含む、労働力のより自由な売買を想定した概念であ

る。ここでは、健康保険や年金といった社会保険料の負担やその他社会保障システムの整備に

関する議論は割愛するが、現在の被雇用者が、個人事業主化し、自らの労働力を、活動を単位

として売買することをイメージすると、労働市場の自由化という概念を理解し易くなると思わ

れる。そして、これを推進する一手段として、これまで論じてきた職性給の存在がある。 

職性給制度を用いた労働市場の自由化が推進されれば、雇用主側のメリットとしては、少子

高齢化時代における年功制や終身雇用による人件費の肥大化ならびに労働力不足から解放され

るだけでなく、ひいては人件費というコストの適正化を実現できると考えられる。労働市場の

硬直性の一因となっている労働時間制の下では、労働成果と賃金が連動していないため、人件



109 

 

費というコストが、時間軸によって無機的に労働者（人）に分配されているだけの状態である。

例えば、「名ばかり管理職」や「カラ残業」、「時給泥棒」という言葉に挙げられるように、労働

時間制の下では、労働力を提供せずとも、職場に出勤していれば、賃金が支払われている。こ

ういった状態は、雇用主側からすれば、ムダであり、解消すべきものである。ここに職性給が

導入されることにより、活動の難易度と遂行時間を反映した賃金額は人ではなく活動に集計さ

れ、その賃金はその活動を遂行した労働者に支払われるようになるため、人件費というコスト

が活動軸によって有機的に労働者（人）に配分されるようになるのである。 

他方、労働者のメリットとしては、これまでの物理的・時間的拘束から解放され、より自由

な働き方ができるようになる。労働者は、自らの適性と合致する労働内容や労働量、労働に費

やす時間、獲得したい賃金額などを自己裁量によって決めることができるようになり、個々人

に即した労働時間の適正化や労働生産性ならびに賃金額の向上などが期待できる。労働市場の

自由化は、換言すれば、労働における自己裁量権の拡大なのである。これに伴い、労働市場内

における自然発生的適材適所化が進むのではないかと思われる。これはまさに、社会全体の人

的資源の有効活用（大橋  2005, 6）であると言えよう。 

このように、労働市場の自由化は、雇用主と労働者双方にメリットがあることは明らかであ

るが、一方で、労働市場の自由化により、労働者の収入が不安定になるのではないかという憂

慮がある。労働力の搾取を防ぐという観点からも、最低活動賃率の設定といった法的・環境的

整備は不可欠であるし、一定の賃金額を担保するにあたり、複数の活動をパッケージ化して売

買することも考えられる。しかし、労働者側にも、組織内研修等に頼らない形で自らの市場価

値を向上させる継続的な努力や、安定した収入は与えられるものではなく自ら獲得するもので

あるという意識転換が求められるであろう。 

誤解を招かぬよう強調しておきたい点は、本研究は、これまで実践されてきた日本型雇用慣

行を否定するものではないということである。日本型雇用慣行は、確かに、高度経済成長を支

えてきた背景がある。ただし、「日本の年功的な雇用慣行は、高度経済成長期には自組織で要請

した熟練労働者を引き留める策として有効であった（大橋  2005, 8）」ことからも明らかなよう

に、これは多子若齢社会の中で、労働市場の硬直化を目的として構築されてきたことを忘れて

はならない。現在の少子高齢化という社会構造においては、従来の日本型雇用慣行は、もはや

不適合を起こしているのであり、今後、社会構造に適した雇用慣行や労働制度の制定が、否応

なく必要となってくる。職性給は、その選択肢の 1つに過ぎないのである。選択肢の 1つに過

ぎない職性給は、一方で、労働時間制からの脱却ならびにホワイトカラーの労働成果の測定・

評価と賃金への反映における先駆的な研究として位置付けられると自負している。今後も着実

に研究を進めていきたい。 
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